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第１ 監査の概要

Ⅰ 監査の種類

地方自治法第 条の 第 項の規定に基づく包括外部監査

Ⅱ 監査の対象とした特定の事件（監査テーマ）

環境行政に係る財務事務の執行について

なお、地方自治法第 条の 第 項の趣旨に基づいて、甲府市監査委員に対し、令

和 年 月 日、同事件の選定の旨を後掲の「事件を選定した理由」を付して通知した。

Ⅲ 監査の対象期間

原則として、令和 年度（令和 年 月 日から令和 年 月 日まで）

ただし、必要に応じて、令和元年度以前及び令和 年度の既執行分を含む。

Ⅳ 事件を選定した理由

１ 甲府市が中核市に移行したことにより法律上包括外部監査が義務づけられたのは、本

年度で 年度目となるところ、中核市移行により県から委譲された事務の一つとして、

環境行政に係るものが具体例として良く掲げられ、また、中核市への移行のメリットの

一つとしても、市の実情に合った環境衛生施策の推進ということが言われている。甲府

市においても、「環境づくりに関わる事務の移譲を受け、良好で快適な環境を整備するこ

とにより、こころに潤いと、安心をもたらす、地域の豊かなまちづくりに取り組むこと

ができます」と同旨の説明がされている 甲府市ＷＥＢサイト・中核市について－４つの

取組の柱３ 。

しかしながら、現に市民がこれらのメリットや取組を理解しているかについては、各関

連事務の委譲についてのＰＲが必ずしも詳細にされている状況になく、評価しづらいと

ころがある。

２ 次に、平成 年 月に国連サミットで「持続可能な開発目標」、いわゆるＳＤＧｓが採

択されて以降、国内でも様々な場面でその のゴールが意識されている。そして、その

うち日本が立ち後れているものとしては、気候変動や資源対策、責任をもった消費と生産

といった、いわば環境に直結するゴールが取り沙汰されている。

内閣府の地方創生推進事務局では、「地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ」とのスローガ

ンを掲げ、少子高齢化に歯止めをかけ、地域の人口減少と地域経済の縮小を克服し、将来

にわたって成長力を確保することを目指し、地方が将来にわたって成長力を確保するに

は、人々が安心して暮らせるような、持続可能なまちづくりと地域活性化が重要であると

し、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現す

るポテンシャルが高い都市・地域を目指していただきたいとのメッセージを送っている。

この３つの側面の中で、民間の力では限界があり、自治体が牽引していく必要が一番大き
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いのは、環境面である。そして、良好な環境の維持は市民の生活にも直結することから、

市民にとっても重大な関心事の一つである。

３ 甲府市では、平成 年度から同 年度 令和 年度 の ヶ年にわたるものとして掲

げた「第六次甲府市総合計画」の中で、「環境・エネルギーへの意識の高まり」を時代の

潮流として紹介するとともに、「まちづくりの主要な課題」の一つとして「豊かな自然環

境の保全」を掲げ、「温室効果ガスの大量排出による地球温暖化や生物多様性の損失など

世界的規模での環境問題が深刻化し国際的な取組が進められています。甲府市は、自然環

境に恵まれており、これを享受し、未来に引き継いでいくことは、今を生きる私たちの責

務であり、そのためにも、低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の形成に向けた積極的

な取組が必要です」としている。

また、これらを具体化して落とし込んだ第二次甲府市環境基本計画（平成 年 月に

改定。現在は社会情勢の変化を踏まえ平成 年 月にその中間見直し版となっている）

にあっては、詳細に個別目標を掲げ、計画の進行管理や数値目標による評価を実施するこ

ととしている。個別目標の例としては、緑を保全する 基本目標１｢自然と共生するまちづ

くり｣ といったすぐには効果を測りづらいものから、資源物等の持ち去りを防止する

基本目標２｢快適環境のまちづくり｣ といった効果がすぐに把握可能なものまで、多

岐に亘っているが、国際的な視点・地域的な視点のいずれにしても、息の長い施策でなけ

ればならない。

そこで、環境行政全般について、長期的に見て経済的かつ効率的に財務事務の執行が行

われる体制にあるか、かつその前提としてルールを逸脱していないかについて、具体的な

検証を行うべくテーマとして取り上げる意義は大きいと考え、選定することとした。

Ⅴ 監査の実施期間

令和 年 月 日から令和 年 月 日

Ⅵ 監査の対象部局

監査テーマ全般について環境部の全課を対象とする。

Ⅶ 監査従事者

包括外部監査人 柴 山 聡（弁護士）

補 助 者 髙 岡 敏 夫（公認会計士）

補 助 者 井 上 光 昭（公認会計士）

補 助 者 野 中 孝 憲（公認会計士）

補 助 者 今朝丸 亜矢子（公認会計士）

以上 名

なお、包括外部監査人は甲府市との間で、地方自治法第 条の 第 項の規定に基
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以上 名

なお、包括外部監査人は甲府市との間で、地方自治法第 条の 第 項の規定に基

づいて、令和 年 月 日付で包括外部監査契約書の調印を了している。また、包括外部

監査人は甲府市監査委員に対し、令和 年 月 日、地方自治法第 条の 第 項の

規定に基づいて、上記各補助者に監査の事務を補助させたい旨の協議を申し出、甲府市監

査委員から、令和 年 月 日付でこのことに異存ない旨の回答を得ている。

Ⅷ 利害関係

上記包括外部監査人には、包括外部監査の対象とした事件について、地方自治法第

条の の規定により制限されるべき利害関係（「自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、

孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関する事件又は自己若しくはこれらの者の従事する業務

に直接の利害関係のある事件」に該当する利害関係）は存しない。

Ⅸ 監査の視点

１ 包括外部監査人の監査について、地方自治法第 条の 第 項は、「包括外部監査人

は、包括外部監査対象団体の財務に関する事務の執行及び包括外部監査対象団体の経営に

係る事業の管理のうち、（同法）第 条第 項及び第 項の規定の趣旨を達成するため

必要と認める特定の事件について監査するものとする」と定め、また同法第 条の

第 項は、「包括外部監査人は、包括外部監査対象団体の財務に関する事務の執行及び包

括外部監査対象団体の経営に係る事業の管理が（同法）第 条第 項及び第 項の規定

の趣旨にのつとつてなされているかどうかに、特に、意を用いなければならない」と定め

る。

ここに引用されている地方自治法第 条第 項及び同第 項の規定は、以下のとおり

である。

第 項 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努

めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならな

い。

第 項 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の

地方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。

２ 以上のことから、次に掲げる視点を常に意識して、監査を行った次第である。

合規性（適法性）

事業が、関連法令や条例を遵守して行われているか。

経済性・効率性・有効性（いわゆる「３Ｅ監査」）

住民福祉の増進に寄与するものであるか検証するとともに、

① 無駄な支出が行われていないか、財源の確保に努めているか（経済性）。

② 最小の経費・労力で、成果を上げているか（効率性）。

③ 所期の目的や趣旨に見合った成果が表れているか（有効性）。

公平性

すべての市民に対し、公平な取り扱いがなされているか。
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透明性（いわゆる「見える化」）

市民の目線に立ち、事業経営について、市民に対する説明責任が果たされているか。

Ⅹ 監査の主たる実施方法

１ 担当者へのヒアリング、徴求した書類（関連台帳・帳簿・契約書・申請書・伝票等）の

閲覧及び担当者からの意見聴取を繰り返すことにより、事業概況を正確に把握した上で、

その分析を行った。

２ 関係法令及び条例を把握し、これらに準拠した事業運営がなされているか確認を行っ

た。

３ 事業場の現場視察を行うことにより、事業実態を把握し、併せて資産管理の状況を確認

し、担当者へのヒアリングを踏まえて分析を行った。

4



第２ 環境行政の概要

Ⅰ 環境関連法及び国の施策や、それに基づく甲府市の条例及び計画について

１ 環境基本法について

従来日本の環境行政は、経済成長と同時期に鉱工業を中心として問題が表面化した公

害問題への対処を、総合的･統一的に行うべく昭和 年に制定された公害対策基本法

と、濫開発などを制限し豊かな自然環境を維持することで日本国民の健康で文化的な生

活を確保するため昭和 年に制定された自然環境保全法の 法を基本として推進され

てきた。

しかしながら、その後の環境に係る課題は、都市部における大気汚染、生活排水によ

る水質汚濁、一般家庭用・産業用ともに増え続ける廃棄物、地球温暖化を中心とする地

球環境問題など、多岐に亘るようになり、国が旗を振り規制をしていくだけでは必ずし

も良好な結果につながらない状況となった。

そういった中、政府が平成 年 月 日に閣議決定し、第 回国会に提出した環

境基本法は、衆参両院で長時間の審議がされたものの衆議院の解散により一度は廃案の

憂き目に遭い、再び上程された第 回国会において成立した。

同法は基本理念として、（ ）環境の恵沢の享受と継承 第 条 、（ ）環境への負荷の

少ない持続的発展が可能な社会の構築 第 条 、 ）国際的協調による地球環境保全の

積極的推進 第 条 の三つを定めているとともに、それにともなう国、地方公共団体、

事業者及び国民の環境の保全に係る責務を明らかにしている 第 条～ 条 。また、第

条 項において、「政府は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、環境の保全に関する基本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を定めな

ければならない」とした上で、その 項で、同計画には「環境の保全に関する総合的か

つ長期的な施策の大綱」及び「環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項」について定めるものとしている。

２ 国内外における地球温暖化対策について

その 年後である平成 年、｢気候変動に関する国際連合枠組条約｣に基づいて京都

で開催された同条約第 回締約国会議（ ）では、先進国の拘束力のある削減目標

（ 年～ 年の 年間で 年に比べて日本－ ％、米国－ ％、ＥＵ－ ％

等）を明確に規定した「京都議定書」（ ）が採択された。

さらに、平成 年にフランス・パリで開催された同条約第 回締約国会議

（ ）において、気候変動に関する新たな国際枠組みである｢パリ協定｣

）が採択された。同協定には、世界共通の長期目標として｢ ℃目標｣の設定

世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて ℃より十分低く保つこと や、すべて

の国による削減目標の 年ごとの提出・更新、各国の適応計画プロセスと行動の実

施、先進国が引き続き温暖化対策資金を提供することと並んで途上国も自主的に資金

透明性（いわゆる「見える化」）

市民の目線に立ち、事業経営について、市民に対する説明責任が果たされているか。

Ⅹ 監査の主たる実施方法

１ 担当者へのヒアリング、徴求した書類（関連台帳・帳簿・契約書・申請書・伝票等）の

閲覧及び担当者からの意見聴取を繰り返すことにより、事業概況を正確に把握した上で、

その分析を行った。

２ 関係法令及び条例を把握し、これらに準拠した事業運営がなされているか確認を行っ

た。

３ 事業場の現場視察を行うことにより、事業実態を把握し、併せて資産管理の状況を確認

し、担当者へのヒアリングを踏まえて分析を行った。
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を提供すること、共通かつ柔軟な方法で各国の実施状況についての報告・レビューを

受けること等が位置づけられている。また、これを受けて、政府の地球温暖化対策推

進本部は、今後の対策の取組方針を平成 年 月 日に決定し、そのうち国内対

策としては、地球温暖化対策計画の策定・政府実行計画の策定・国民運動の強化の

つを掲げた。

ところで、国内では京都議定書採択の翌年である平成 年 月に｢地球温暖化対

策の推進に関する法律｣が成立している。同法は、平成 年 月の改正で、都道府県

及び指定都市、中核市及び特例市に対して、事務及び事業に関する「地方公共団体実

行計画」の中で、その区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の抑制

等のための施策について定めることを義務付けた 現第 条 項 。

また、政府が令和 年 月に「 年カーボンニュートラル」を宣言したこと、

同様に 年カーボンニュートラルを目指す「ゼロカーボンシティ」を表明する自

治体が増加し、企業では、ＥＳＧ金融の進展に伴い気候変動に関する情報開示や目標

設定など「脱炭素経営」に取り組む企業が増加していることを踏まえ、国が 年

カーボンニュートラルの実現を牽引することを基本理念として明確にした改正法案

が、令和 年 月に閣議決定され、同年 月に成立した。

３ ダイオキシン類排出削減対策について

次に、ごみ処理に係るダイオキシン類の排出削減対策について、厚生省生活衛生局水

道環境部は、平成 年 月に「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライ

ン」を策定し、その上で同ガイドラインに基づき、同年 月、各都道府県に宛てて、ご

み処理に伴うダイオキシン類の排出削減を図るため、併せて循環型社会形成に向けたリ

サイクルの効率化を推進するため、ごみ処理の広域化について検討し、広域化計画を策

定するとともに、その計画に基づいて管下市町村を指導するように通知を発した。これ

に基づいて山梨県では、平成 年 月に山梨県ごみ処理広域化計画を策定し、県全体

を つのブロックに分け、甲府市は山梨市及び東山梨環境衛生組合 現在は山梨市、笛

吹市及び甲州市に属する、各合併前 町村の焼却施設を当時運営 とともにＣブロック

に属することとなり、同ブロックのごみ焼却施設を つに集約するよう求められた。そ

の結果、平成 年 月にＣブロックでは広域化計画が決定し、甲府市、笛吹市、山梨

市及び甲州市は、平成 年 月に共同で利用する新ごみ処理施設の整備に向けて甲府･

峡東地域ごみ処理施設事務組合を設立し、その後、笛吹市境川町寺尾 番地 に甲

府･峡東クリーンセンターを設けることとした。工事着工は平成 年 月、竣工は平成

年 月である。

４ 廃棄物処理についての国の動向について

ところで、廃棄物の処理及び清掃に関する法律 以下｢廃棄物処理法｣という 第 条

は、その第 項で｢市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画
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（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を定めなければならない｣と定め、また同 項

では同計画において以下の事項を定めることとしている。

一 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み

二 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項

三 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分

四 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項

五 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項

なお、前記のとおり国の主導でごみ処理の広域化が図られつつあるが、廃棄物処理法

第 条の 第 項は｢市町村は、一般廃棄物処理計画に従つて、その区域内における一

般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分…

しなければならない｣と規定して、あくまでもこれを市町村固有の事務としており、こ

れを仮に他者 たとえば一部事務組合 に委託する場合も、市町村自らが行わずに許可業

者に行わせる場合も、最終責任の所在は市町村である。したがって、受託者や収集業者

による適正な処理が確保されなければ市町村自らがその措置を講ずる必要があるのであ

って、その意味で市町村の処理責任は極めて重いものということができる 参考とし

て、環境省大臣官房廃棄物･リサイクル対策部長｢一般廃棄物処理計画を踏まえた廃棄物

の処理及び清掃に関する法律の適正な運用の徹底について｣（平成 年 月 日環廃

発第 号） 。

５ 甲府市の条例や各種計画について

こういった国の動きに呼応しながら、甲府市では以下のとおり条例を制定し、また各

種計画等を策定してきた。

平成 年 月 山梨県ごみ処理広域化計画 旧 策定

平成 年 月 甲府市地球温暖化対策推進計画策定

平成 年 月 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画策定

平成 年 月 甲府市環境基本条例施行

平成 年 月 甲府市環境基本計画策定

平成 年 月 甲府市震災廃棄物処理計画策定

平成 年 月 第五次甲府市総合計画策定

平成 年 月 新甲府市地球温暖化対策推進計画策定

平成 年 月 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画改訂

平成 年 月 甲府市環境保全条例施行

平成 年 月 甲府市地球温暖化対策地域重点ビジョン策定

平成 年 月 甲府市地球温暖化対策実行計画 区域施策編 策定

平成 年 月 第二次甲府市環境基本計画策定

を提供すること、共通かつ柔軟な方法で各国の実施状況についての報告・レビューを

受けること等が位置づけられている。また、これを受けて、政府の地球温暖化対策推

進本部は、今後の対策の取組方針を平成 年 月 日に決定し、そのうち国内対

策としては、地球温暖化対策計画の策定・政府実行計画の策定・国民運動の強化の

つを掲げた。

ところで、国内では京都議定書採択の翌年である平成 年 月に｢地球温暖化対

策の推進に関する法律｣が成立している。同法は、平成 年 月の改正で、都道府県

及び指定都市、中核市及び特例市に対して、事務及び事業に関する「地方公共団体実

行計画」の中で、その区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の抑制

等のための施策について定めることを義務付けた 現第 条 項 。

また、政府が令和 年 月に「 年カーボンニュートラル」を宣言したこと、

同様に 年カーボンニュートラルを目指す「ゼロカーボンシティ」を表明する自

治体が増加し、企業では、ＥＳＧ金融の進展に伴い気候変動に関する情報開示や目標

設定など「脱炭素経営」に取り組む企業が増加していることを踏まえ、国が 年

カーボンニュートラルの実現を牽引することを基本理念として明確にした改正法案

が、令和 年 月に閣議決定され、同年 月に成立した。

３ ダイオキシン類排出削減対策について

次に、ごみ処理に係るダイオキシン類の排出削減対策について、厚生省生活衛生局水

道環境部は、平成 年 月に「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライ

ン」を策定し、その上で同ガイドラインに基づき、同年 月、各都道府県に宛てて、ご

み処理に伴うダイオキシン類の排出削減を図るため、併せて循環型社会形成に向けたリ

サイクルの効率化を推進するため、ごみ処理の広域化について検討し、広域化計画を策

定するとともに、その計画に基づいて管下市町村を指導するように通知を発した。これ

に基づいて山梨県では、平成 年 月に山梨県ごみ処理広域化計画を策定し、県全体

を つのブロックに分け、甲府市は山梨市及び東山梨環境衛生組合 現在は山梨市、笛

吹市及び甲州市に属する、各合併前 町村の焼却施設を当時運営 とともにＣブロック

に属することとなり、同ブロックのごみ焼却施設を つに集約するよう求められた。そ

の結果、平成 年 月にＣブロックでは広域化計画が決定し、甲府市、笛吹市、山梨

市及び甲州市は、平成 年 月に共同で利用する新ごみ処理施設の整備に向けて甲府･

峡東地域ごみ処理施設事務組合を設立し、その後、笛吹市境川町寺尾 番地 に甲

府･峡東クリーンセンターを設けることとした。工事着工は平成 年 月、竣工は平成

年 月である。

４ 廃棄物処理についての国の動向について

ところで、廃棄物の処理及び清掃に関する法律 以下｢廃棄物処理法｣という 第 条

は、その第 項で｢市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画
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平成 年 月 甲府市災害廃棄物処理計画策定

平成 年 月 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画見直し

平成 年 月 第六次甲府市総合計画策定－平成 年度 令和 年度 までの ヶ年

にわたる甲府市の施策としての最上位計画であり、基本目標４｢自然と

都市機能が調和する快適なまちをつくる 環境 ｣の施策の柱「豊かな自

然と良好な生活環境を確保する」の中で、①自然環境の保全と地球温暖

化対策の推進、③循環型社会の構築、を掲げている。

平成 年 月 甲府市地球温暖化対策実行計画改訂

平成 年 月 第二次甲府市環境基本計画（中間見直し版）策定

令和 年 月 甲府市一般廃棄物処理基本計画策定

令和 年 月 甲府市地球温暖化対策実行計画中間見直し

さらには、各年度の重点施策を取りまとめた「こうふ未来創り重点戦略プロジェクト

ＮＥＸＴ」の 年度版及び 年度版では、元気スタイル ｢潤いと活力あるまちを

創る｣の ｢未来へと続く住みよい暮らし創り｣の中で地球温暖化対策の普及推進を謳うと

ともに、 年度版においてはＳＤＧｓの一体的な推進を掲げている。

甲府市地球温暖化対策実行計画では、平成 年 月の改定以降、将来の甲府市の姿

として、「日々の生活」との項目で以下のような記載がある。

（令和 ）年を迎えた甲府市を高台から眺めてみます。ほとんどの家に

は、太陽光発電、太陽光温水器のパネルなどのエネルギーを自給自足できる装置

が設置されています。その機器や装置は、効率が大幅に向上しており、また形状

もかなり薄型、小型化されているため、あまり目立ちません。住宅や施設のほと

んどは蓄電装置や水素貯蔵装置を設置しており、日常生活に必要なエネルギー

を、再生可能エネルギーで賄います。

このような （令和 ）年を迎えるには、その時点での既存住宅・施設について

早期に太陽光パネル等、蓄電装置及び水素貯蔵装置の設置義務化が図られていなければ

不可能である。また、こういった施策は、もちろん一自治体の条例をもって対応できる

ものではなく、法律や県条例による定めが必要であり、これらの設備設置費用について

は、長い目で見れば各市民が受益者であるといえなくもないが、その納得感の上に成り

立つことを鑑みるに、ひとえに市民の負担のみによるべきものではない。そうすると、

年を遠い先のことと考えるのではなく、将来の甲府市の礎はまさに今築かれるべき

であって、様々な施策やそれらの具体的な手順について、国や県に対し積極的に発信す

ることで、環境行政のオピニオンリーダーとなることが求められよう。

以上総じて、環境行政は、市民の日常生活におけるごみのことから、地球環境につい

ての問題解決までと、きわめて守備範囲の広い事務分野である。
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Ⅱ 甲府市環境部の人員･分掌事務について

１ 人員について

甲府市では、各部課の職員定数について、条例定数とは別に、市長の判断により各年

度に必要となる実要員数である「みなす定数」を定め、効率的な定数管理を行ってい

る。環境部職員のみなす定数は、派遣職員を含め平成 年度合計 名→平成 年度合

計 名→令和元年度合計 名→令和 年度合計 名と漸減している。

その主たる理由は、技能職員の業務（収集など単純労務が中心。平成 年度までは採

用しており、現在最若手は 歳代半ば）について、再任用制度の導入やなるべく外部委

託へと舵を切ったことで、離職者の分を原則補充していないことにある。なお、平成

年度までは、平成 年 月に閉鎖した甲府市環境センター附属焼却工場及び附属破砕工

場の残務処理があったが、既にこの処理も終了している。

逆に、事務職員のみなす定数は、平成 年度合計 →平成 度年合計 →令和元年

度合計 →令和 年度合計 と漸増しているが、これは後述のとおり令和元年 月に中

核市に移行したことからその準備のために増員を要したことが主たる理由である。

２ 分掌事務について

環境部の令和 年度の分掌事務は、次ページのとおりである。

このうち、減量課の 、廃棄物対策課の について

は、いずれも後述の中核市移行にともない令和元年度から新たに分掌事務となったもの

である。また、「環境センターの維持及び運営管理」が平成 年度に処理課 現在の廃

棄物対策課 から総務課に移行しているが、これは平成 年度中に閉鎖後の甲府市環境

センター附属焼却工場及び附属破砕工場が解体・撤去に至り廃棄物処理の使命を終えた

ことによる。それから、平成 年度までは当時の収集課 現在の収集衛生課 の分掌事

務に以下の つがあったが、これらはいずれも中核市移行にともない設置された保健所

健康支援センター の事務に移行した。

・ 畜犬登録、鑑札の交付及び狂犬病予防注射済票の交付並びに野犬対策に関するこ

と。

・ 動物の飼養又は収容に関すること。

・ 死亡獣畜取扱場以外における死亡獣畜に関すること。

平成 年 月 甲府市災害廃棄物処理計画策定

平成 年 月 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画見直し

平成 年 月 第六次甲府市総合計画策定－平成 年度 令和 年度 までの ヶ年

にわたる甲府市の施策としての最上位計画であり、基本目標４｢自然と

都市機能が調和する快適なまちをつくる 環境 ｣の施策の柱「豊かな自

然と良好な生活環境を確保する」の中で、①自然環境の保全と地球温暖

化対策の推進、③循環型社会の構築、を掲げている。

平成 年 月 甲府市地球温暖化対策実行計画改訂

平成 年 月 第二次甲府市環境基本計画（中間見直し版）策定

令和 年 月 甲府市一般廃棄物処理基本計画策定

令和 年 月 甲府市地球温暖化対策実行計画中間見直し

さらには、各年度の重点施策を取りまとめた「こうふ未来創り重点戦略プロジェクト

ＮＥＸＴ」の 年度版及び 年度版では、元気スタイル ｢潤いと活力あるまちを

創る｣の ｢未来へと続く住みよい暮らし創り｣の中で地球温暖化対策の普及推進を謳うと

ともに、 年度版においてはＳＤＧｓの一体的な推進を掲げている。

甲府市地球温暖化対策実行計画では、平成 年 月の改定以降、将来の甲府市の姿

として、「日々の生活」との項目で以下のような記載がある。

（令和 ）年を迎えた甲府市を高台から眺めてみます。ほとんどの家に

は、太陽光発電、太陽光温水器のパネルなどのエネルギーを自給自足できる装置

が設置されています。その機器や装置は、効率が大幅に向上しており、また形状

もかなり薄型、小型化されているため、あまり目立ちません。住宅や施設のほと

んどは蓄電装置や水素貯蔵装置を設置しており、日常生活に必要なエネルギー

を、再生可能エネルギーで賄います。

このような （令和 ）年を迎えるには、その時点での既存住宅・施設について

早期に太陽光パネル等、蓄電装置及び水素貯蔵装置の設置義務化が図られていなければ

不可能である。また、こういった施策は、もちろん一自治体の条例をもって対応できる

ものではなく、法律や県条例による定めが必要であり、これらの設備設置費用について

は、長い目で見れば各市民が受益者であるといえなくもないが、その納得感の上に成り

立つことを鑑みるに、ひとえに市民の負担のみによるべきものではない。そうすると、

年を遠い先のことと考えるのではなく、将来の甲府市の礎はまさに今築かれるべき

であって、様々な施策やそれらの具体的な手順について、国や県に対し積極的に発信す

ることで、環境行政のオピニオンリーダーとなることが求められよう。

以上総じて、環境行政は、市民の日常生活におけるごみのことから、地球環境につい

ての問題解決までと、きわめて守備範囲の広い事務分野である。
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部 室 課 分　掌　事　務
(1) 　一般廃棄物処理施設等の建設に伴う周辺整備に関すること。

(2) 　全国都市清掃会議に関すること。

(3) 　庁用自動車等の管理及び整備に関すること。

(4) 　環境センターの維持及び管理運営に関すること。

(5) 　部内の文書の総括指導に関すること。

(6) 　部内の庶務に関すること。

(1) 　環境保全対策に関すること。

(2) 　公害防止に関すること。

(3) 　生活排水対策に関すること。

(4) 　環境審議会に関すること。

(5) 　環境リサイクルフェアに関すること。

(6) 　環境監視員に関すること。

(7) 　環境基本計画に関すること。

(8) 　地球温暖化対策に関すること。

(9) 　甲府市地球温暖化対策地域協議会に関すること。

(10) 　北部山間地域の水質保全対策に関すること。

(1) 　減量化、資源化、リサイクルに関すること。

(2) 　廃棄物減量等推進審議会に関すること。

(3) 　廃棄物減量等推進研究会に関すること。

(4) 　リサイクル推進員に関すること。

(5) 　有価物及び資源物回収に関すること。

(6) 　リサイクルプラザに関すること。

(7) 　多量排出業者の排出指導に関すること。

(8) 　使用済自動車の再資源化に関すること。

(9) 　有害使用済機器の保管等に関すること。

(1) 　一般廃棄物の収集業務に関すること。

(2) 　一般廃棄物処理業、浄化槽清掃業等の許可及び指導に関すること。

(3) 　一般廃棄物の排出指導に関すること。

(4) 　すぐやる業務に関すること。

(5) 　し尿処理問題研究協議会に関すること。

(6) 　特定家庭用機器再商品化法(平成10年法律第97号)に関すること。

(7) 　そ族の駆除に対する相談並びに昆虫の駆除及び消毒に関すること。

(8) 　環境美化に関すること。

(9) 　一般廃棄物の不法投棄に関すること。

(1) 　一般廃棄物処理計画に関すること。

(2) 　災害廃棄物処理計画に関すること。

(3) 　衛生センターに関すること。

(4) 　笛吹市との一般廃棄物の共同処理に関すること。

(5) 　汚泥処理手数料の収納整理に関すること。

(6) 　環境センター環境委員会に関すること。

(7) 　一般廃棄物最終処分場の維持及び運営管理に関すること。

(8) 　甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合の負担金に関すること。

(9) 　産業廃棄物の許可に関すること。

(10) 　一般廃棄物処理施設の許可に関すること。

(11) 　特定産業廃棄物特別措置法に関すること。

(12) 　産業廃棄物の不法投棄に関すること。

(13) 　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理に関すること。
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２－２ 分掌事務の注記

・総務課 全国都市清掃会議とは、全国の自治体と関係事業者により構成され、廃棄物

行政が抱える共通の課題解決のために、昭和 年 月に組織された会議体である。本年

月現在で、正会員は 。うち、市区町村が 、一部事務組合・広域連合が であ

る。毎年、研修や会議が行われるとともに、政府与党、環境省及び衆参環境委員会に対し

要望書を提出している。令和 年度は、甲府市からは以下の提案がされ、いずれも要望書

に反映されている。

① 循環型社会形成推進交付金制度の拡充について

② デポジット制度 事業者による店頭回収 導入について

③ 容器包装リサイクル法における事業者責任の強化について

④ 家電リサイクル法の見直しについて

⑤ 各種リサイクル諸法の見直しについて 容器包装廃棄物以外のプラスチック製廃棄

物に係る拡大生産者責任など

⑥ 適正処理困難廃棄物に係る法整備について

⑦ 溶融スラグの利用促進について

・環境保全課 生活排水とは、トイレからのし尿と台所や風呂からの雑排水の総称で、

甲府市一般廃棄物処理基本計画 令和 年 月策定 の第 章において、その処理につい

ての基本方針が以下のとおり定められている。

基本方針 施設整備の推進－下水道計画区域内においては早期整備の達成、同区域外

においては合併処理浄化槽の設置推進を図るとともに、単独処理浄化槽を使用している

家屋に対しては合併処理浄化槽への転換についての普及啓発活動を実施する。

基本方針 し尿及び浄化槽汚泥の適正処理の推進－浄化槽管理者に対し、浄化槽法に

より義務づけられている法定検査･保守点検･清掃の実施により浄化槽の適正な維持管理

を行うよう指導･啓発していく。

基本方針 啓発活動の推進－下水道供用開始区域内にあっても点在する下水道未接続

家屋に対し接続を推進する なお、接続促進事業自体の所管は、甲府市上下水道局給排水

課 。また、単独処理浄化槽などの管理者に対し、水質浄化意識の高揚を促す。

・環境保全課 環境審議会は、環境の保全及び創造に関する基本的事項について調査

審議するために、平成 年から環境基本条例 条に基づいて設けられている。後掲の

環境基本計画も、庁内検討会議や地球環境問題庁内連絡会議での協議検討を経た素案が、

環境審議会で審議されている。令和 年度は 回開催され、人事案件のほか、第二次甲府

市環境基本計画に基づく令和元年度年次報告及び令和 年度の年次計画について議論さ

れた。

部 室 課 分　掌　事　務
(1) 　一般廃棄物処理施設等の建設に伴う周辺整備に関すること。

(2) 　全国都市清掃会議に関すること。

(3) 　庁用自動車等の管理及び整備に関すること。

(4) 　環境センターの維持及び管理運営に関すること。

(5) 　部内の文書の総括指導に関すること。

(6) 　部内の庶務に関すること。

(1) 　環境保全対策に関すること。

(2) 　公害防止に関すること。

(3) 　生活排水対策に関すること。

(4) 　環境審議会に関すること。

(5) 　環境リサイクルフェアに関すること。

(6) 　環境監視員に関すること。

(7) 　環境基本計画に関すること。

(8) 　地球温暖化対策に関すること。

(9) 　甲府市地球温暖化対策地域協議会に関すること。

(10) 　北部山間地域の水質保全対策に関すること。

(1) 　減量化、資源化、リサイクルに関すること。

(2) 　廃棄物減量等推進審議会に関すること。

(3) 　廃棄物減量等推進研究会に関すること。

(4) 　リサイクル推進員に関すること。

(5) 　有価物及び資源物回収に関すること。

(6) 　リサイクルプラザに関すること。

(7) 　多量排出業者の排出指導に関すること。

(8) 　使用済自動車の再資源化に関すること。

(9) 　有害使用済機器の保管等に関すること。

(1) 　一般廃棄物の収集業務に関すること。

(2) 　一般廃棄物処理業、浄化槽清掃業等の許可及び指導に関すること。

(3) 　一般廃棄物の排出指導に関すること。

(4) 　すぐやる業務に関すること。

(5) 　し尿処理問題研究協議会に関すること。

(6) 　特定家庭用機器再商品化法(平成10年法律第97号)に関すること。

(7) 　そ族の駆除に対する相談並びに昆虫の駆除及び消毒に関すること。

(8) 　環境美化に関すること。

(9) 　一般廃棄物の不法投棄に関すること。

(1) 　一般廃棄物処理計画に関すること。

(2) 　災害廃棄物処理計画に関すること。

(3) 　衛生センターに関すること。

(4) 　笛吹市との一般廃棄物の共同処理に関すること。

(5) 　汚泥処理手数料の収納整理に関すること。

(6) 　環境センター環境委員会に関すること。

(7) 　一般廃棄物最終処分場の維持及び運営管理に関すること。

(8) 　甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合の負担金に関すること。

(9) 　産業廃棄物の許可に関すること。

(10) 　一般廃棄物処理施設の許可に関すること。

(11) 　特定産業廃棄物特別措置法に関すること。

(12) 　産業廃棄物の不法投棄に関すること。

(13) 　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理に関すること。
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・同 環境基本計画についてであるが、平成 年に制定された環境基本法の第 条で

は「地方公共団体は、第五節に定める国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団

体の区域の自然的社会的条件に応じた環境の保全のために必要な施策を、これらの総合

的かつ計画的な推進を図りつつ実施するものとする」とされている。この「総合的かつ計

画的な推進」のため、甲府市では平成 年に甲府市環境基本条例を制定し、その第 条

で、①環境の保全及び創造に関する目標、②環境の保全及び創造に関する施策の大綱、③

前①②のほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項を環境基本計画として定めることを自らに義務づけた。

現行の計画は「第二次環境基本計画」であり、平成 年に策定された前計画の計画期

間が終了する平成 年 月に策定された。地球温暖化防止対策や生物の多様性の保全な

どに関する国際的な情勢は前計画期間であった 年間で大きく変わり、これに呼応する

形で国や県の施策も変わってきたことから、前計画が①環境負荷の削減、②自然環境保全、

③快適環境保全、④地球環境保全、の 分野から成り立っていたのに対し、本計画は、①

自然共生社会、②快適環境社会、③低炭素社会、④循環型社会、⑤環境教育の 分野とし、

持続可能な社会を目指すものとしている。それぞれの個別目標や取り組み方針は、後掲

～ のとおりである。同計画は、平成 年度から平成 年度を「前期 年達成期」、

平成 年度から平成 年度を「後期 年達成期」として施策を実施しており、前期の

年間が経過した時点で、社会情勢の変化なども踏まえつつ、目標値等について「中間見直

し」を行っている。

・同 甲府市地球温暖化対策地域協議会とは、甲府市と市民、事業者、その他団体の協

働で、地域の実情に即した地球温暖化対策を推進することを目的とした団体である。地域

で実践できる地球温暖化防止に向けた具体的な行動の普及啓発に関する事業や、再生可

能エネルギーの利用促進、環境教育や環境活動を推進している。また、事業を主体的に計

画、実施、点検していくために、「人づくり」「緑・エネルギー」の つの部会を置き、日々

活動を行っている。なお、環境保全課内に事務局を置く。

・減量課 廃棄物減量等推進審議会は、廃棄物の減量化及び資源化の推進に関し、市長

の諮問に応じて調査及び審議をするため、環境の保全及び創造に関する基本的事項につ

いて調査審議するために、平成 年から甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に

関する条例第 条及び同条例施行規則第 条に基づいて設置された。令和 年度は 回

開催され、人事案件のほか、諮問を受けて甲府市一般廃棄物処理基本計画の策定 ①一般

廃棄物処理計画、②甲府市の現状、③ごみ処理基本計画、④生活排水処理基本計画、⑤策

定までのスケジュール について議論され、答申に至り、また、同答申により、令和 年

月、正式に前記計画が策定された。

・同 廃棄物減量等推進研究会は、ごみの減量化と分別排出を一層推進し、ごみ ％・
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資源 ％の循環型社会の形成をめざしたシステムの構築のため、甲府市自治会連合会と

甲府市が一体となり、相互に意見や考えを尊重しながら、限られた資源の有効活用と、美

しい自然と安全な環境を後世に継承することを目的として、平成 年 月に発足した。

会則によると、甲府市自治会連合会の会長及び環境委員会の委員並びに甲府市環境部の

職員をもって構成し、その庶務は環境部廃棄物対策室減量課において処理するとされて

いる。

・減量課 平成 年に改正された廃棄物処理法は、従来の「発生したごみをどう処理す

るか」という視点に、「ごみの発生をどう抑制し、再生利用をどう促進するか」という視

点を加え、一般廃棄物減量のための市町村の施策に協力するための「廃棄物減量等推進員」

制度を創設した 同法第 条の 。甲府市ではその命名を「リサイクル推進員」として、

甲府市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 現在は全部改正により｢甲府市廃棄物の減量

化、資源化及び適正処理等に関する条例｣となっている において創設した。同推進員は、

各自治会長またはその推薦する者であり、市長から委嘱される 甲府市リサイクル推進員

運営要綱第 。また、その主たる任務は以下のとおりである 同要綱第

ごみの減量化とリサイクル化に積極的に取り組む

ごみ集積所への分別排出の徹底と適正排出方法の指導

資源分別回収における指導等の推進活動

地域内の清潔保持

不法投棄防止策の検討と実践

地域内のごみ処理状況の把握

その他条例の目的を達成するための活動

・減量課 甲府市リサイクルプラザは、限りある資源の有効利用をさらに推進し、資源

物循環型社会を実現するために、環境総合教育施設として、平成 年 月 日に甲府市

上町 番地の に設けられた。平成 年度からは、指定管理者制度を導入し、管理運

営を委託している。同プラザ内には、展示コーナー、図書コーナー、環境セミナー室及び

再生品頒布室 兼体育館 等が設けられているとともに、温水プール、浴室及びトレーニン

グ室などがあり、健康増進施設の役割も有している。

なお、温水プールは、従前は隣接地に存在した環境センター附属焼却工場から発生する

熱エネルギーを熱源としていたが、後述の同工場稼働停止後は、熱源を都市ガスに切り替

えて存続している。

・収集衛生課 すぐやる業務とは、市民の要望を受けて行う、路上で死亡した犬･猫等

小動物の収集や緊急を要する特別収集・土砂収集等のことである。毎年 件前後に対

応しており、そのうち 割程度が犬･猫等の収集である。

・同 環境基本計画についてであるが、平成 年に制定された環境基本法の第 条で

は「地方公共団体は、第五節に定める国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団

体の区域の自然的社会的条件に応じた環境の保全のために必要な施策を、これらの総合

的かつ計画的な推進を図りつつ実施するものとする」とされている。この「総合的かつ計

画的な推進」のため、甲府市では平成 年に甲府市環境基本条例を制定し、その第 条

で、①環境の保全及び創造に関する目標、②環境の保全及び創造に関する施策の大綱、③

前①②のほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項を環境基本計画として定めることを自らに義務づけた。

現行の計画は「第二次環境基本計画」であり、平成 年に策定された前計画の計画期

間が終了する平成 年 月に策定された。地球温暖化防止対策や生物の多様性の保全な

どに関する国際的な情勢は前計画期間であった 年間で大きく変わり、これに呼応する

形で国や県の施策も変わってきたことから、前計画が①環境負荷の削減、②自然環境保全、

③快適環境保全、④地球環境保全、の 分野から成り立っていたのに対し、本計画は、①

自然共生社会、②快適環境社会、③低炭素社会、④循環型社会、⑤環境教育の 分野とし、

持続可能な社会を目指すものとしている。それぞれの個別目標や取り組み方針は、後掲

～ のとおりである。同計画は、平成 年度から平成 年度を「前期 年達成期」、

平成 年度から平成 年度を「後期 年達成期」として施策を実施しており、前期の

年間が経過した時点で、社会情勢の変化なども踏まえつつ、目標値等について「中間見直

し」を行っている。

・同 甲府市地球温暖化対策地域協議会とは、甲府市と市民、事業者、その他団体の協

働で、地域の実情に即した地球温暖化対策を推進することを目的とした団体である。地域

で実践できる地球温暖化防止に向けた具体的な行動の普及啓発に関する事業や、再生可

能エネルギーの利用促進、環境教育や環境活動を推進している。また、事業を主体的に計

画、実施、点検していくために、「人づくり」「緑・エネルギー」の つの部会を置き、日々

活動を行っている。なお、環境保全課内に事務局を置く。

・減量課 廃棄物減量等推進審議会は、廃棄物の減量化及び資源化の推進に関し、市長

の諮問に応じて調査及び審議をするため、環境の保全及び創造に関する基本的事項につ

いて調査審議するために、平成 年から甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に

関する条例第 条及び同条例施行規則第 条に基づいて設置された。令和 年度は 回

開催され、人事案件のほか、諮問を受けて甲府市一般廃棄物処理基本計画の策定 ①一般

廃棄物処理計画、②甲府市の現状、③ごみ処理基本計画、④生活排水処理基本計画、⑤策

定までのスケジュール について議論され、答申に至り、また、同答申により、令和 年

月、正式に前記計画が策定された。

・同 廃棄物減量等推進研究会は、ごみの減量化と分別排出を一層推進し、ごみ ％・
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・収集衛生課 し尿処理問題研究協議会の歴史は古く、昭和 年に実施要綱が定めら

れており、し尿汲み取りに関する市民からの要望・苦情が後を絶たなかったことから、こ

れらに適確に対応する方策を思考し、今後とるべきし尿処理行政を円滑かつ的確にすべ

く研究協議を行う場として設けられた。協議会の参加者は、市長の委嘱により、公共下水

道の供用開始区域以外の地域住民 名及び甲府市自治会連合会から 名となっており、

過去には市民負担のし尿汲み取り料などについて議論がされていた。その後、公共下水道

の普及率上昇とともにし尿汲み取り世帯や浄化槽設置世帯が激減し、かつ汲み取り業者

の健全育成についても支障を生じない状況となったことから、平成 年 月 日をも

って休止に至った。分掌事務としては前記のとおり収集衛生課のところに掲げられてい

るが、新たな問題も生じていないことから、現段階では再開の予定はない。

・廃棄物対策課 一般廃棄物処理計画は、廃棄物処理法第 条第 項により市町村に

その策定を義務づけられているものである。甲府市では、令和 年度が、平成 年 月

に見直された「一般廃棄物 ごみ 処理基本計画」及び平成 年 月に策定された「生活

排水処理基本計画」の各最終計画年度にあたることから、廃棄物減量等推進審議会 前記

減量課 参照 の答申を受けて、令和 年 月、これら双方についての新たな計画とし

て「甲府市一般廃棄物処理基本計画」を策定した。そのうちごみ処理については、循環型

社会に向けた新たなごみ処理事業を推進する必要性から、市民、事業者、行政が共通の認

識に立ち、それぞれが取り組むべき役割を明らかにし、その基本方針については、以下の

とおり定められている 生活排水についての基本方針は前記環境保全課 参照 。

基本方針 ごみの発生抑制－市民･事業者･行政のそれぞれが主体となるため、市民･事

業者に対するごみを出さないことへの意識付けへの支援や動機付け及び情報提供を行い、

ごみを出さない社会の形成を図る。

基本方針 資源リサイクルの促進－市民一人ひとりの分別意識を醸成するために、広

報やホームページ及びごみ分別アプリなどによる情報提供や、ごみへらし隊による啓発

活動を通して分別の徹底･推進･拡充を図る。

基本方針 広域処理による効率的かつ安全･安心なごみ処理の推進－甲府･峡東クリー

ンセンターにおける他の構成市（笛吹市・山梨市・甲州市）や運営主体である甲府･峡東

地域ごみ処理施設事務組合と連携を図り、安心･安全なごみ処理を実施する。

・廃棄物対策課 災害廃棄物処理計画についてであるが、地震災害や風水害等が発生

した場合、通常の生活ごみに加えて、避難所ごみや仮設トイレ等のし尿のほか、被災した

家屋等から発生する災害廃棄物など、一時的に大量の廃棄物が発生する。各種自然災害が

発生しやすい国土である我が国において、全国各地で多くの災害に見舞われ、災害時に発

生した大量の廃棄物の処理に多大な経費と労力が費やされてきたことから、甲府市でも

平成 年 月に「甲府市震災廃棄物処理計画」を策定し、平成 年 月に「甲府市災

害廃棄物処理計画」として見直しを行ってきた。
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その後、国は平成 年 月に「災害廃棄物対策指針」を策定（平成 年 月改定）し

ており、また山梨県でも平成 年 月に「山梨県災害廃棄物処理計画」を策定（令和

年 月改定）したことから、甲府市は、これらとの整合を図るとともに、過去の災害にお

ける知見や教訓も踏まえ、令和元年 月及び令和 年 月の 度に亘り「甲府市災害廃

棄物処理計画」を改定している。

・同 環境センター環境委員会とは、環境センター附属焼却工場、附属破砕工場及び一

般廃棄物最終処分場にかかわる公害防除及び周辺地域の開発に必要な事項を調査研究し、

地域の環境保全を確立するために昭和 年に設置された委員会である。時を経て前記

工場が平成 年 月 日をもって稼働停止したことから、これらの工場の解体事業に

伴う公害防除の調査研究を所掌事務とする旨設置要綱の改正をし、解体工事に伴い発生

する有害物質の除染や搬出などについても調査研究対象とした。同解体工事は令和 年

月 日に終了し、特段問題が生じなかったことから、令和 年度末をもって同委員会は

終了した。

・収集衛生課 し尿処理問題研究協議会の歴史は古く、昭和 年に実施要綱が定めら

れており、し尿汲み取りに関する市民からの要望・苦情が後を絶たなかったことから、こ

れらに適確に対応する方策を思考し、今後とるべきし尿処理行政を円滑かつ的確にすべ

く研究協議を行う場として設けられた。協議会の参加者は、市長の委嘱により、公共下水

道の供用開始区域以外の地域住民 名及び甲府市自治会連合会から 名となっており、

過去には市民負担のし尿汲み取り料などについて議論がされていた。その後、公共下水道

の普及率上昇とともにし尿汲み取り世帯や浄化槽設置世帯が激減し、かつ汲み取り業者

の健全育成についても支障を生じない状況となったことから、平成 年 月 日をも

って休止に至った。分掌事務としては前記のとおり収集衛生課のところに掲げられてい

るが、新たな問題も生じていないことから、現段階では再開の予定はない。

・廃棄物対策課 一般廃棄物処理計画は、廃棄物処理法第 条第 項により市町村に

その策定を義務づけられているものである。甲府市では、令和 年度が、平成 年 月

に見直された「一般廃棄物 ごみ 処理基本計画」及び平成 年 月に策定された「生活

排水処理基本計画」の各最終計画年度にあたることから、廃棄物減量等推進審議会 前記

減量課 参照 の答申を受けて、令和 年 月、これら双方についての新たな計画とし

て「甲府市一般廃棄物処理基本計画」を策定した。そのうちごみ処理については、循環型

社会に向けた新たなごみ処理事業を推進する必要性から、市民、事業者、行政が共通の認

識に立ち、それぞれが取り組むべき役割を明らかにし、その基本方針については、以下の

とおり定められている 生活排水についての基本方針は前記環境保全課 参照 。

基本方針 ごみの発生抑制－市民･事業者･行政のそれぞれが主体となるため、市民･事

業者に対するごみを出さないことへの意識付けへの支援や動機付け及び情報提供を行い、

ごみを出さない社会の形成を図る。

基本方針 資源リサイクルの促進－市民一人ひとりの分別意識を醸成するために、広

報やホームページ及びごみ分別アプリなどによる情報提供や、ごみへらし隊による啓発

活動を通して分別の徹底･推進･拡充を図る。

基本方針 広域処理による効率的かつ安全･安心なごみ処理の推進－甲府･峡東クリー

ンセンターにおける他の構成市（笛吹市・山梨市・甲州市）や運営主体である甲府･峡東

地域ごみ処理施設事務組合と連携を図り、安心･安全なごみ処理を実施する。

・廃棄物対策課 災害廃棄物処理計画についてであるが、地震災害や風水害等が発生

した場合、通常の生活ごみに加えて、避難所ごみや仮設トイレ等のし尿のほか、被災した

家屋等から発生する災害廃棄物など、一時的に大量の廃棄物が発生する。各種自然災害が

発生しやすい国土である我が国において、全国各地で多くの災害に見舞われ、災害時に発

生した大量の廃棄物の処理に多大な経費と労力が費やされてきたことから、甲府市でも

平成 年 月に「甲府市震災廃棄物処理計画」を策定し、平成 年 月に「甲府市災

害廃棄物処理計画」として見直しを行ってきた。
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個別目標

1-2　水環境を保全する

1-3　緑を保全する

個別目標
2-1　大気汚染を防止する

2-2　水質汚濁を防止する

2-3　土壌・地下水汚染を防止する

2-5　化学物質による汚染を防止する

2-6　快適環境を保全する

2-8　資源物等の持ち去りを防止する

第二次甲府市環境基本計画における施策の体系

取り組み方針

取り組み方針

資源物等の持ち去り行為を減らす

騒音に係る環境基準を達成する
騒音・振動・悪臭に関する公害の発生を減らす

化学物質による環境リスクを低減する

良好な景観や自然環境を保全する
武田氏館跡整備事業の推進

武田氏館跡周辺における貴重植物の生態保護
水田における冬期湛水管理の推進

水源かん養機能等の高い森づくりの推進

地域や家庭における緑化の推進
身近な緑地等の確保及び保全
地球温暖化防止につながる森林整備の推進

大気汚染に係る環境基準を達成する
大気汚染に関する公害の発生を減らす

1-1　生物の多様性や自然環境を保全す
る

2-4　騒音・振動・悪臭の発生を防止す
る

2-7　地域美化の促進(不法投棄や犬等のふん
の発生防止・空き地等の適正管理)

基本目標１　自然と共生するまちづくり

基本目標２　快適環境のまちづくり

水質汚濁に係る環境基準を達成する
生活排水対策を推進する

土壌汚染の発生を防止する
地下水に係る環境基準を達成する

不法投棄の発生を減らす
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個別目標

個別目標
4-1　３Ｒの実施を推進する

4-2　持続可能な農業を推進する

個別目標

5-2　学習の場づくりを推進する

5-3　自然とのふれあいの場づくりを推進する

5-4　市民参加を推進する

※　なお、2-6及び4-2については、環境部所管の事業はない。

取り組み方針

取り組み方針

温室効果ガス排出量の削減
太陽エネルギーの活用（住宅用太陽光発電システムの導入）

クリーンエネルギー自動車の普及促進

3-1　再生可能なエネルギーを推進する

3-2　クリーンエネルギー自動車の普及
を推進する

3-3　低炭素型ライフスタイルへの転換
を推進する

3-４　低炭素型移動手段への転換を推
進する

家庭系可燃ごみの減量の推進

公共交通機関の利用促進

住宅・機器による省エネの推進
小学校における省エネの推進

エコドライブの推進
エコ通勤・エコ通学等の推進

基本目標４　循環型のまちづくり

取り組み方針
5-1　イベントの開催や人材育成を推進
する

自然環境とのふれあい事業の推進

多様な担い手による地域の温暖化防止活動等の推進

経営耕地面積の維持
エコファーマーの推進

地域・家庭における環境教育の推進
地域の人材育成の推進

保育園(所)・幼稚園・小学校における学習の場づくり

基本目標５　環境教育を推進するまちづくり

有価物・資源物の回収の推進
３R啓発の推進
事業系廃棄物の排出を削減する

基本目標３　低炭素のまちづくり

個別目標

1-2　水環境を保全する

1-3　緑を保全する

個別目標
2-1　大気汚染を防止する

2-2　水質汚濁を防止する

2-3　土壌・地下水汚染を防止する

2-5　化学物質による汚染を防止する

2-6　快適環境を保全する

2-8　資源物等の持ち去りを防止する

第二次甲府市環境基本計画における施策の体系

取り組み方針

取り組み方針

資源物等の持ち去り行為を減らす

騒音に係る環境基準を達成する
騒音・振動・悪臭に関する公害の発生を減らす

化学物質による環境リスクを低減する

良好な景観や自然環境を保全する
武田氏館跡整備事業の推進

武田氏館跡周辺における貴重植物の生態保護
水田における冬期湛水管理の推進

水源かん養機能等の高い森づくりの推進

地域や家庭における緑化の推進
身近な緑地等の確保及び保全
地球温暖化防止につながる森林整備の推進

大気汚染に係る環境基準を達成する
大気汚染に関する公害の発生を減らす

1-1　生物の多様性や自然環境を保全す
る

2-4　騒音・振動・悪臭の発生を防止す
る

2-7　地域美化の促進(不法投棄や犬等のふん
の発生防止・空き地等の適正管理)

基本目標１　自然と共生するまちづくり

基本目標２　快適環境のまちづくり

水質汚濁に係る環境基準を達成する
生活排水対策を推進する

土壌汚染の発生を防止する
地下水に係る環境基準を達成する

不法投棄の発生を減らす
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Ⅲ 中核市移行にともなう委譲事務について

１ 平成 年 月から甲府市が中核市に移行したことによって、前記のとおり山梨県から

委譲された事務は、以下のとおり実に に上る。

２ 甲府市では、中核市移行に備えて、平成 年度に、廃棄物対策課係長と環境保全課技

師の計 名を山梨県に派遣し、 年間実務経験を積ませた。その上で、同年度末に向けて

以下のとおり事務引継ぎを了した。

廃棄物対策課

平成 年 月 日、山梨県森林環境部環境整備課より、最終処分場の廃止関係、建

設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 以下｢建設リサイクル法｣という。 に基

づく建設パトロール関係、住民との事前協議関係の資料引継ぎをするとともに、同日、

中北林務環境事務所より産業廃棄物収集運搬業者 業者 、一般廃棄物処理施設設置

届出 の一覧を受領した。また、懸案事項 事案の説明を受けている ただしうち 件

は、以前から甲府市も県とともに立ち入り実施をしている 。

年度切替えに向けて、平成 年 月 日、中北林務環境事務所長から、建設リサイ

クル法パトロール懸案事項として対象解体工事 件の説明を受けた。

環境保全課

平成 年 月 日、山梨県森林環境部大気水質保全課から浄化槽法関係引き継ぎ

所管課 根拠法令 移譲事務数

　浄化槽法に基づく事務 18

　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律
に基づく事務

7

　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく事務 32

　大気汚染防止法に基づく事務 92

　使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づく事
務

59

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく事務 17

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく事務 168

　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基
づく事務

7

　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法に基づく事務

29

　特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特
別措置法に基づく事務

5
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として、定期検査・法定検査要領等・業者登録手順書を受領した。

年度切替えに向けて、平成 年 月 日、中北林務環境事務所長から以下の事務

について引き継ぎを受けた。

① 大気汚染防止法関係

② 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律関係

③ ダイオキシン類対策特別措置法関係

④ 山梨県生活環境の保全に関する条例関係

⑤ 浄化槽法の浄化槽保守点検業関係

平成 年 月 日、山梨県森林環境部大気水質保全課長より、①大気汚染防止法

関係、②特定工場における公害防止組織の整備に関する法律関係、③ダイオキシン類対

策特別措置法関係、④山梨県生活環境の保全に関する条例関係についての説明資料を

受領するとともに、県同課担当者より以下の事務説明を受けた。

・大気汚染防止法に係る常時監視業務（測定局による常時監視業務・有害大気汚染物質

の常時監視業務・ の成分分析業務）

・ばい煙発生施設届出（電気事業法関係－大気汚染防止法 条 項による適用除外が

電気工作物であり、この場合は電気事業法に基づく届け出がされる）に係る業務

・ダイオキシン類対策特別措置法に係る常時監視業務（大気・水質・土壌）

・同法上の測定結果の公表業務

減量課

平成 年 月 日、山梨県森林環境部環境整備課より、使用済自動車の再資源化

等に関する法律 以下｢自動車リサイクル法｣という。 の事務の権限移譲にともなう移

管対象文書や県の各種マニュアルなどについて引継ぎを受けた。また、経済産業省・環

境省、 公財 自動車リサイクル促進センター及び 一社 自動車再資源化協力機構主催

の研修資料をいただき、平成 年度には実際の研修にも参加した。

廃棄物処理及び清掃に関する法律 以下｢廃棄物処理法｣という。 に基づく有害使用

済機器の保管または処分を行う事業者の届出事務 なお、平成 年 月施行の改正法

に基づくもので有害使用済機器保管届済業者は 件 、廃棄物処理法の多量排出事業者

における報告書・計画書作成義務についての関連事務についても、同旨の引継ぎを受け

た。

さらに年度切替えに向けて、同年 月 日、山梨県森林環境部環境整備課から、簿

冊一式 ＣＤ－Ｒ含む を受領するとともに、同月 日、中北林務環境事務所長から、

自動車リサイクル法の引取業者 ･フロン回収業者 ･解体業者 ･破砕業者 ･

事業場外保管届出 の一覧等を受領した。

３ なお、ヒアリングによると、膨大な事務の委譲数にもかかわらず、極端に職員の時間

外労働が増加したという状況にはなく、事務の混乱は見受けられない。ただし、各種許

可業者の許可期限が同じであることが多く、更新事務が重なる時期には多くの時間を費

Ⅲ 中核市移行にともなう委譲事務について

１ 平成 年 月から甲府市が中核市に移行したことによって、前記のとおり山梨県から

委譲された事務は、以下のとおり実に に上る。

２ 甲府市では、中核市移行に備えて、平成 年度に、廃棄物対策課係長と環境保全課技

師の計 名を山梨県に派遣し、 年間実務経験を積ませた。その上で、同年度末に向けて

以下のとおり事務引継ぎを了した。

廃棄物対策課

平成 年 月 日、山梨県森林環境部環境整備課より、最終処分場の廃止関係、建

設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 以下｢建設リサイクル法｣という。 に基

づく建設パトロール関係、住民との事前協議関係の資料引継ぎをするとともに、同日、

中北林務環境事務所より産業廃棄物収集運搬業者 業者 、一般廃棄物処理施設設置

届出 の一覧を受領した。また、懸案事項 事案の説明を受けている ただしうち 件

は、以前から甲府市も県とともに立ち入り実施をしている 。

年度切替えに向けて、平成 年 月 日、中北林務環境事務所長から、建設リサイ

クル法パトロール懸案事項として対象解体工事 件の説明を受けた。

環境保全課

平成 年 月 日、山梨県森林環境部大気水質保全課から浄化槽法関係引き継ぎ

所管課 根拠法令 移譲事務数

　浄化槽法に基づく事務 18

　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律
に基づく事務

7

　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく事務 32

　大気汚染防止法に基づく事務 92

　使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づく事
務

59

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく事務 17

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく事務 168

　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基
づく事務

7

　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法に基づく事務

29

　特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特
別措置法に基づく事務
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やさざるを得ず 前記の県から減量課への引継書には、「平成 年 月、解体業・破砕業

の大量更新がある」との注記がされている 、また今後仮に各種関連法規上の立入検査等

対象事案が重なる事態があれば、事務の逼迫も懸念されるとのことである。

Ⅳ ゼロカーボンシティ表明について

甲府市を含む県内全 市町村と山梨県は、令和 年 月 日、 年までに二酸化

炭素の排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を共同で目指すことを表明し、県

内経済団体や民間企業も含め 団体で「ストップ温暖化やまなし会議」を設立した。県

内全市町村による宣言は、全国で初めてとなる。今後各参加団体が具体的な温暖化対策を

決めて情報共有をしながら対策を加速化するということで、甲府市は、同年 月、このこ

とを踏まえて「甲府市地球温暖化対策実行計画」 平成 年 月策定、平成 年 月改

定）についての中間見直しを行った。主な見直し点は、以下のとおりである。

・長期目標を『 （ ）年の温室効果ガス（二酸化炭素）排出量を実質ゼロとする「ゼ

ロカーボンシティ」を目指します』と変更する。

・中期目標に省エネルギー等の取組の成果がわかる「最終エネルギー消費量」を加える。

・温室効果ガスの排出量は人口の増減に影響されることから、「人口一人当たりの温室効

果ガスの排出量」を参考指標とする。

・アクションプランの取組について、これまでの実績や社会情勢、また他の計画との整合

性等を勘案し見直しを行う。

・本計画の取組がＳＤＧｓのゴールと関連していることから、アクションプランごとにＳ

ＤＧｓのゴールの各アイコンを記載し、関連性を明確にする。

未だ具体的なロードマップはないが、今後国の施策や自治体への要請、そして助成金等

も小刻みに変わると思われ、甲府市としては、国や県の動向を見ながら適時に対応してい

くとのことである。
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第３ 監査の指摘事項及び意見の概要

本報告書において、「指摘」とは、今後甲府市において何らかの措置が必要と認められる

事項であって、主として事務が合規性に反している場合や著しく適正を欠いている場合を

指摘している。

また、「意見」とは、指摘事項には該当しないものの、前記第 のⅨ「監査の視点」に鑑

みて、財務事務の執行及び事業の管理の合理化のために、包括外部監査人として改善を要望

するものであって、甲府市がこの意見を受けて何らかの対応を行うことを期待するもので

ある。

これらの概要は以下のとおりで、指摘事項は 件、意見は 件である。

内 容 区 分 頁

Ⅰ 総務課

指摘・意見ともになし

Ⅱ 環境保全課

１ 年次報告書における点検・評価の基準の見直し 意 見

２ 環境騒音調査測定結果の公開 意 見

３ 公害苦情の処理制度の周知 意 見

４ 浄化槽定期検査の未受検 指 摘

５ 公害防止施設等設備資金の融資の促進 意 見

６ 公設浄化槽の使用料の見直し 意 見

Ⅲ 減量課

１ 補助金の消費税仕入控除税額の報告・返還条項の未整備 指 摘

２ 補助金の実績報告書の一部未提出 指 摘

３ 行政財産目的外使用に伴う光熱水費の負担 担当課としては総

務課

意 見

４ 生ごみ処理機器補助金の交付金額誤り 指 摘

５ ごみ有料化の検討 意 見

６ ごみ処理原価の算定方法の見直し 担当課としては総務課 意 見

７ ごみ排出量の集計方法の見直し 意 見

８ ごみ排出量の集計誤り 指 摘

９ 指定管理者における物品・備品の管理の不備 指 摘

指定管理者に対する月例モニタリング項目の検討 意 見

甲府市リサイクルプラザの設置目的の検討 意 見

Ⅳ 収集衛生課

１ 業務委託選定時の財政的基礎の検討 指 摘

やさざるを得ず 前記の県から減量課への引継書には、「平成 年 月、解体業・破砕業

の大量更新がある」との注記がされている 、また今後仮に各種関連法規上の立入検査等

対象事案が重なる事態があれば、事務の逼迫も懸念されるとのことである。

Ⅳ ゼロカーボンシティ表明について

甲府市を含む県内全 市町村と山梨県は、令和 年 月 日、 年までに二酸化

炭素の排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を共同で目指すことを表明し、県

内経済団体や民間企業も含め 団体で「ストップ温暖化やまなし会議」を設立した。県

内全市町村による宣言は、全国で初めてとなる。今後各参加団体が具体的な温暖化対策を

決めて情報共有をしながら対策を加速化するということで、甲府市は、同年 月、このこ

とを踏まえて「甲府市地球温暖化対策実行計画」 平成 年 月策定、平成 年 月改

定）についての中間見直しを行った。主な見直し点は、以下のとおりである。

・長期目標を『 （ ）年の温室効果ガス（二酸化炭素）排出量を実質ゼロとする「ゼ

ロカーボンシティ」を目指します』と変更する。

・中期目標に省エネルギー等の取組の成果がわかる「最終エネルギー消費量」を加える。

・温室効果ガスの排出量は人口の増減に影響されることから、「人口一人当たりの温室効

果ガスの排出量」を参考指標とする。

・アクションプランの取組について、これまでの実績や社会情勢、また他の計画との整合

性等を勘案し見直しを行う。

・本計画の取組がＳＤＧｓのゴールと関連していることから、アクションプランごとにＳ

ＤＧｓのゴールの各アイコンを記載し、関連性を明確にする。

未だ具体的なロードマップはないが、今後国の施策や自治体への要請、そして助成金等

も小刻みに変わると思われ、甲府市としては、国や県の動向を見ながら適時に対応してい

くとのことである。
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２ 委託先の所在地の確認 意 見

３ ごみ収集運搬コストの低減努力 意 見

４ 委託設計価格における間接経費の妥当性の検証 意 見

５ 業務実施報告及び設計価格の確認 意 見

６ 委託先での外注支出の妥当性確認 意 見

７ 委託設計単価の計算誤り 指 摘

８ 委託料単価の再設計 意 見

９ 一般廃棄物収集運搬業許可に係る経理的基礎の検討 指 摘

消費税仕入税額控除に係る報告・返還手続の未整備 指 摘

Ⅴ 廃棄物対策課

１ 甲府・峡東クリーンセンターの甲府市に係る財務状況及び運営

状況の公表の必要性

意 見

２ 旧衛生センターの施設撤去又は利活用の方針決定の必要性 意 見

３ 一般廃棄物最終処分場水質検査（保有水）検査結果を公表する

必要性

指 摘

４ 立会検査後の指導の充実 意 見
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第４ 監査の指摘事項及び意見

 

Ⅰ 総務課

１ 主要な実施事業

⚫ 庶務

⚫ 財務事務

⚫ 焼却灰埋立処分地建設等に伴う地域環境整備

２ 歳入歳出の状況

総務課における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 使用料及び手数

料

市債

その他

合計

歳出 委託料

光熱水費

負担金補助金及

び交付金

工事請負費

その他

合計

（出典：甲府市歳入歳出決算事項別明細書から集計）

令和 年度の委託料の主な歳出内容は甲府市環境センター管理等他清掃業務委託

千円、甲府市環境センター管理等他機械警備業務委託 千円及び環境セン

ター樹木維持管理費委託 千円（平成 年度及び令和元年度はなし）となって

いる。

令和 年度の負担金補助金及び交付金の主な歳出内容は、し尿及び浄化槽汚泥の

受入処理である甲府市衛生センター設置（令和 年 月 日より中巨摩地区広域事務

組合衛生センター（中央市）で広域処理のため廃止）に対して小曲町の地域復興のた

めの交付金として支出する 千円である。

なお、令和元年度の工事請負費はなでしこ工房便所他改修工事である。

３ 庶務について

２ 委託先の所在地の確認 意 見

３ ごみ収集運搬コストの低減努力 意 見

４ 委託設計価格における間接経費の妥当性の検証 意 見

５ 業務実施報告及び設計価格の確認 意 見

６ 委託先での外注支出の妥当性確認 意 見

７ 委託設計単価の計算誤り 指 摘

８ 委託料単価の再設計 意 見

９ 一般廃棄物収集運搬業許可に係る経理的基礎の検討 指 摘

消費税仕入税額控除に係る報告・返還手続の未整備 指 摘

Ⅴ 廃棄物対策課

１ 甲府・峡東クリーンセンターの甲府市に係る財務状況及び運営

状況の公表の必要性

意 見

２ 旧衛生センターの施設撤去又は利活用の方針決定の必要性 意 見

３ 一般廃棄物最終処分場水質検査（保有水）検査結果を公表する

必要性

指 摘

４ 立会検査後の指導の充実 意 見
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（１） 概要

部内の庶務全般や契約業務ほか、業務目標等の進行管理及び事務事業に関する部

内、部門の調整を行い、その推進に努めている。

また、全国都市清掃会議や甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合などの関係団体と

の調整を行っている。

甲府市は全国都市清掃会議関東地区協議会の会員であり、令和 年度には協議会

経由で公益社団法人全国都市清掃会議に「循環型社会形成推進交付金制度の拡充に

ついて」、「家電リサイクル法の見直しについて」等を提案している。

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合との調整としては、令和 年度は新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響で事業系ごみ処理手数料及び資源物売却収入の減収が見

込まれるため、構成員の負担金で補うのでなく、ごみ処理事業基金を活用すること

で 市が合意した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった

４ 財務事務について

（１） 概要

必要に応じ甲府市財務担当と協議し、部内の調整を行うとともに、予算及び決算

関連資料等の集計・作成を行っている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

５ 焼却灰埋立処分地建設等に伴う地域環境整備について

（１） 概要

ア 甲府市西高橋町・蓬沢町の甲府市焼却灰処分地建設に伴う地域環境整備事業

地域環境整備事業について、進行管理に努めるとともに、関係部局と協議する中

で年次計画により推進している。甲府市焼却灰処分地は平成 年度をもって埋立

完了となり、現在、甲府・峡東クリーンセンターから排出される焼却灰などは、全

量をかいのくにエコパークで処分しているが、地域環境整備事業として他部局が道

路拡幅工事、水路新設等の事業を引き続き実施している。

なお、例年開催している「甲府市焼却灰埋立処分地建設に伴う周辺整備等推進委

員会」については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、書面により状況報

告を行っている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

イ 甲府市衛生センターの使用期限の延長に係る地域環境整備事業

地域環境整備事業の進行管理に努めるとともに、「西下条し尿処理場撤去対策委員
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会」を構成する５町へ状況報告を行い、関係部局と協議する中で年次計画により推

進している。地域環境整備事業として環境部総務課が小曲町に令和 年度 千

円を交付するほか、他部局が水路の改修、道路新設等の事業を引き続き実施してい

る。

なお、令和 年度まで甲府市衛生センターで行っていたし尿及び浄化槽汚泥の受

入処理については、令和 年 月 日より中巨摩地区広域事務組合衛生センター（中

央市）で広域処理を行っている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

Ⅱ 環境保全課

１ 主要な実施事業

⚫ 環境基本計画の推進

⚫ 地球温暖化対策

⚫ 環境リサイクルフェア

⚫ 環境対策

⚫ 甲府市浄化槽事業

２ 歳入歳出の状況

環境保全課（浄化槽事業特別会計除く）における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 使用料及び手数

料

国庫支出金

県支出金

その他

合計

歳出 委託料

賃借料

負担金補助金及

び交付金

繰出金

その他

合計

（出典：甲府市歳入歳出決算事項別明細書から集計）

（１） 概要

部内の庶務全般や契約業務ほか、業務目標等の進行管理及び事務事業に関する部

内、部門の調整を行い、その推進に努めている。

また、全国都市清掃会議や甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合などの関係団体と

の調整を行っている。

甲府市は全国都市清掃会議関東地区協議会の会員であり、令和 年度には協議会

経由で公益社団法人全国都市清掃会議に「循環型社会形成推進交付金制度の拡充に

ついて」、「家電リサイクル法の見直しについて」等を提案している。

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合との調整としては、令和 年度は新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響で事業系ごみ処理手数料及び資源物売却収入の減収が見

込まれるため、構成員の負担金で補うのでなく、ごみ処理事業基金を活用すること

で 市が合意した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった

４ 財務事務について

（１） 概要

必要に応じ甲府市財務担当と協議し、部内の調整を行うとともに、予算及び決算

関連資料等の集計・作成を行っている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

５ 焼却灰埋立処分地建設等に伴う地域環境整備について

（１） 概要

ア 甲府市西高橋町・蓬沢町の甲府市焼却灰処分地建設に伴う地域環境整備事業

地域環境整備事業について、進行管理に努めるとともに、関係部局と協議する中

で年次計画により推進している。甲府市焼却灰処分地は平成 年度をもって埋立

完了となり、現在、甲府・峡東クリーンセンターから排出される焼却灰などは、全

量をかいのくにエコパークで処分しているが、地域環境整備事業として他部局が道

路拡幅工事、水路新設等の事業を引き続き実施している。

なお、例年開催している「甲府市焼却灰埋立処分地建設に伴う周辺整備等推進委

員会」については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、書面により状況報

告を行っている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

イ 甲府市衛生センターの使用期限の延長に係る地域環境整備事業

地域環境整備事業の進行管理に努めるとともに、「西下条し尿処理場撤去対策委員

25



令和 年度の国庫支出金、県支出金の主な歳入内容は、合併処理浄化槽設置整備

事業費である。

令和 年度の委託料の主な歳出内容は、公共用水域及び地下水の水質測定業務委

託 千円、有害大気汚染物質モニタリング調査業務委託 千円、 成分

分析業務委託 千円及び大気汚染常時監視測定局保守点検業務委託 千円と

なっている。

令和 年度の負担金補助金及び交付金の主な歳出内容は、合併処理浄化槽設置事

業補助金 千円及びクリーンエネルギー機器普及助成金 千円である。

各年度の繰出金は浄化槽事業特別会計繰出金であり、浄化槽事業特別会計歳入の

他会計繰入金と一致する。

また、令和 年度の「歳出予算要求書」における事業ごとの歳出の状況は以下のと

おりである。

（単位：千円）

事業 内容 令和 年度

特別職給与

費
甲府市環境審議会委員報酬

環境対策事

業費

大気及びダイオキシン類の測定、公共用水域及び地

下水の水質検査、自動車騒音・一般環境騒音調査、

公害苦情処理、環境学習、環境監視員の育成等、現

在及び将来の市民の健康で快適な生活環境を確保

する。

生活排水対

策事業費

公共用水域における良好な水環境の保全のため、生

活排水対策啓発及び合併処理浄化槽設置等を推進

し、更なる公共用水域の水質改善に努める。

環境リサイ

クルフェア

事業費

環境リサイクルフェアの開催（令和 年度は中止と

なった）

地球温暖化

対策事業費

環境への負担の少ないクリーンエネルギーの普及・

促進に寄与するための助成金や小学校等における

環境教育事業など。

浄化槽事業

特別会計繰

出金

北部山間地域の復興策として市設置型の浄化槽整

備事業を推進するにあたり、特別会計を設け整備を

図っていくものであるが、これに伴い必要となる職

員給与費及び不足する維持管理費等について特別

会計に繰り出すもの。

計

（出典：甲府市歳出予算執行状況を基に作成）
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３ 環境基本計画の推進について

（１） 概要

本計画は、「甲府市環境基本条例」に基づき、その理念を実現すべく施策を体系化

し、市、事業者及び市民の三者が連携して、目指すべき望ましい環境像を具体化す

るための目標や期間を定めたものである。

平成 年度に最終計画期間を迎えたことから、本市を取り巻く環境が大きく変

わったことや国内外の動向を踏まえ「第二次甲府市環境基本計画」を策定し、平成

年度より新たな計画として推進に努めた。

この計画は平成 年度までを「前期 年達成期」と設定しており、平成 年度

に中間見直しを行い、令和 年度までを「後期 年達成期」とし、取り組みを適切

に実施している。

さらに「第二次甲府市環境基本計画」の推進にあたっては、担当課より集約した年

次計画書及び年次報告書を作成し、「地球環境問題庁内連絡会議」にて推進管理、進

捗把握を行い、その結果を「甲府市環境審議会」で審議し、本市ホームページにお

いて公開することで、本計画の継続的な改善につなげている。

（意見）年次報告書における点検・評価の基準の見直し

毎年甲府市専用ウェブサイトでも報告される「第二次甲府市環境基本計画年次報

告」では環境基本計画の個別目標毎の取組方針の達成状況について点検・評価を 段

階で評価している。

すなわち「年度目標値を達成している」場合は評価「◎」、「年度目標値との差が年

度目標値の ％以内である」場合は評価「〇」、「年度目標値との差が年度目標値の

％を超えている」場合は評価「△」、また、「推進していない」場合は評価「×」と

している。

当該評価は環境基本計画策定時、環境審議会やパブリックコメントにて、意見を聞

いた上点検・評価の基準を決定したとのことであるが、令和 年度の取組方針に対

する評価が合計 件のうち「◎」評価が 件、「〇」評価が 件と大半が「〇」以

上となっていること、 ％未満達成は最低の評価とする他の市の事例もあることか

ら、他の市町村の評価基準も参考にしつつ、次回の環境基本計画見直しの令和 年

からはより厳しい評価基準の導入を検討することも考えられる。

４ 地球温暖化対策について

（１） 概要

環境問題の中でも年々深刻化している地球温暖化に対し、令和 年度は次のとお

り事業を実施している。

（２） 地球温暖化対策の推進

令和 年度の国庫支出金、県支出金の主な歳入内容は、合併処理浄化槽設置整備

事業費である。

令和 年度の委託料の主な歳出内容は、公共用水域及び地下水の水質測定業務委

託 千円、有害大気汚染物質モニタリング調査業務委託 千円、 成分

分析業務委託 千円及び大気汚染常時監視測定局保守点検業務委託 千円と

なっている。

令和 年度の負担金補助金及び交付金の主な歳出内容は、合併処理浄化槽設置事

業補助金 千円及びクリーンエネルギー機器普及助成金 千円である。

各年度の繰出金は浄化槽事業特別会計繰出金であり、浄化槽事業特別会計歳入の

他会計繰入金と一致する。

また、令和 年度の「歳出予算要求書」における事業ごとの歳出の状況は以下のと

おりである。

（単位：千円）

事業 内容 令和 年度

特別職給与

費
甲府市環境審議会委員報酬

環境対策事

業費

大気及びダイオキシン類の測定、公共用水域及び地

下水の水質検査、自動車騒音・一般環境騒音調査、

公害苦情処理、環境学習、環境監視員の育成等、現

在及び将来の市民の健康で快適な生活環境を確保

する。

生活排水対

策事業費

公共用水域における良好な水環境の保全のため、生

活排水対策啓発及び合併処理浄化槽設置等を推進

し、更なる公共用水域の水質改善に努める。

環境リサイ

クルフェア

事業費

環境リサイクルフェアの開催（令和 年度は中止と

なった）

地球温暖化

対策事業費

環境への負担の少ないクリーンエネルギーの普及・

促進に寄与するための助成金や小学校等における

環境教育事業など。

浄化槽事業

特別会計繰

出金

北部山間地域の復興策として市設置型の浄化槽整

備事業を推進するにあたり、特別会計を設け整備を

図っていくものであるが、これに伴い必要となる職

員給与費及び不足する維持管理費等について特別

会計に繰り出すもの。

計

（出典：甲府市歳出予算執行状況を基に作成）
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甲府市の地球温暖化対策を更に推進するため、令和 年 月に国が「 年カー

ボンニュートラル」を宣言したこと及び環境省からの「ゼロカーボンシティ表明」の

呼びかけ等を背景に、令和 年 月 日に、 年の温室効果ガスの排出量を実質

ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明した。今後は、目標達成に向

け甲府市の特色を活かした施策等を検討し、取組を進めていくこととしている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（３） 「甲府市地球温暖化対策実行計画」の推進

令和 年度は、令和元年度の年次計画・年次報告等による実行計画の進捗状況を把

握する中、庁内施策に関し、地球環境問題庁内連絡会議において評価、検証を行って

いる。さらに、市民、学識経験者、地元企業、団体、行政等で構成する甲府市地球温

暖化対策実行計画推進委員会において、全体会及び部会を開催し、実行計画の施策及

び取組状況について、ＰＤＣＡサイクル（環境マネジメントシステム）に基づき適切

な進行管理に努めるとともに、令和元年度年次報告書を作成し、甲府市地球温暖化対

策実行計画推進委員会への報告と甲府市地球温暖化対策推進本部の承認を受け、令

和 年 月に公表している。

また、令和 年度は、前回の実行計画見直しから 年を経過していることから中

間見直しを行い、「ゼロカーボンシティ」を表明したことに伴い長期目標を「 年

の温室効果ガス排出量実質ゼロ」に改定している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（４） 甲府市クリーンエネルギー機器普及助成金

住宅用太陽光発電システム設置者に対して平成 年度から実施していた「融資あ

っせんと利子補給」を平成 年度から補助金制度に改定し、平成 年度に奨励金

の交付へ切り替え、平成 年度からは「甲府市地球温暖化対策導入促進奨励金制度」

に改定し、「環境への負荷を低減する新エネルギー及び省エネルギー機器を設置する

者」として交付対象に住宅用太陽熱温水器を新たに追加している。

平成 年度には、地球温暖化問題についての市民の意識高揚を図り、環境への負

荷の少ないクリーンエネルギーの普及促進に寄与することを目的として、「甲府市地

球温暖化対策導入促進助成金制度」に改定し、住宅用太陽光発電システムへの助成金

を増額した。加えて、高効率給湯器という項目を新たに設け、従前の住宅用太陽熱温

水器に 種類の高効率給湯器を追加し、対象品目を拡大した。その後、平成 年度

からは木質ペレットストーブ設置者への助成を追加することで更なる普及促進を図

っている。

さらに、令和元年 月には、クリーンエネルギーの有効活用の普及拡大を新たな
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目標とし、住宅用蓄電池設置者に対する助成として「甲府市クリーンエネルギー機器

普及助成金制度」へと改定をしている。

令和 年度の実績は、蓄電池単体設置 件、住宅用太陽光発電システム及び蓄電

池の同時設置 件、木質ペレットストーブ 件であり、市民の意識高揚、機器の普

及に努めている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（５） 甲府市地球温暖化対策地域協議会との協働

緑のカーテンづくり運動を推進するため、令和 年 月に「緑のカーテン」づく

りセミナーの開催を検討していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のためセ

ミナーは中止とし、参加予定者 名に対しゴーヤの苗の配付を行っている。また、

令和 年 月に地球温暖化対策や再生可能エネルギーの普及啓発を目的とした地球

温暖化対策セミナーを開催している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（６） 幼稚園・保育所における環境教育事業

「地球温暖化」について、幼児が興味を持つような手法で表現することにより、環

境問題に関心を持ってもらい、環境保全の大切さを教えることを目的とした事業で

ある。

「第二次甲府市環境基本計画」及び「甲府市地球温暖化対策実行計画（区域施策

編）」の重点施策として位置付けられており、「環境教育の推進」の一環として平成

年度から保育士を目指す学生と協働し、市内の幼稚園・保育所にて実施しているが、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で協働実施は行わず、環境学習講演会（プラス

チックごみなどによる海洋汚染問題）と、ごみへらし隊と Ｒ（リデュース、リユー

ス、リサイクル）についての環境教育共同事業を実施している。

なお、令和 年度の環境学習講演会は 園で実施し、ごみへらし隊との共同事業

は 園で実施した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（７） 小学校、放課後児童クラブ、放課後子供教室における環境教育

ＮＰＯ法人「みどりの学校」との協働による環境教育事業として、太陽エネルギー

を活用した体験教室を、小学生を対象に平成 年度から実施しており、パラボラ式

ソーラークッカーを使って太陽光を熱エネルギーに変換し、食材を料理して食してみ

ることで、自然エネルギーの有効利用について関心を持ってもらうことを目的として

甲府市の地球温暖化対策を更に推進するため、令和 年 月に国が「 年カー

ボンニュートラル」を宣言したこと及び環境省からの「ゼロカーボンシティ表明」の

呼びかけ等を背景に、令和 年 月 日に、 年の温室効果ガスの排出量を実質

ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明した。今後は、目標達成に向

け甲府市の特色を活かした施策等を検討し、取組を進めていくこととしている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（３） 「甲府市地球温暖化対策実行計画」の推進

令和 年度は、令和元年度の年次計画・年次報告等による実行計画の進捗状況を把

握する中、庁内施策に関し、地球環境問題庁内連絡会議において評価、検証を行って

いる。さらに、市民、学識経験者、地元企業、団体、行政等で構成する甲府市地球温

暖化対策実行計画推進委員会において、全体会及び部会を開催し、実行計画の施策及

び取組状況について、ＰＤＣＡサイクル（環境マネジメントシステム）に基づき適切

な進行管理に努めるとともに、令和元年度年次報告書を作成し、甲府市地球温暖化対

策実行計画推進委員会への報告と甲府市地球温暖化対策推進本部の承認を受け、令

和 年 月に公表している。

また、令和 年度は、前回の実行計画見直しから 年を経過していることから中

間見直しを行い、「ゼロカーボンシティ」を表明したことに伴い長期目標を「 年

の温室効果ガス排出量実質ゼロ」に改定している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（４） 甲府市クリーンエネルギー機器普及助成金

住宅用太陽光発電システム設置者に対して平成 年度から実施していた「融資あ

っせんと利子補給」を平成 年度から補助金制度に改定し、平成 年度に奨励金

の交付へ切り替え、平成 年度からは「甲府市地球温暖化対策導入促進奨励金制度」

に改定し、「環境への負荷を低減する新エネルギー及び省エネルギー機器を設置する

者」として交付対象に住宅用太陽熱温水器を新たに追加している。

平成 年度には、地球温暖化問題についての市民の意識高揚を図り、環境への負

荷の少ないクリーンエネルギーの普及促進に寄与することを目的として、「甲府市地

球温暖化対策導入促進助成金制度」に改定し、住宅用太陽光発電システムへの助成金

を増額した。加えて、高効率給湯器という項目を新たに設け、従前の住宅用太陽熱温

水器に 種類の高効率給湯器を追加し、対象品目を拡大した。その後、平成 年度

からは木質ペレットストーブ設置者への助成を追加することで更なる普及促進を図

っている。

さらに、令和元年 月には、クリーンエネルギーの有効活用の普及拡大を新たな
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いる。平成 年度からは、庁用の燃料電池自動車等を活用し、その構造や自動車が

解決しなければならない環境問題である「大気汚染・騒音」や「地球温暖化」、また

「脱化石燃料」という観点からの「再生可能エネルギーの利用促進」などについて説

明するなど、クリーンエネルギー自動車の必要性について学習する項目を追加し、令

和 年度は小学校 校で実施している。

また、平成 年度からは、内陸県である山梨県に暮らす子どもたちに、投棄され

たプラスチックごみが海洋汚染を進行させている現状を伝え、生物の多様性、自然環

境を保護することの重要性を知ってもらう事を目的とした環境学習講演会を「ＨＯ

ＯＫかんきょう『協育』事務所」と協働で実施しており、令和 年度は小学校 校で

実施している。なお、例年放課後児童クラブにおいても実施しているが、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響のため実施しなかった。

なお、令和 年度からは放課後子供教室へ環境教育の対象を拡大し、 教室にてご

みへらし隊との環境教育共同事業を実施している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（８） 環境教育のさらなる拡大

未就学児、小学生を対象に行ってきた環境教育の対象を、令和元年度から大学、自

治会、各種団体へ、令和 年度から中学、高校へと拡大を図ってきているが、令和

年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で中学校 校、高校 校、大学 校、

自治会 か所、各種団体 か所での実施となっている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（９）「甲府市環境教育プログラム」の推進

「第二次甲府市環境基本計画」の基本目標 「環境教育を推進するまちづくり」の

実現に向けては、産学官民などの主体を越えて、協働して環境保全の取組を進めてい

くことが重要であり、その多様な担い手による活動の推進により、地域や家庭、学校

等において更なる環境教育事業の推進を図ることを目的として「甲府市環境教育プロ

グラム」を平成 年 月に策定し、令和 年度の実績は、 プログラムを実施し、

人が参加した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（ ）温暖化対策情報サイト「こうふのｅｃｏ」による情報発信

平成 年 月に、本市の温暖化対策についての情報を発信する場であると同時

に、市民や事業者の方々のエコな取組についても紹介できる機能を備えた情報コミ
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ュニティサイトを設置し、実行計画に関する本市の取組やスマートライフ通信など

のエコな情報や、市民、事業者からの情報が発信できるＷｅｂサイトとして活用して

いる。令和 年度のアクセス数は、 件であった。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

環境リサイクルフェアについて

（１） 概要

環境問題に関する各種情報提供や体験学習等を通じて、環境問題について市民の

理解と意識啓発を図り、環境配慮型の行動が家庭から社会全体へと広がっていく事

を目的として、毎年 月に開催している。

なお、令和 年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止並びに参加者、

来場者、関係者の健康と安全面の確保を最優先とし、開催を中止している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

６ 環境対策について

（１） 概要

大気の測定、公共用水域及び地下水の水質測定、自動車騒音及び一般環境騒音の測

定、公害苦情処理、法令に基づく事業場への指導、環境学習、環境監視員活動など、

現在及び将来の市民の健康で快適な生活環境を確保するため令和 年度は次のとお

り事業を実施している。

（２）大気汚染の常時監視

大気汚染防止法に基づく「山梨県内における大気の常時監視等計画」に従い、次の

とおり常時監視を実施している。

ア 測定局における常時監視

生活環境における大気汚染の状況を把握するための一般環境大気測定局（甲府

富士見局）及び自動車排出ガスによる影響を確認するための自動車排出ガス測定

局（甲府市役所自排局、国母自排局の 局）の計 局で実施するとともに、測定デ

ータを甲府市専用ウェブサイトにて公表している。測定の結果、光化学オキシダン

ト（ ）については環境基準※を超過し、その他の項目については環境基準以下で

あった。

なお、光化学オキシダント（ ）については環境基準を超過しているが、注意報

の発令（発令権限は山梨県）はない。

※人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基

いる。平成 年度からは、庁用の燃料電池自動車等を活用し、その構造や自動車が

解決しなければならない環境問題である「大気汚染・騒音」や「地球温暖化」、また

「脱化石燃料」という観点からの「再生可能エネルギーの利用促進」などについて説

明するなど、クリーンエネルギー自動車の必要性について学習する項目を追加し、令

和 年度は小学校 校で実施している。

また、平成 年度からは、内陸県である山梨県に暮らす子どもたちに、投棄され

たプラスチックごみが海洋汚染を進行させている現状を伝え、生物の多様性、自然環

境を保護することの重要性を知ってもらう事を目的とした環境学習講演会を「ＨＯ

ＯＫかんきょう『協育』事務所」と協働で実施しており、令和 年度は小学校 校で

実施している。なお、例年放課後児童クラブにおいても実施しているが、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響のため実施しなかった。

なお、令和 年度からは放課後子供教室へ環境教育の対象を拡大し、 教室にてご

みへらし隊との環境教育共同事業を実施している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（８） 環境教育のさらなる拡大

未就学児、小学生を対象に行ってきた環境教育の対象を、令和元年度から大学、自

治会、各種団体へ、令和 年度から中学、高校へと拡大を図ってきているが、令和

年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で中学校 校、高校 校、大学 校、

自治会 か所、各種団体 か所での実施となっている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（９）「甲府市環境教育プログラム」の推進

「第二次甲府市環境基本計画」の基本目標 「環境教育を推進するまちづくり」の

実現に向けては、産学官民などの主体を越えて、協働して環境保全の取組を進めてい

くことが重要であり、その多様な担い手による活動の推進により、地域や家庭、学校

等において更なる環境教育事業の推進を図ることを目的として「甲府市環境教育プロ

グラム」を平成 年 月に策定し、令和 年度の実績は、 プログラムを実施し、

人が参加した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（ ）温暖化対策情報サイト「こうふのｅｃｏ」による情報発信

平成 年 月に、本市の温暖化対策についての情報を発信する場であると同時

に、市民や事業者の方々のエコな取組についても紹介できる機能を備えた情報コミ
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準（環境基本法第 条）

イ 有害大気汚染物質等の測定

有害大気汚染物質等とは、継続的に摂取される場合に、人の健康を損なうおそれ

があり、大気汚染の原因となる物質（大気汚染防止法第 条第 項において規定）

並びに水銀及びその化合物をいう。

「山梨県内における大気の常時監視等計画」に基づき、環境基準が設定されてい

るベンゼン等 項目を中心に毎月測定し、測定データを甲府市専用ウェブサイト

にて公表している。測定の結果、 地点の測定局全てにおいて環境基準以下となっ

ている。

大気汚染の常時監視業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した

結果、問題は検出されなかった。

（３）公共用水域水質測定結果

ア 水質汚濁防止法に基づく測定

水質汚濁防止法に基づく「公共用水域及び地下水の水質測定計画」により、環境

基準点等（砂田橋、濁川橋、荒川ダム、桜橋、千秋橋、二川橋、高室橋の 箇所）

について、年間 回（ 日 回／月）水質測定を実施し、測定データを甲府市専

用ウェブサイトにて公表している。

このうち、水質汚濁の指標となるＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）の環境基準達

成状況は次の表のとおりであるが、全ての地点において環境基準以下であった。こ

れは、下水道の整備、生活排水対策事業（重点地区への生活排水対策の啓発及び浄

化槽立入検査、浄化槽設置補助金制度）の推進、水質汚濁防止法による特定事業場

の立入指導等の成果が表れたものといえ、今後も環境基準以下を維持できるよう、

継続的な生活排水対策事業等の推進に努めていくとのことである。

表：ＢＯＤの環境基準達成状況

単位： ℓ）

環境基準点 砂田橋 濁川橋 荒川ダム 桜 橋 千秋橋 二川橋 高室橋

令和 年度

環境基準

※ 年間 回の日平均値を小さい順に並べ替え、小さい方から 番目の測定値をＢＯＤ

％値と言い、その値を河川の類型の環境基準値と比較・評価する。

（出典：甲府市決算審査資料）
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イ 主要河川水質自主測定結果

昭和 年から荒川水域 箇所、濁川水域 箇所について水質測定を行い、支

流の水質調査を実施している。また、平成 年度から市町村合併に伴い、笛吹川

流域となる 河川 箇所についても測定を行っている。

令和 年度においては、荒川水域及び笛吹川流域で年 回、濁川水域では山梨

県環境計量協会と協働で年 回、それぞれ実施し、測定データを甲府市専用ウェ

ブサイトにて公表している。濁川支流については、環境基準以下で良好な水質では

あるものの、荒川水域・笛吹川流域と比べＢＯＤ値が高いことを把握しており、こ

れらの測定結果を参考に生活排水対策の指導等を実施しているとのことである。

公共用水域水質測定結果業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧し

た結果、問題は検出されなかった。

（４）地下水常時監視結果

水質汚濁防止法に基づく「公共用水域及び地下水の水質測定計画」に従い、次のと

おり常時監視を実施している。

ア 概況調査

市内を ｋｍメッシュで区切った 地区と、 ｋｍメッシュで区切った 地

区の計 地区について、 年間のローリング調査を行い、測定データを甲府市

専用ウェブサイトにて公表している。

令和 年度はメッシュ番号が奇数である 地区を選別し、年 回の水質測

定を行った。その結果、全て環境基準値以下であった。

イ 継続監視調査

過去に環境基準を超過し、継続的に監視する必要がある 地点（新田町、青

葉町、北口三丁目、下向山町、国玉町、古関町、右左口町、中小河原町、桜井

町）で監視を行い、測定データを甲府市専用ウェブサイトにて公表している。

令和 年度は、下向山町・右左口町で硝酸性窒素、国玉町・桜井町でふっ

素、古関町・中小河原町でひ素、桜井町でほう素がそれぞれ環境基準値を超過

したことから、前記の 地点を今後も継続的に監視していくとのことである。

地下水常時監視結果について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、

問題は検出されなかった。

（５）環境騒音調査

令和 年度、一般環境中の騒音測定を市内 地点（住居地域 地点、準工業地域

地点、工業地域 地点）で実施している。測定の結果、次の表のとおり、昼間及

準（環境基本法第 条）

イ 有害大気汚染物質等の測定

有害大気汚染物質等とは、継続的に摂取される場合に、人の健康を損なうおそれ

があり、大気汚染の原因となる物質（大気汚染防止法第 条第 項において規定）

並びに水銀及びその化合物をいう。

「山梨県内における大気の常時監視等計画」に基づき、環境基準が設定されてい

るベンゼン等 項目を中心に毎月測定し、測定データを甲府市専用ウェブサイト

にて公表している。測定の結果、 地点の測定局全てにおいて環境基準以下となっ

ている。

大気汚染の常時監視業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した

結果、問題は検出されなかった。

（３）公共用水域水質測定結果

ア 水質汚濁防止法に基づく測定

水質汚濁防止法に基づく「公共用水域及び地下水の水質測定計画」により、環境

基準点等（砂田橋、濁川橋、荒川ダム、桜橋、千秋橋、二川橋、高室橋の 箇所）

について、年間 回（ 日 回／月）水質測定を実施し、測定データを甲府市専

用ウェブサイトにて公表している。

このうち、水質汚濁の指標となるＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）の環境基準達

成状況は次の表のとおりであるが、全ての地点において環境基準以下であった。こ

れは、下水道の整備、生活排水対策事業（重点地区への生活排水対策の啓発及び浄

化槽立入検査、浄化槽設置補助金制度）の推進、水質汚濁防止法による特定事業場

の立入指導等の成果が表れたものといえ、今後も環境基準以下を維持できるよう、

継続的な生活排水対策事業等の推進に努めていくとのことである。

表：ＢＯＤの環境基準達成状況

単位： ℓ）

環境基準点 砂田橋 濁川橋 荒川ダム 桜 橋 千秋橋 二川橋 高室橋

令和 年度

環境基準

※ 年間 回の日平均値を小さい順に並べ替え、小さい方から 番目の測定値をＢＯＤ

％値と言い、その値を河川の類型の環境基準値と比較・評価する。

（出典：甲府市決算審査資料）
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び夜間の時間帯において、いずれの地点も環境基準以下であった。

表：測定結果

単位：デシベル

測定地点

（用途地域）
測定日 時間の区分

等価騒音レベ

ル

環境基準

屋 形 一 丁 目

（第 種低層住居専用）

昼 間 以下

夜 間 以下

大 里 町

第 種中高層住居専用

昼 間 以下

夜 間 以下

国 母 七 丁 目

（ 第 種 住 居 ）

昼 間 以下

夜 間 以下

幸 町

（ 準 工 業 ）

昼 間 以下

夜 間 以下

青 葉 町

（ 工 業 ）

昼 間 以下

夜 間 以下

（出典：甲府市決算審査資料）

（意見）環境騒音調査測定結果の公開

環境騒音調査については環境基準の定めはあるが、測定義務がないので測定結果

を公開していない。環境基準はあるべき姿であり、甲府市は積極的に自主的に測定し

ているため、測定結果を甲府市専用ウェブサイト等にて一般に公開することが望ま

しい。

（６）自動車騒音の常時監視

騒音規制法に基づき、自動車騒音の影響がある道路に面する地域で「騒音に係る

環境基準」の達成状況等を把握するもの（面的評価）であり、測定データを甲府市

専用ウェブサイトにて公表している。

昼夜ともに環境基準以下であった戸数は、一般国道においては 戸中

戸（ ％）、県道においては 戸中 戸（ ％）、高速自動車国道に

おいては 戸中 戸（ ％）であった。なお、全体では 戸中

戸（ ％）であった。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（７）規制地域の見直し

甲府市は騒音規制法、振動規制法及び悪臭防止法に基づく規制地域の指定の権限
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を有することから、土地利用の変化等の状況を勘案して、規制地域の見直しを行っ

ている。令和 年度には、旧中道町地内における土地利用の変化を考慮して、騒音

規制法に基づく騒音規制地域図、振動規制法に基づく振動規制地域図及び悪臭防止

法に基づく悪臭規制地域図見直し作業を実施した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（８）公害苦情

公害苦情は、主に大気汚染（ごみの野外焼却等）、水質汚濁、騒音、悪臭にかか

わるものである。公害苦情の処理にあたっては、現地調査と事情聴取を行い、施設

の整備・使用方法の改善等を指導しており、「公害苦情処理票」で受付状況、苦情

内容、指導内容等が取りまとめられている。公害苦情の処理状況は次のとおりであ

る。

表：公害苦情の処理状況

（単位：件）

種類 大気汚染 水質汚濁 騒 音 振 動 悪 臭 そ の 他 合 計 処理件数

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料）

（意見）公害苦情の処理制度の周知

現状、公害苦情の処理制度の市民への周知方法は総務省「公害等調整委員会」の冊

子となっている。

甲府市専用ウェブサイトほかにより、公害苦情の問い合わせ先、連絡方法（電話、

メール、文書、来庁ほか）、環境保全課として対応可能な苦情の例、公害苦情処理の

流れ、また、山梨県の公害紛争処理制度の情報も開示することが望ましい。

（９）ダイオキシン類の常時監視

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく「甲府市ダイオキシン類の測定計画」に

従い、環境中のダイオキシン類の常時監視等を実施し、測定データを甲府市専用ウ

ェブサイトにて公表している。令和 年度については、計画に従って測定を行い、

全ての地点で環境基準以下であった。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検

び夜間の時間帯において、いずれの地点も環境基準以下であった。

表：測定結果

単位：デシベル

測定地点

（用途地域）
測定日 時間の区分

等価騒音レベ

ル

環境基準

屋 形 一 丁 目

（第 種低層住居専用）

昼 間 以下

夜 間 以下

大 里 町

第 種中高層住居専用

昼 間 以下

夜 間 以下

国 母 七 丁 目

（ 第 種 住 居 ）

昼 間 以下

夜 間 以下

幸 町

（ 準 工 業 ）

昼 間 以下

夜 間 以下

青 葉 町

（ 工 業 ）

昼 間 以下

夜 間 以下

（出典：甲府市決算審査資料）

（意見）環境騒音調査測定結果の公開

環境騒音調査については環境基準の定めはあるが、測定義務がないので測定結果

を公開していない。環境基準はあるべき姿であり、甲府市は積極的に自主的に測定し

ているため、測定結果を甲府市専用ウェブサイト等にて一般に公開することが望ま

しい。

（６）自動車騒音の常時監視

騒音規制法に基づき、自動車騒音の影響がある道路に面する地域で「騒音に係る

環境基準」の達成状況等を把握するもの（面的評価）であり、測定データを甲府市

専用ウェブサイトにて公表している。

昼夜ともに環境基準以下であった戸数は、一般国道においては 戸中

戸（ ％）、県道においては 戸中 戸（ ％）、高速自動車国道に

おいては 戸中 戸（ ％）であった。なお、全体では 戸中

戸（ ％）であった。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（７）規制地域の見直し

甲府市は騒音規制法、振動規制法及び悪臭防止法に基づく規制地域の指定の権限
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出されなかった。

（ ）生活排水対策事業

公共用水域等の水質保全のために浄化槽によるし尿及び雑排水の適正な処理を図

り、また、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的に、浄化槽法

に基づく浄化槽保守点検業者の登録などの申請や浄化槽設置届出書などの届出につ

いて審査を行い、必要に応じて指導を行っている。

また、生活排水対策として、濁川流域の生活排水対策推進計画に定められた流域

地区（山城・玉諸・甲運・里垣・相川地区）及び公共下水道未整備地域を対象に

河川浄化の啓発に努めている。

ア 総合的啓発の推進

・合併処理浄化槽設置に対する補助金の交付を 件行った。

・浄化槽法定検査 条 の未受検者を対象に、訪問による受検指導を

件に対して行った。

イ 地区別啓発の推進

・濁川流域 地区（山城・玉諸・甲運・里垣・相川地区）のうち、山城地区を

中心に、単独処理浄化槽 件に対して生活排水対策についての啓発指導を

行うとともに、併せて浄化槽維持管理について立入調査を行い単独処理浄化

槽の適正管理を指導した。

ウ 甲府市一般廃棄物処理基本計画（生活排水処理基本計画）の策定

令和 年度は「生活排水処理基本計画」の最終年度に当たることから、甲

府市廃棄物減量等推進審議会において、本市の現状を把握し、これまでの取

り組みを検証するとともに、国の方針やＳＤＧｓの目標、各種計画、法律等

との整合性を図るなど、 回の審議会を開催し協議を行った結果、快適さを

実感できる生活環境を創出し、誰もが住み続けたいと思える「自然と調和し

た持続可能なまち」を目指した『未来へつなぐ、美しい清流を育むまち 甲

府』を基本理念と定め、令和 年度を最終年度として、「ごみ処理基本計

画」と「生活排水処理基本計画」を合わせた「甲府市一般廃棄物処理基本計

画」を令和 年 月に策定した。

（指摘）浄化槽定期検査の未受検

浄化槽は、微生物の働きを利用して汚水を処理する装置であり、微生物が活動しや

すい環境を保つように維持管理を行うことが求められるため、浄化槽法第 条は定

期検査を実施することを定めている。定期検査は主に保守点検及び清掃が適正に実

施され浄化槽の機能が正常に維持されているか否かを判断するために行うものであ

り、浄化槽管理者は毎年 回受検することになっている。

令和元年度における甲府市の 条検査受検率は、全体ベース（単独処理浄化槽含
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む） 、合併処理浄化槽のみでは であり、令和 年度の 条検査受検率

は全体ベース（単独処理浄化槽含む） 、合併処理浄化槽のみでは であ

り、受験率は近年堅調に増加しているものの、依然として低い水準にある。

環境省のウェブサイト（※）の「令和元年度における都道府県別浄化槽の設置状況

等」において令和元年度の全国平均及び都道府県毎の 条検査受検率が公表されて

いるが、全国平均 条検査受検率は全体ベース（単独処理浄化槽含む） 、合併

処理浄化槽のみでは となっており、甲府市は全国平均を下回っている。

このような状況の下、甲府市は受検率向上のため未受検者を対象に訪問による受

検指導を令和 年度に 件（令和元年度 件）に対して行うほか、浄化槽

の適切な維持管理に係るチラシ配布等で周知を行っている。

甲府市は公共下水道の普及が低く浄化槽利用者が多いため受検率が低くなる傾向

にあるものの、受験率向上の指導・周知を引き続き実施するとともに、他の市町村の

受検率向上の取組方針も参考とし、また、長期間未受検で悪臭を放し苦情がある場合

等の悪質な事例では浄化槽法第 条 項による罰則適用の必要性の検討も必要であ

る。

（※）環境省のウェブサイト：

（ ）特定施設及び特定建設作業の届出書受理と指導

騒音規制法、振動規制法等の法律及び山梨県生活環境の保全に関する条例等に基

づき、規制対象となる特定施設の設置及び特定建設作業の届出書受理と立入検査ほ

か公害防止指導を行っている。

表：最近 年間の特定施設の設置及び特定建設作業の届出状況

（単位：件）

年度

法令等
平成 年度 令和元年度 令和 年度

騒 音 規 制 法
設 置

変 更 等

振 動 規 制 法
設 置

変 更 等

県 条 例
設 置

変 更 等

水質汚濁防止法
設 置

変 更 等

土壌汚染対策法
第 条

第 条 等

出されなかった。

（ ）生活排水対策事業

公共用水域等の水質保全のために浄化槽によるし尿及び雑排水の適正な処理を図

り、また、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的に、浄化槽法

に基づく浄化槽保守点検業者の登録などの申請や浄化槽設置届出書などの届出につ

いて審査を行い、必要に応じて指導を行っている。

また、生活排水対策として、濁川流域の生活排水対策推進計画に定められた流域

地区（山城・玉諸・甲運・里垣・相川地区）及び公共下水道未整備地域を対象に

河川浄化の啓発に努めている。

ア 総合的啓発の推進

・合併処理浄化槽設置に対する補助金の交付を 件行った。

・浄化槽法定検査 条 の未受検者を対象に、訪問による受検指導を

件に対して行った。

イ 地区別啓発の推進

・濁川流域 地区（山城・玉諸・甲運・里垣・相川地区）のうち、山城地区を

中心に、単独処理浄化槽 件に対して生活排水対策についての啓発指導を

行うとともに、併せて浄化槽維持管理について立入調査を行い単独処理浄化

槽の適正管理を指導した。

ウ 甲府市一般廃棄物処理基本計画（生活排水処理基本計画）の策定

令和 年度は「生活排水処理基本計画」の最終年度に当たることから、甲

府市廃棄物減量等推進審議会において、本市の現状を把握し、これまでの取

り組みを検証するとともに、国の方針やＳＤＧｓの目標、各種計画、法律等

との整合性を図るなど、 回の審議会を開催し協議を行った結果、快適さを

実感できる生活環境を創出し、誰もが住み続けたいと思える「自然と調和し

た持続可能なまち」を目指した『未来へつなぐ、美しい清流を育むまち 甲

府』を基本理念と定め、令和 年度を最終年度として、「ごみ処理基本計

画」と「生活排水処理基本計画」を合わせた「甲府市一般廃棄物処理基本計

画」を令和 年 月に策定した。

（指摘）浄化槽定期検査の未受検

浄化槽は、微生物の働きを利用して汚水を処理する装置であり、微生物が活動しや

すい環境を保つように維持管理を行うことが求められるため、浄化槽法第 条は定

期検査を実施することを定めている。定期検査は主に保守点検及び清掃が適正に実

施され浄化槽の機能が正常に維持されているか否かを判断するために行うものであ

り、浄化槽管理者は毎年 回受検することになっている。

令和元年度における甲府市の 条検査受検率は、全体ベース（単独処理浄化槽含
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特 定 建 設 作 業
騒 音

振 動

大気汚染防止法

設 置

変 更 等

特定粉じん作業

ダイオキシン類対策

特別措置法

設 置

変 更 等

合 計

（出典：甲府市決算審査資料）
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表：令和 年度の特定施設及び特定建設作業の立入検査状況

（単位：件）

特定施設

区分
対象施設数

（年度末）
立入検査数 立会事業所の選別方法

騒音規制法 苦情の発生の都度

振動規制法 苦情の発生の都度

県条例 苦情の発生の都度

騒音 苦情の発生の都度

水質 苦情の発生の都度

大気 苦情の発生の都度

水質汚濁防止法 随時

土壌汚染対策法（指定区

域）

発生の都度

大気汚染防止法

ばい煙発生施設 立入測定計画

揮発性有機化合物排出施

設

立入測定計画

一般粉じん発生施設 立入測定計画

特定粉じん発生施設 立入測定計画

水銀排出施設 立入測定計画

ダイオキシン類対策特別措

置法

立入測定計画

特定建設作業

区分 届出数（年度） 立入検査数 立会事業所の選別方法

騒音 苦情の発生の都度

振動 苦情の発生の都度

特定粉じん排出等作業

区分 届出数（年度） 立入検査数 立会事業所の選別方法

特定粉じん排出等作業 （原則全数） 原則全数

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

特 定 建 設 作 業
騒 音

振 動

大気汚染防止法

設 置

変 更 等

特定粉じん作業

ダイオキシン類対策

特別措置法

設 置

変 更 等

合 計

（出典：甲府市決算審査資料）
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（ ）公害防止施設等設備資金の融資

市民の生活環境の保全を図るため、事業所等が公害を防止するための設備・施設

を整えるとき必要な資金の融資のあっせんと利子の補助（全額）を行う制度であ

る。

対象
甲府市内に有する工場・事業場等において公害防止施設等を

設置又は改善しようとする組合・法人・個人

融資限度額 組合 万円 その他（法人・個人） 万円

融資利率 ％（全額利子補給するため実質利率は ％）

融資期間（据置期間） ヶ月（ ヶ月）・元金均等返済方式

取扱金融機関 山梨中央銀行・甲府信用金庫・山梨信用金庫

（意見）公害防止施設等設備資金の融資の促進

予算の手当てについては、公害防止施設等設備資金の原資金として、融資額 万

円の 分の 相当の額 万円を預託金として予算確保している。

また、公害防止施設等設備資金融資制度について甲府市専用ウェブサイトにて公

表するほか、甲府市広報に掲載することにより甲府市民に周知している。

しかし、令和 年度及び令和元年度、実行が 件となっているため、引き続き当

該制度を周知し、利用の促進に努力されたい。

（ ）環境教育事業

ア 環境教育副読本の作成

甲府市の身近な環境問題や、地球環境問題に関する内容の副読本を作成し、市

内小学校の 年生全員に配付するとともに、市の主要施設に配置している。

イ 夏休み親子環境教室の開催

川底に生息している生き物（水生生物）を観察する夏休み親子環境教室は、そ

の川の水質状況を調べることにより、身近な水辺へのふれあいを深め環境保全の

大切さを学ぶことを目的として、市内小中学生の親子を対象に荒川上流域（昇仙

峡）において、毎年、夏休み期間中に開催している。

なお、令和 年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止並びに参加

者、関係者の方々の健康と安全面の確保を最優先とし、開催を中止している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（ ）十三市環境保全対策連絡協議会

十三市環境保全対策連絡協議会は、山梨県内十三市の環境保全事務担当者が相互

に連絡協調を図り、環境保全対策に関する調査研究を促進し、環境保全行政に寄与
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することを目的としている。令和 年度は、協議会総会を書面開催するとともに、

情報共有に努めることで環境保全対策に関して理解を深めている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（ ）甲府市環境監視員の活動

甲府市環境監視員は、「甲府市環境基本条例」の理念に基づき、市民自らが環境

の保全創造に努め、公害監視を行うとともに、不法投棄防止等の環境美化に関する

活動を行うことになっている。

なお、令和 年度の活動報告については次のとおりであり、関係機関等とも連携

するなかで、適正に対応を図っている。

表：甲府市環境監視員活動報告

（単位：件）

種 類 項 目 件 数

公害

水質汚濁

悪臭

騒音・振動

その他

不法投棄

雑草

その他

意見

提案

報告

合 計

（出典：甲府市決算審査資料）

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（ ）空間放射線量測定

甲府市における放射線の影響について、市民の安全・安心を確保することを目的に、

生活環境保全上の立場から、次のとおり空間放射線量を測定し、その結果を甲府市専

用ウェブサイト及び本庁舎掲示板で公表している。

測定地点として、放射線の影響を受けやすい子供たちが集まる保育所、小中学校等

の施設を中心に市内の公共施設 箇所を選定し、年 回（ 月、 月、 月、 月）、

（ ）公害防止施設等設備資金の融資

市民の生活環境の保全を図るため、事業所等が公害を防止するための設備・施設

を整えるとき必要な資金の融資のあっせんと利子の補助（全額）を行う制度であ

る。

対象
甲府市内に有する工場・事業場等において公害防止施設等を

設置又は改善しようとする組合・法人・個人

融資限度額 組合 万円 その他（法人・個人） 万円

融資利率 ％（全額利子補給するため実質利率は ％）

融資期間（据置期間） ヶ月（ ヶ月）・元金均等返済方式

取扱金融機関 山梨中央銀行・甲府信用金庫・山梨信用金庫

（意見）公害防止施設等設備資金の融資の促進

予算の手当てについては、公害防止施設等設備資金の原資金として、融資額 万

円の 分の 相当の額 万円を預託金として予算確保している。

また、公害防止施設等設備資金融資制度について甲府市専用ウェブサイトにて公

表するほか、甲府市広報に掲載することにより甲府市民に周知している。

しかし、令和 年度及び令和元年度、実行が 件となっているため、引き続き当

該制度を周知し、利用の促進に努力されたい。

（ ）環境教育事業

ア 環境教育副読本の作成

甲府市の身近な環境問題や、地球環境問題に関する内容の副読本を作成し、市

内小学校の 年生全員に配付するとともに、市の主要施設に配置している。

イ 夏休み親子環境教室の開催

川底に生息している生き物（水生生物）を観察する夏休み親子環境教室は、そ

の川の水質状況を調べることにより、身近な水辺へのふれあいを深め環境保全の

大切さを学ぶことを目的として、市内小中学生の親子を対象に荒川上流域（昇仙

峡）において、毎年、夏休み期間中に開催している。

なお、令和 年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止並びに参加

者、関係者の方々の健康と安全面の確保を最優先とし、開催を中止している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（ ）十三市環境保全対策連絡協議会

十三市環境保全対策連絡協議会は、山梨県内十三市の環境保全事務担当者が相互

に連絡協調を図り、環境保全対策に関する調査研究を促進し、環境保全行政に寄与
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地表面から 及び 地点の空間放射線量（マイクロシーベルト／時間）を測定し

ている。さらに、砂場がある場合においては、同様に測定を実施している。

令和 年度の測定結果は、一般空間の地上 で ～ マイクロシーベル

ト／時間、地上 で ～ マイクロシーベルト／時間、砂場の地上 で

～ マイクロシーベルト／時間、地上 で ～ マイクロシーベ

ルト／時間となっており、健康に影響が出るレベルの数値ではなかった。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

７ 甲府市浄化槽事業について

（１） 概要

水源地のある甲府市北部山間地域（千代田地区・能泉地区・宮本地区）における地

域住民の生活環境並びに公衆衛生の向上を図るとともに、健全な水環境、水循環を

構築するため、平成 年度から 年間で甲府市が主体となって、合併処理浄化槽の

新規設置並びに既存浄化槽寄附事業を実施した。

令和 年度の実績としては、本事業により整備された公設浄化槽 基及び寄附

を受けた浄化槽 基、合計 基の維持管理を行い、公共用水域における水質環境

の保全及び水循環の健全化に努めている。

（２） 歳入歳出

環境保全課（浄化槽事業特別会計）における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 使用料及び手数

料

他会計繰入金

その他

合計

歳出 委託料

需用費

給料

職員手当等

公債費

その他

合計

（出典：甲府市浄化槽事業特別会計決算総括表を基に作成）

42



令和 年度の委託料の主な歳出内容は公設浄化槽の清掃 千円及び公設浄化

槽の保守点検 千円となっている。

令和 年度の他会計繰入金のうち 千円は基準外繰入金（公債の元金及び利

子の補填以外の赤字補填）となっている。

（意見）公設浄化槽の使用料の見直し

甲府市下水道使用料は、平成 年 月 日以降「甲府市上下水道事業経営計画

」の事業内容、財政収支見通し等を総合的に勘案し、また、過年度に起債した高

金利の企業債の繰上償還の条件として、使用料総額について、改定率 ％の引き

上げをした。

その後、平成 年 月に甲府市浄化槽事業条例及び同施行規則が定められ、平成

年 月以降事業を開始しているが、その際、公設浄化槽の使用料は事業開始時に、

上記引き上げ後の甲府市下水道使用料、また、浄化槽法に基づいた管理費（清掃費、

保守点検費、法定検査費及び修繕費等）を勘案し決定され、以降は消費税等改定時に

使用料を改定している。

公設浄化槽の使用料は下水道使用料をベースとしているため現状消費税等の改定

以外に使用料の見直しはしていないが、今後下水道使用料の料金改定が検討される

際は、下水道使用料の見直しの幅及び浄化槽特別会計の今後の財政推計における基

準外繰入金（現在、令和 年度以降毎年 千円を推計している。）の妥当性を

考慮し公設浄化槽の使用料の見直しを検討することが必要と考える。

地表面から 及び 地点の空間放射線量（マイクロシーベルト／時間）を測定し

ている。さらに、砂場がある場合においては、同様に測定を実施している。

令和 年度の測定結果は、一般空間の地上 で ～ マイクロシーベル

ト／時間、地上 で ～ マイクロシーベルト／時間、砂場の地上 で

～ マイクロシーベルト／時間、地上 で ～ マイクロシーベ

ルト／時間となっており、健康に影響が出るレベルの数値ではなかった。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

７ 甲府市浄化槽事業について

（１） 概要

水源地のある甲府市北部山間地域（千代田地区・能泉地区・宮本地区）における地

域住民の生活環境並びに公衆衛生の向上を図るとともに、健全な水環境、水循環を

構築するため、平成 年度から 年間で甲府市が主体となって、合併処理浄化槽の

新規設置並びに既存浄化槽寄附事業を実施した。

令和 年度の実績としては、本事業により整備された公設浄化槽 基及び寄附

を受けた浄化槽 基、合計 基の維持管理を行い、公共用水域における水質環境

の保全及び水循環の健全化に努めている。

（２） 歳入歳出

環境保全課（浄化槽事業特別会計）における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 使用料及び手数

料

他会計繰入金

その他

合計

歳出 委託料

需用費

給料

職員手当等

公債費

その他

合計

（出典：甲府市浄化槽事業特別会計決算総括表を基に作成）
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Ⅲ 減量課

１ 主要な実施事業

⚫ ごみ減量と資源リサイクル事業

⚫ 一般廃棄物の処理方法等指導業務

⚫ 使用済自動車の再資源化事業者の登録・許可等

⚫ リサイクルプラザの管理運営

⚫ 明るくきれいなまちづくり基金事業

２ 歳入歳出の状況

減量課における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 使用料及び手数料

利子及び配当金

雑入

市債

合計

歳出 報償費

役務費

委託料

負担金補助及び交

付金

その他

合計

（出典：甲府市歳入歳出決算事項別明細書から集計）

令和 年度の雑入の主な内訳は、次のとおりである。

内訳 金額（千円）

指定ごみ袋等売払収入

甲府市リサイクルプラザ笛吹市負担分

その他

計

（出典：甲府市細節別歳入の概要から集計）

44



令和 年度の委託料の主な内訳は、次のとおりである。

内訳 金額（千円）

資源物の収集及び運搬業務委託

指定ごみ袋の作製・保管及び配送等業務委託

リサイクルプラザ指定管理業務委託

その他プラスチック製容器包装保管・破袋選

別・圧縮梱包業務委託

有価物回収に係る容器包装廃棄物の回収業務

委託

その他

計

（出典：甲府市委託料支出状況調書から集計）

令和 年度の負担金補助及び交付金の主な内訳は、次のとおりである。

内訳 金額（千円）

有価物回収事業補助金

リサイクル推進員連絡協議会補助金

生ごみ処理機器購入補助金

新型コロナウイルス感染症予防対策に伴う甲

府市一般廃棄物収集運搬業者等の個人防護具

購入費補助金

その他

計

（出典：甲府市補助費等支出状況調書から集計）

３ ごみ減量と資源リサイクル事業について

（１） 概要

減量課では、一般廃棄物の排出抑制及びごみ減量と資源リサイクルの推進を図る

ため、主に次の事業を実施している。

・有価物の回収

・資源物の回収

・容器包装廃棄物の回収

・ミックスペーパーの分別回収

・廃食油の回収

・遊休陶磁器製食器の回収

・使用済小型家電の回収

Ⅲ 減量課

１ 主要な実施事業

⚫ ごみ減量と資源リサイクル事業

⚫ 一般廃棄物の処理方法等指導業務

⚫ 使用済自動車の再資源化事業者の登録・許可等

⚫ リサイクルプラザの管理運営

⚫ 明るくきれいなまちづくり基金事業

２ 歳入歳出の状況

減量課における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 使用料及び手数料

利子及び配当金

雑入

市債

合計

歳出 報償費

役務費

委託料

負担金補助及び交

付金

その他

合計

（出典：甲府市歳入歳出決算事項別明細書から集計）

令和 年度の雑入の主な内訳は、次のとおりである。

内訳 金額（千円）

指定ごみ袋等売払収入

甲府市リサイクルプラザ笛吹市負担分

その他

計

（出典：甲府市細節別歳入の概要から集計）
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・使用済インクカートリッジの回収

・生ごみの減量化及び再資源化

・指定ごみ袋制度

・ごみ減量化に向けた取組の周知・啓発活動等

（２） ごみ減量化促進のための主な取り組みの沿革

年月日 事業等

昭和 年 月 有価物回収の実施

昭和 年 月 家庭における生ごみの減量・堆肥化促進のためのボカシ容器等の

購入補助制度創設

平成 年 月 牛乳パック回収開始

平成 年 月 資源物回収の実施

平成 年 月 リサイクル推進員制度を創設

平成 年 月 ＥＭボカシの無料交付

平成 年 月 ペットボトル回収開始

平成 年 月 甲府市リサイクルプラザ オープン

平成 年 月 生ごみの減量化等推進のため電気式処理機購入補助の実施

平成 年 月 可燃ごみの半透明又は透明袋での排出開始

平成 年 月 食品トレイ回収開始

平成 年 月 不燃ごみの半透明又は透明袋での排出開始

平成 年 月 その他紙類（紙箱・紙袋・包装紙）回収開始

平成 年 月 「ごみへらし隊」を編成し、出前講座を開始

平成 年 月 ミックスペーパー分別回収事業試行実施（市内 地区）

平成 年 月 使用済みインクカートリッジの回収開始

平成 年 月 ミックスペーパー回収地区拡大（市内 地区から市内 地区）

平成 年 月 中道・上九一色地区ミックスペーパー分別回収開始

平成 年 月 ミックスペーパー分別回収事業本格実施（市内全地区）

平成 年 月 公民館等施設において廃食油の拠点回収を実施

平成 年 月 生活系一般廃棄物について、指定ごみ袋制度を導入

平成 年 月 資源物ステーション開設（南部地区 市営城南団地敷地内）

平成 年 月 ミックスペーパー分別回収事業全地区毎週回収に拡大

平成 年 月 遊休陶磁器製食器回収事業試行実施

平成 年 月 生ごみ減量水切りチャレンジモニター事業実施

平成 年 月 遊休陶磁器製食器回収事業における回収方法を改善し試行実施

平成 年 月 資源物ステーション開設（東部地区 市営善光寺団地敷地内）
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平成 年 月 遊休陶磁器製食器回収事業における回収方法を改善し本稼働実

施

平成 年 月 ごみ減量強化月間として各種啓発事業の実施

平成 年 月 落葉の堆肥化事業の施行実施

平成 年 月 落葉特別収集開始

平成 年 月 資源物ステーション開設（西部地区 荒川自治会内）

平成 年 月 しんぶん・段ボール（平成 年 月～平成 年 月まで）

コンポスト無料配布

平成 年 月 使用済小型家電の回収開始

平成 年 月 プラスチック製容器包装の分別施行回収実施（市内 ルート及び

新田地区）

平成 年 月 プラスチック製容器包装の分別回収開始

平成 年 月 ごみ分別アプリの配信開始

（出典：環境行政の概要から一部抜粋）

（３） 有価物の回収

ア 概要

昭和 年 月から、甲府市自治会連合会の協力を得て、自治会等が自主的に取り

組む集団回収として有価物回収が開始された。回収品目は、金属類、びん類、紙類、

布類、有害再生物である。後述する「資源物の回収」と回収品目は同様であるが、収

集方法が異なる。有価物の回収では、地域住民が品目ごとに選別作業を行い、回収業

者に売却し、代金は、回収業者から自治会等に直接支払われる。

甲府市では、有価物回収を促進するため、自治会等に回収量 当たり 円の報

奨金を交付している。

また、甲府市資源回収協同組合と有価物回収に関する協定を締結し、「甲府市有価

物回収事業補助金交付要綱」に基づき、同組合に対し、補助金の交付を行っている。

補助金額は、有価物回収を行うことにより生じる収入総額Ａから支出総額Ｂを差し

引いた不足金額とし、予算の範囲内で交付される。

Ａ：（収入総額）

回収した品目を問屋等へ売却した金額＋甲府市からの容器設置業務委託料

Ｂ：（支出総額）

自治会へ支払った金額（買上金額）＋甲府市が必要と認めた事業経費

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、後述する「ウ

甲府市資源回収協同組合との取引について」（ 頁～ 頁）に関する事項を除き、問

題は検出されなかった。

・使用済インクカートリッジの回収

・生ごみの減量化及び再資源化

・指定ごみ袋制度

・ごみ減量化に向けた取組の周知・啓発活動等

（２） ごみ減量化促進のための主な取り組みの沿革

年月日 事業等

昭和 年 月 有価物回収の実施

昭和 年 月 家庭における生ごみの減量・堆肥化促進のためのボカシ容器等の

購入補助制度創設

平成 年 月 牛乳パック回収開始

平成 年 月 資源物回収の実施

平成 年 月 リサイクル推進員制度を創設

平成 年 月 ＥＭボカシの無料交付

平成 年 月 ペットボトル回収開始

平成 年 月 甲府市リサイクルプラザ オープン

平成 年 月 生ごみの減量化等推進のため電気式処理機購入補助の実施

平成 年 月 可燃ごみの半透明又は透明袋での排出開始

平成 年 月 食品トレイ回収開始

平成 年 月 不燃ごみの半透明又は透明袋での排出開始

平成 年 月 その他紙類（紙箱・紙袋・包装紙）回収開始

平成 年 月 「ごみへらし隊」を編成し、出前講座を開始

平成 年 月 ミックスペーパー分別回収事業試行実施（市内 地区）

平成 年 月 使用済みインクカートリッジの回収開始

平成 年 月 ミックスペーパー回収地区拡大（市内 地区から市内 地区）

平成 年 月 中道・上九一色地区ミックスペーパー分別回収開始

平成 年 月 ミックスペーパー分別回収事業本格実施（市内全地区）

平成 年 月 公民館等施設において廃食油の拠点回収を実施

平成 年 月 生活系一般廃棄物について、指定ごみ袋制度を導入

平成 年 月 資源物ステーション開設（南部地区 市営城南団地敷地内）

平成 年 月 ミックスペーパー分別回収事業全地区毎週回収に拡大

平成 年 月 遊休陶磁器製食器回収事業試行実施

平成 年 月 生ごみ減量水切りチャレンジモニター事業実施

平成 年 月 遊休陶磁器製食器回収事業における回収方法を改善し試行実施

平成 年 月 資源物ステーション開設（東部地区 市営善光寺団地敷地内）
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イ 実績

年度 実施自治会数 回収量（ ） 報奨金額（円）
回収事業者への

補助金（円）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

注１ （）内は、市内全自治会数。

注２ 回収量に「紙パック」「ペットボトル」「白色トレイ」は含まない。これらは、

容器包装廃棄物として別管理されている。

注３ 有価物のうち、「カレット」「自転車等」「その他紙製容器包装」は報奨金対象

外。

（注４）回収量が減少すると、回収に伴う収入が減少することから、回収事業者への

補助金は、増加傾向となる。

ウ 甲府市資源回収協同組合との取引について

甲府市資源回収協同組合とは、昭和 年 月 日に「中小企業等協同組合法」

に基づき設立された法人である。甲府市、南アルプス市、甲斐市、笛吹市、昭和町に

事業所を有し再生資源卸売業を営む事業者が組合員となり、一般廃棄物に属する資

源物の収集・運搬・処理に係る受託業務、甲府市有価物の回収業務、組合員事業に必

要な共同施設の運営・管理、組合員向け研修事業等を行っている（令和 年 月末時

点における組合員数： ）。

甲府市保有の環境センター内にあるなでしこ工房の一室が事務所となっている。

甲府市と甲府市資源回収協同組合との取引は次のとおりである。

（ア）甲府市有価物回収事業補助金

項目 補助金（甲府市単独補助金）

取引内容 ごみ減量運動を促進するために、甲府市と有価物回収に係る

協定を締結している甲府市資源回収協同組合の有価物回収に

携わっている組合員の経営基盤の安定と活性化を図ることを

目的として、補助金を交付している。

取引金額 令和 年度実績： 円
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（イ）新型コロナウイルス感染症予防対策に伴う甲府市一般廃棄物収集運搬事業者

等の個人防護具購入費補助金

項目 補助金（甲府市単独補助金）

取引内容 新型コロナウイルス感染症予防対策に伴う甲府市一般廃棄物

収集運搬業者及び委託業者が従業員のマスク等個人防護具を

購入した費用について、 台 万円を上限に補助金を交付し

ている。

取引金額 令和 年度実績： 円

（ウ）資源物の収集及び運搬業務委託

項目 委託（随意契約）

取引内容 資源物の収集及び運搬業務を委託している。

環境保全の重要性及び一般廃棄物処理の公共性から業務の確

実な履行を重視し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

条の 第 項及び同法施行令第 条の基準を満たし、迅速で

円滑な収集運搬業務を行うための設備を保有しているととも

に、収集区域や甲府市が定める一般廃棄物処理計画を熟知し

ていることから、随意契約となっている。

取引金額 令和 年度実績： 円

（エ）有価物回収に係る容器包装廃棄物の回収業務委託

項目 委託（随意契約）

取引内容 有価物回収の日に排出されたペットボトル及び食品用発泡ス

チロール製白色トレイの回収並びに甲府・峡東クリーンセン

ターへの搬入業務を委託している。

有価物回収に関する協定を結んでおり、当該業務を遂行でき

る業者は、甲府市資源回収協同組合のみであることから、随意

契約となっている。

取引金額 令和 年度実績： 円

（オ）有価物回収に係る回収用容器配置業務委託

項目 委託（随意契約）

取引内容 有価物回収を実施している自治会の集積場所への回収容器設

置業務を委託している。

有価物回収に関する協定を結んでおり、当該業務を遂行でき

る業者は、甲府市資源回収協同組合のみであることから、随意

イ 実績

年度 実施自治会数 回収量（ ） 報奨金額（円）
回収事業者への

補助金（円）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

注１ （）内は、市内全自治会数。

注２ 回収量に「紙パック」「ペットボトル」「白色トレイ」は含まない。これらは、

容器包装廃棄物として別管理されている。

注３ 有価物のうち、「カレット」「自転車等」「その他紙製容器包装」は報奨金対象

外。

（注４）回収量が減少すると、回収に伴う収入が減少することから、回収事業者への

補助金は、増加傾向となる。

ウ 甲府市資源回収協同組合との取引について

甲府市資源回収協同組合とは、昭和 年 月 日に「中小企業等協同組合法」

に基づき設立された法人である。甲府市、南アルプス市、甲斐市、笛吹市、昭和町に

事業所を有し再生資源卸売業を営む事業者が組合員となり、一般廃棄物に属する資

源物の収集・運搬・処理に係る受託業務、甲府市有価物の回収業務、組合員事業に必

要な共同施設の運営・管理、組合員向け研修事業等を行っている（令和 年 月末時

点における組合員数： ）。

甲府市保有の環境センター内にあるなでしこ工房の一室が事務所となっている。

甲府市と甲府市資源回収協同組合との取引は次のとおりである。

（ア）甲府市有価物回収事業補助金

項目 補助金（甲府市単独補助金）

取引内容 ごみ減量運動を促進するために、甲府市と有価物回収に係る

協定を締結している甲府市資源回収協同組合の有価物回収に

携わっている組合員の経営基盤の安定と活性化を図ることを

目的として、補助金を交付している。

取引金額 令和 年度実績： 円

49



契約となっている。

取引金額 令和 年度実績： 円

（カ）建物及び土地の行政財産目的外使用許可

項目 行政財産目的外使用許可（使用料免除）

取引内容 甲府市から委託される資源物回収業務及び有価物回収業務に

伴う事務処理及び回収車輛の駐車場として使用するため、甲

府市が保有するなでしこ工房 階（事務室として）及び車庫

棟（収集車 台分保管場所として）の使用許可を行っている。

甲府市行政財産使用料条例第 条第 号に基づき、使用料は

免除している。

（指摘）補助金の消費税仕入控除税額の報告・返還条項の未整備

「甲府市有価物回収事業補助金交付要綱」及び「新型コロナウイルス感染症予防対

策に伴う甲府市一般廃棄物収集運搬事業者等の個人防護具購入費補助金交付要綱」

に消費税仕入控除税額報告・返還に関する条項がない。

補助金の交付先である甲府市資源回収協同組合は、消費税課税事業者であり、補助

事業において支払った経費に含まれる消費税は、その全部又は一部が消費税申告の

際に納付する消費税額から控除される。そのため、当該消費税額について同組合に対

し、補助金と消費税減額分として二重に利益を与える結果となっている。

この仕組みについて、前提を単純化した以下の計算例を元に解説する。

【計算例】

（前提）

・補助金交付額

・補助事業費 （全額、課税仕入れと仮定すると消費税 ）

・組合全体で預かった消費税

・組合全体で支払った消費税 （うち、補助事業費の消費税 ）

◆消費税申告により税務署へ納付する金額（補助事業あり）

預かった消費税 － 支払った消費税 ＝

◆消費税申告により税務署へ納付する金額（補助事業なし）

預かった消費税 － 支払った消費税 ＝

⇒補助事業を行うことで補助事業を行わない場合と比較し、税務署へ納付する

消費税額が 円少なくなる。
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⇒補助金の交付金額 には、消費税分も含まれているにも関わらず、別途、

消費税の納付額が減額されることで、補助金交付先に対し二重に利益を与え

ている。

これを避けるために、補助金交付要綱で、補助事業完了後、消費税の申告により補

助事業に係る消費税について仕入税額控除が確定した場合、報告・返還する旨を定

め、当該金額について返還を受けるべきである。

【令和 年度返還額試算】

（甲府市有価物回収事業補助金）

円※１×10/110=5,630,768 円

（新型コロナウイルス感染症予防対策個人防具購入費補助金）

円※２×10/110=98,392 円

※１）甲府市資源回収協同組合の決算書における有価物回収費の金額。補助金対象

経費であり、消費税申告の際に、課税仕入れとして処理していることを、同組

合の担当者より、ヒアリングにて確認。

補助金交付金額 円との差額 円は間接経費分。

※２）補助金交付額と一致。全額課税仕入れ対象。

※３）甲府市資源回収協同組合は、「国、地方公共団体、公共・公益法人等の仕入

控除税額の計算の特例の対象となる事業者（いわゆる特定収入を調整する事

業者）」には該当しない。課税売上高 億円以下かつ課税売上割合が 以上

であることを決算書の閲覧及び担当者へのヒアリングにより確認し、全額、仕

入税額控除を行っている前提により、試算している。

（指摘）補助金の実績報告書の一部未提出

「甲府市有価物回収事業補助金交付要綱」第 条第 項に定める「有価物回収事

業の収支決算書」の提出を受けていなかった。

「有価物回収事業の収支決算書」は、補助金交付先である甲府市資源回収協同組合

における補助事業での収支を把握するための重要な書類であり、補助金交付要綱に

従い、提出を受ける必要がある。

（意見）行政財産目的外使用に伴う光熱水費の負担

甲府市資源回収協同組合を含む次の事業者（全 団体）に対し、甲府市が保有する

なでしこ工房及び車庫棟の一部について、甲府市行政財産使用料条例第 条第 号

に基づき、使用料を免除し、使用許可を与えている。

・甲府市資源回収協同組合

契約となっている。

取引金額 令和 年度実績： 円

（カ）建物及び土地の行政財産目的外使用許可

項目 行政財産目的外使用許可（使用料免除）

取引内容 甲府市から委託される資源物回収業務及び有価物回収業務に

伴う事務処理及び回収車輛の駐車場として使用するため、甲

府市が保有するなでしこ工房 階（事務室として）及び車庫

棟（収集車 台分保管場所として）の使用許可を行っている。

甲府市行政財産使用料条例第 条第 号に基づき、使用料は

免除している。

（指摘）補助金の消費税仕入控除税額の報告・返還条項の未整備

「甲府市有価物回収事業補助金交付要綱」及び「新型コロナウイルス感染症予防対

策に伴う甲府市一般廃棄物収集運搬事業者等の個人防護具購入費補助金交付要綱」

に消費税仕入控除税額報告・返還に関する条項がない。

補助金の交付先である甲府市資源回収協同組合は、消費税課税事業者であり、補助

事業において支払った経費に含まれる消費税は、その全部又は一部が消費税申告の

際に納付する消費税額から控除される。そのため、当該消費税額について同組合に対

し、補助金と消費税減額分として二重に利益を与える結果となっている。

この仕組みについて、前提を単純化した以下の計算例を元に解説する。

【計算例】

（前提）

・補助金交付額

・補助事業費 （全額、課税仕入れと仮定すると消費税 ）

・組合全体で預かった消費税

・組合全体で支払った消費税 （うち、補助事業費の消費税 ）

◆消費税申告により税務署へ納付する金額（補助事業あり）

預かった消費税 － 支払った消費税 ＝

◆消費税申告により税務署へ納付する金額（補助事業なし）

預かった消費税 － 支払った消費税 ＝

⇒補助事業を行うことで補助事業を行わない場合と比較し、税務署へ納付する

消費税額が 円少なくなる。
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・甲府市環境事業協業組合

・甲府市廃棄物協業組合

・甲府市廃棄物事業協同組合

・全日本同和会山梨県連合会

・甲府同和事業推進委員会

使用に伴い発生する水道代、電気代、ガス代について、甲府市が負担し、使用者に

対して請求していない。これらの実費相当額について、甲府市において負担する根拠

はなく、公平性の観点から使用者に請求を行うべきである。

また、他の地方公共団体では、公有財産規程等に「行政財産を目的外使用すること

に伴い発生する光熱水費等について、使用者の負担とする」旨を明記しているケース

もあるが、甲府市においては、光熱水費の取扱いを定めていない。他の地方公共団体

の例を参考に、光熱水費の取扱いについて、条例・規程等に明記することも検討され

たい。

※なお、担当課は総務課となるので、同課において検討されたい。

（４） 資源物の回収

ア 概要

平成 年 月から、有価物回収を実施していない自治会や、有価物回収日に排出

できなかった市民のために、行政による資源物の回収を実施している。

回収品目は、金属類、びん類、紙類、布類、有害再生物であり、前述した「有価物

の回収」と回収品目は同様であるが、行政による回収となるため、有価物と異なり報

奨金の交付はない。

資源物の回収業務は、 頁に記載の甲府市資源回収協同組合に委託しており、月

１回、地区ごとに回収している。

また、回収のほか、市民から直接、甲府・峡東クリーンセンターに持ち込まれる場

合もある。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出さ

れなかった。

イ 実績

年度

回収量（ ） 回収事業者への

収集運搬委託料

（円）
委託回収量 直接搬入量 合計

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）
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（５） 容器包装廃棄物の回収

ア 概要

・紙パックの回収

紙パックは、再生原料とされる紙類の中でも品質が良いことから、その他紙製容器

包装とは区別し、平成 年 月から、有価物及び資源物の回収日に紙パックの回収

を実施している。また、少量ではあるが、有価物回収及び資源物回収のほか、協力団

体（ 、子ども会、集合住宅管理組合等）による回収も実施されている。

甲府市では、紙パックの回収を促進するため、有価物回収の場合、回収量 当た

り 円の報奨金を交付している。

・ペットボトルの回収

ペットボトルは、容器包装リサイクル法が平成 年 月から施行されたことに伴

い、同月から、有価物及び資源物の回収日にペットボトルの回収を実施している。

・食品用白色トレイの回収

食品用白色トレイは、容器包装リサイクル法が平成 年 月に完全施行され、そ

れまで分別収集が猶予されていた「その他紙類とその他プラスチック類」が回収の対

象品目となったことから、同月から、有価物及び資源物の回収日に食品用白色トレイ

の回収を実施している。

・プラスチック製容器包装の回収

プラスチック製容器包装は、平成 年 月から、更なる資源の有効活用及び環境

負荷の軽減を目的とし、市内全域で毎週土曜日にプラスチック製容器包装の回収を

実施している。回収業務は、有価物及び資源物の回収フローとは異なり、可燃ごみ収

集運搬業務と合わせて委託している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

イ 実績

・紙パックの回収

年度
回収量（ ） 報奨金額

（円）有価物回収 資源物回収 団体回収 合計

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：環境行政の概要を基に作成）

・甲府市環境事業協業組合

・甲府市廃棄物協業組合

・甲府市廃棄物事業協同組合

・全日本同和会山梨県連合会

・甲府同和事業推進委員会

使用に伴い発生する水道代、電気代、ガス代について、甲府市が負担し、使用者に

対して請求していない。これらの実費相当額について、甲府市において負担する根拠

はなく、公平性の観点から使用者に請求を行うべきである。

また、他の地方公共団体では、公有財産規程等に「行政財産を目的外使用すること

に伴い発生する光熱水費等について、使用者の負担とする」旨を明記しているケース

もあるが、甲府市においては、光熱水費の取扱いを定めていない。他の地方公共団体

の例を参考に、光熱水費の取扱いについて、条例・規程等に明記することも検討され

たい。

※なお、担当課は総務課となるので、同課において検討されたい。

（４） 資源物の回収

ア 概要

平成 年 月から、有価物回収を実施していない自治会や、有価物回収日に排出

できなかった市民のために、行政による資源物の回収を実施している。

回収品目は、金属類、びん類、紙類、布類、有害再生物であり、前述した「有価物

の回収」と回収品目は同様であるが、行政による回収となるため、有価物と異なり報

奨金の交付はない。

資源物の回収業務は、 頁に記載の甲府市資源回収協同組合に委託しており、月

１回、地区ごとに回収している。

また、回収のほか、市民から直接、甲府・峡東クリーンセンターに持ち込まれる場

合もある。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出さ

れなかった。

イ 実績

年度

回収量（ ） 回収事業者への

収集運搬委託料

（円）
委託回収量 直接搬入量 合計

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）
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・ペットボトルの回収

年度
回収量（ ） 回収委託料

（円）有価物回収 資源物回収 合計

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：環境行政の概要を基に作成）

・食品用白色トレイの回収

年度
回収量（ ） 回収委託料

（円）有価物回収 資源物回収 合計

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：環境行政の概要を基に作成）

・プラスチック製容器包装の回収

年度 回収量（ ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

注１ 可燃ごみ収集運搬業務に含めて委託を行っているため、プラスチック製容

器包装のみの回収委託料は不明。

（６） ミックスペーパーの分別回収

ア 概要

平成 年 月から、可燃ごみの約 割を占める雑紙類をミックスペーパーとし

て、全市域で分別回収を開始し、平成 年 月から隔週を毎週回収に拡大した。

回収業務は、有価物及び資源物の回収フローとは異なり、可燃ごみ収集運搬業務

と合わせて委託している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。
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イ 実績

年度 回収量（ ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：環境行政の概要を基に作成）

（７） 廃食油の回収

ア 概要

平成 年 月から、奇数月に公民館等（ 箇所）において、家庭で不用になった

食用油（廃食油）の回収を開始し、排出量と利便性向上のため、回収場所を順次増

設している。平成 年度には回収場所が 箇所に拡大している。また、平成 年

度から、回収頻度を毎月回収に改めている。

回収した油は家畜用飼料として再利用している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

イ 実績

年度 回収量（ℓ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

（８） 遊休陶磁器製食器の回収

ア 概要

平成 年 月から、家庭にある遊休陶磁器製食器の有効活用を目的に、陶磁器製

食器の回収を実施している。回収した食器は、毎年 月に開催している「環境リサ

イクルフェア」において「もってけ市」と銘打ち市民に無料頒布している。

また、平成 年 月から割れたり欠けたりしたものも回収し、再生食器の原材

料として陶磁器の生産地である岐阜県土岐市に搬送している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

・ペットボトルの回収

年度
回収量（ ） 回収委託料

（円）有価物回収 資源物回収 合計

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：環境行政の概要を基に作成）

・食品用白色トレイの回収

年度
回収量（ ） 回収委託料

（円）有価物回収 資源物回収 合計

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：環境行政の概要を基に作成）

・プラスチック製容器包装の回収

年度 回収量（ ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

注１ 可燃ごみ収集運搬業務に含めて委託を行っているため、プラスチック製容

器包装のみの回収委託料は不明。

（６） ミックスペーパーの分別回収

ア 概要

平成 年 月から、可燃ごみの約 割を占める雑紙類をミックスペーパーとし

て、全市域で分別回収を開始し、平成 年 月から隔週を毎週回収に拡大した。

回収業務は、有価物及び資源物の回収フローとは異なり、可燃ごみ収集運搬業務

と合わせて委託している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。
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イ 実績

年度
持込件数

件

回収量

（ ）

リユース

（ ）

リサイクル

（ ）

不適合物

（ ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

（９） 使用済小型家電の回収

ア 概要

平成 年 月から、廃棄される小型家電に含まれる有用金属を再生利用するこ

とを目的に、使用済小型家電の分別回収を実施している。

市役所本庁舎を含む市内 箇所に回収ボックスを設置し、携帯電話やビデオカ

メラなど、小型家電回収ボックスの投入口に入る小型家電を回収している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

イ 実績

年度 回収量（ ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

（１０） 使用済インクカートリッジの回収

ア 概要

平成 年 月から、リサイクルを目的に、使用済インクカートリッジの分別回

収を実施している。

市役所本庁舎を含む市内 箇所に回収ボックスを設置し、回収している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。
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イ 実績

年度 回収量（個）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

（１１） 生ごみの減量化及び再資源化

ア 概要

家庭における生ごみの減量及び堆肥化を推進するため、以下の事業を実施してい

る。

・生ごみ処理機器の購入補助

昭和 年 月から、ボカシ容器及びコンポスターの購入補助（限度額 円）

を開始し、平成 年 月から、電気式処理機の購入補助（限度額 円）を実施

している。また、平成 年 月から容器式 円、電気式 円へ補助限度額

を引き上げ、平成 年 月から容器式 円、電気式 円へ補助限度額の

引き上げを行った。

・ ボカシの無料交付

平成 年 月から、生ごみの減量化と堆肥化を目的に結成された登録団体を対象

として、生ごみ発酵促進剤 ボカシを無料交付し、平成 年 月から登録団体だ

けでなく、一般世帯へも無料交付している

・しんぶんコンポストの無料交付

平成 年 月から、生ごみの堆肥化が家庭で気軽にできるしんぶんコンポスト

を無料交付している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、後述する「ウ

生ごみ処理機器補助金について」（ 頁～ 頁）に関する事項を除き、問題は検出さ

れなかった。

イ 実績

・生ごみ処理機器の購入補助

年度

ボカシ容器等 電気式処理機

補助件数

（台）

補助金額

（円）

補助件数

（台）

補助金額

（円）

平成 年度

イ 実績

年度
持込件数

件

回収量

（ ）

リユース

（ ）

リサイクル

（ ）

不適合物

（ ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

（９） 使用済小型家電の回収

ア 概要

平成 年 月から、廃棄される小型家電に含まれる有用金属を再生利用するこ

とを目的に、使用済小型家電の分別回収を実施している。

市役所本庁舎を含む市内 箇所に回収ボックスを設置し、携帯電話やビデオカ

メラなど、小型家電回収ボックスの投入口に入る小型家電を回収している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

イ 実績

年度 回収量（ ）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

（１０） 使用済インクカートリッジの回収

ア 概要

平成 年 月から、リサイクルを目的に、使用済インクカートリッジの分別回

収を実施している。

市役所本庁舎を含む市内 箇所に回収ボックスを設置し、回収している。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

57



令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料）

・ ボカシの無料交付

年度
登録団体数

（件）

会員世帯数

（件）

交付実数

（袋）

製造委託料

（円）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料）

・しんぶんコンポストの無料交付

年度

新聞コンポスト 基材のみ

交付実数

（個）

製造委託料

（円）

交付実数

（個）

製造委託料

（円）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料）

ウ 生ごみ処理機器補助金について

「甲府市生ごみ処理機器購入補助金交付要綱」に従い、生ごみ処理機器の購入補助を

行っている。

【補助対象者】

一般家庭用に生ごみ処理機器を購入した甲府市民（事業所での使用は補助対象外）

【補助金額】

電気式生ごみ処理機器・・・購入金額（税込）の 分の （補助上限額 円）

容器式生ごみ処理機器・・・購入金額（税込）の 円までは全額

円を超えた部分は 分の（補助上限額 円）

【計算例】電気式生ごみ処理機器 円（税込）を購入したケース

円× 円⇒ 円（ 円未満は切り捨て）

（指摘）生ごみ処理機器補助金の交付金額誤り

令和 年度の実績報告（ボカシ等容器 件、電気式生ごみ処理機器 件）のう

ち、 件につき、電気式生ごみ処理機器の補助金の交付金額に誤りがあった。
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購入金額 円、補助金額 円とすべきところ、補助金申請書において、

購入金額 円、補助金額 円と記載されており、修正されることなく、

円多額に補助金が交付されていた。

補助金申請書及び添付の提出書類の確認を徹底されたい。

（１２） 指定ごみ袋制度

ア 概要

家庭系一般廃棄物の排出抑制を図り、資源リサイクルを推進するため、平成 年

月から指定ごみ袋制度を導入している。

なお、指定ごみ袋制度とは、市がごみ袋の材質、大きさや色、袋に印刷する文字

などを定め、ごみの排出時に、市が指定するごみ袋を使用する制度である。この制

度には、次の 種類があり、甲府市の指定ごみ袋制度は指定袋制度をさし、いわゆ

る有料化とは異なる。

制度 概要

指定袋制度

市が、ごみ袋の材質などの規格を定めて、使用されるごみ袋

を指定する制度である。

ごみ処理手数料は上乗せせずに販売される。一般的に、販売

価格は市場価格（小売店が決定する）となる。

ごみ有料化制度

市が、ごみ袋の規格を定めたうえ、ごみ袋の価格に、ごみ処

理手数料（収集、運搬及び処分に係る費用）をプラスして販

売し、売上げの一部が市の収入となる制度である。（ごみ袋

の価格を市が決定する）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料）

・ ボカシの無料交付

年度
登録団体数

（件）

会員世帯数

（件）

交付実数

（袋）

製造委託料

（円）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料）

・しんぶんコンポストの無料交付

年度

新聞コンポスト 基材のみ

交付実数

（個）

製造委託料

（円）

交付実数

（個）

製造委託料

（円）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料）

ウ 生ごみ処理機器補助金について

「甲府市生ごみ処理機器購入補助金交付要綱」に従い、生ごみ処理機器の購入補助を

行っている。

【補助対象者】

一般家庭用に生ごみ処理機器を購入した甲府市民（事業所での使用は補助対象外）

【補助金額】

電気式生ごみ処理機器・・・購入金額（税込）の 分の （補助上限額 円）

容器式生ごみ処理機器・・・購入金額（税込）の 円までは全額

円を超えた部分は 分の（補助上限額 円）

【計算例】電気式生ごみ処理機器 円（税込）を購入したケース

円× 円⇒ 円（ 円未満は切り捨て）

（指摘）生ごみ処理機器補助金の交付金額誤り

令和 年度の実績報告（ボカシ等容器 件、電気式生ごみ処理機器 件）のう

ち、 件につき、電気式生ごみ処理機器の補助金の交付金額に誤りがあった。
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イ 指定ごみ袋販売店関連事務の流れ

（出典：甲府市指定ごみ袋等登録販売店手引き）

ウ 実績

家庭系ごみ排出量の推移

年度 可燃ごみ（ ） 前年度比（ ） 不燃ごみ（ ） 前年度比（ ）

元

２

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

注１ 令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、在宅の機会が増え、

家庭系ごみ排出量が増加した。

エ ごみ有料化の検討について

（意見）ごみ有料化の検討

甲府市では、ごみ処理手数料を徴収しない指定袋制度を採用している。

しかし、廃棄物処理法第 条の 第 項の規定に基づく基本方針において、国

全体の施策の方針として一般廃棄物処理の有料化を推進するべきことが明確化され

ている。

甲府市においても、排出抑制、資源リサイクルの推進、排出量に応じた負担の公平

化、市民の意識改革、財政負担の軽減という観点から、ごみ処理手数料を上乗せした
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指定ごみ袋（ごみ有料化）の導入を検討されたい。

オ ごみ処理原価計算について

一般廃棄物の処理に関する事業が社会経済的に効率よい事業となるようにする

ためには、適切なごみ処理原価の算定、分析が重要である。また、ごみ有料化導入

にあたっては、より市民への情報提供が求められる。

ごみ処理原価の算定に関する標準的な規則としては、次のものがある。

・改訂一般廃棄物会計基準（令和 年 月公表） 環境省

・一般廃棄物会計基準（平成 年 月公表） 環境省

・廃棄物処理事業原価計算の手引き（昭和 年公表）（社）全国都市清掃会議

・市町村の独自方法

各基準の特徴は、次のとおりである。

（出典：環境省 一般廃棄物会計基準及び有料化の手引き改訂について）

イ 指定ごみ袋販売店関連事務の流れ

（出典：甲府市指定ごみ袋等登録販売店手引き）

ウ 実績

家庭系ごみ排出量の推移

年度 可燃ごみ（ ） 前年度比（ ） 不燃ごみ（ ） 前年度比（ ）

元

２

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

注１ 令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、在宅の機会が増え、

家庭系ごみ排出量が増加した。

エ ごみ有料化の検討について

（意見）ごみ有料化の検討

甲府市では、ごみ処理手数料を徴収しない指定袋制度を採用している。

しかし、廃棄物処理法第 条の 第 項の規定に基づく基本方針において、国

全体の施策の方針として一般廃棄物処理の有料化を推進するべきことが明確化され

ている。

甲府市においても、排出抑制、資源リサイクルの推進、排出量に応じた負担の公平

化、市民の意識改革、財政負担の軽減という観点から、ごみ処理手数料を上乗せした
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また、環境省が公表している平成 年度における各会計基準の導入状況は、次

のとおりである。

（出典：環境省 一般廃棄物会計基準及び有料化の手引き改訂について）

甲府市では、全国都市清掃会議で取りまとめた「廃棄物処理事業原価計算の手引

き」を参考に本市独自の分析方法を加味しているが、その具体的な算定方法は、規

則等で明確になっておらず、過去の計算結果から、毎年、ごみ処理原価を算定して

いる。

（意見）ごみ処理原価の算定方法の見直し

ごみ処理原価の算定方法について、甲府市の独自方法を採用している。

算定方法について、ごみ処理原価の適切な把握、他市町村との比較可能性を確保す

る観点等から、環境省が公表している一般廃棄物会計基準に基づく算定方法を採用

することを検討すべきである。

※なお、担当課は総務課となるので、同課において検討されたい。

カ ごみ排出量の集計方法について

（意見）ごみ排出量の集計方法の見直し

ごみ排出量の集計方法が複雑化している。
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平成 年度よりごみ処理業務が、甲府市環境センター附属焼却工場及び附属破砕

工場から甲府・峡東クリーンセンターに移行されたが、移行前の分類に合わせ、ごみ

排出量集計の際に複数の調整を行っている。

例えば、現在、同センターから報告される可燃性粗大ごみについて、以前は不燃ご

みであったが、現在はごみ処理能力向上により、可燃ごみとして処理されている。し

かし、過年度の実績との比較可能性を考慮し、作成する様々な報告書類の中では、不

燃ごみとして集計している。

また、家庭からの持込ごみについては、同センターからの報告結果とは別に、一定

の仮定を設けて、可燃ごみと不燃ごみに按分計算を行っている。

調整や按分計算により、集計方法が複雑化しており、集計計算を誤るリスクが高

くなっている。ごみ排出量について、同センターからの報告書に従い、実態に合わ

せて集計を行うことを検討されたい。

過年度の実績との比較は、現在の排出量を調整するのではなく、過去の排出量を

一定の仮定をおいて調整することで可能であると考えられる。

（指摘）ごみ排出量の集計誤り

平成 年 月に公表している「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」における平成

年度の総排出量（実績） ｔには、笛吹市（御坂、一宮、八代、境川、芦川

の 町の可燃ごみ）、甲州市（塩山地区生活系の可燃ごみ）、石和町（可燃ごみ、不燃

ごみ、資源ごみ、事業系ごみ）の排出量が誤って含まれていた。

平成 年度の実績は、目標総排出量の算定基礎にもなっているため、「一般廃棄

物（ごみ）処理基本計画」で設定した令和 年度の目標総排出量が高く算定されてい

る。

計画を策定する際の目標値や元となる数値について、ダブルチェックを行うなど、

慎重に確認すべきである。

（１３） ごみ減量化に向けた取組の周知・啓発活動等

ア 概要

・ごみへらし隊

平成 年 月から職員により「ごみへらし隊」を組織し、幼稚園・保育所から大

学までの教育機関や自治会等の各種団体を対象に、ごみ減量等をテーマとした出前

講座（ごみ減量
へ ら

しま専科
せ ん か

）を行うとともに、ペットボトルや紙製包装容器などを利用

したエコ工作を通して、楽しみながらごみのリサイクルや分別方法の周知、啓発を行

っている。

また、生ごみの水切り方法やプラスチック製容器包装の分別方法等について、わか

りやすく解説した動画を作製し、 で公開している。

また、環境省が公表している平成 年度における各会計基準の導入状況は、次

のとおりである。

（出典：環境省 一般廃棄物会計基準及び有料化の手引き改訂について）

甲府市では、全国都市清掃会議で取りまとめた「廃棄物処理事業原価計算の手引

き」を参考に本市独自の分析方法を加味しているが、その具体的な算定方法は、規

則等で明確になっておらず、過去の計算結果から、毎年、ごみ処理原価を算定して

いる。

（意見）ごみ処理原価の算定方法の見直し

ごみ処理原価の算定方法について、甲府市の独自方法を採用している。

算定方法について、ごみ処理原価の適切な把握、他市町村との比較可能性を確保す

る観点等から、環境省が公表している一般廃棄物会計基準に基づく算定方法を採用

することを検討すべきである。

※なお、担当課は総務課となるので、同課において検討されたい。

カ ごみ排出量の集計方法について

（意見）ごみ排出量の集計方法の見直し

ごみ排出量の集計方法が複雑化している。
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・食品ロスへの対策

市教育委員会と連携して、小学校給食の調理残菜や食べ残し等の堆肥化を促進す

ることにより、環境教育や食育の推進に繋げるとともに、子どもを通して家庭ごみを

削減する必要性や資源リサイクルへの意識の醸成を図っている。

また、食品ロス削減啓発ポスターを作成し、公民館等に掲示することにより、幅広

く市民に向けた周知、啓発を行っている。

・ごみ分別アプリの配信

平成 年 月から、ごみの分別方法、収集日等を簡単な操作で確認することがで

きる「甲府市ごみ分別アプリ」を配信している。

配信開始から令和 年 月末までの累計ダウンロード数は 件である。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

４ 一般廃棄物の処理方法等指導業務

（１） 概要

事業活動により生じる一般廃棄物が家庭系ごみの集積所に排出されることを防止

するため、事業系一般廃棄物適正処理の事業所調査指導マニュアルを作成し、中小

規模事業者へ訪問調査を行うとともに、不適正排出事業者への周知と指導を行って

いる。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（２） 実績

内容 件数

適正排出の指導

業者（市指定業者）による回収

事業者が甲府・峡東クリーンセンターへ持込む

啓発チラシをポスティング

事業者が所在不明

その他

合計

（出典：令和 年度 事業所訪問調査指導実績）
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５ 使用済自動車の再資源化事業者の登録・許可等

（１） 概要

使用済自動車の不法投棄や不適正排出を防止し、リサイクルや適正処理を図るた

め、自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）に基づき、引

取業及びフロン類回収業の登録、解体業及び破砕業の許可を行っている。

これらの登録・許可業務は、令和元年度の中核市移行により、山梨県から委譲され

た業務である。

令和元年度、令和 年度においては減量課が所管していたが、令和 年度以降は、

廃棄物対策課に所管替えされている。

再資源化

事業者

登録

許可
役割

引取業者 登録
自動車の最終所有者から使用済自動車を引取り、フロン類回

収業者または解体業者に引き渡す。

フロン類

回収業者
登録

カーエアコンのフロン類を適正に回収し、自動車メーカー・

輸入業者へ引き渡す。

解体業者 許可
使用済自動車の解体を適正に行い、エアバッグ類を回収し、

自動車メーカー・輸入業者へ引き渡す。

破砕業者 許可

解体自動車（廃車ガラ）の破砕（プレス・せん断処理、シュ

レッディング）を適正に行い、シュレッダーダスト（クルマ

の解体・破砕後に残る老廃物）を自動車メーカー・輸入業者

へ引き渡す。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（２） 実績

・引取業者

年度 新規 更新 変更 廃棄等
登録事業者数

（年度末時点）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

・食品ロスへの対策

市教育委員会と連携して、小学校給食の調理残菜や食べ残し等の堆肥化を促進す

ることにより、環境教育や食育の推進に繋げるとともに、子どもを通して家庭ごみを

削減する必要性や資源リサイクルへの意識の醸成を図っている。

また、食品ロス削減啓発ポスターを作成し、公民館等に掲示することにより、幅広

く市民に向けた周知、啓発を行っている。

・ごみ分別アプリの配信

平成 年 月から、ごみの分別方法、収集日等を簡単な操作で確認することがで

きる「甲府市ごみ分別アプリ」を配信している。

配信開始から令和 年 月末までの累計ダウンロード数は 件である。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

４ 一般廃棄物の処理方法等指導業務

（１） 概要

事業活動により生じる一般廃棄物が家庭系ごみの集積所に排出されることを防止

するため、事業系一般廃棄物適正処理の事業所調査指導マニュアルを作成し、中小

規模事業者へ訪問調査を行うとともに、不適正排出事業者への周知と指導を行って

いる。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（２） 実績

内容 件数

適正排出の指導

業者（市指定業者）による回収

事業者が甲府・峡東クリーンセンターへ持込む

啓発チラシをポスティング

事業者が所在不明

その他

合計

（出典：令和 年度 事業所訪問調査指導実績）
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・フロン類回収業者

年度 新規 更新 変更 廃棄等
登録事業者数

（年度末時点）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

・解体業者

年度 新規 更新 変更 廃棄等
許可事業者数

（年度末時点）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

・破砕業者

年度 新規 更新 変更 廃棄等
許可事業者数

（年度末時点）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

６ リサイクルプラザの管理運営

（１） 概要

甲府市リサイクルプラザは、限りある資源を有効に活用する廃棄物循環型社会を

実現することを目的に、平成 年 月に開館した環境総合教育施設である。

開館から平成 年度までは隣接した環境センター附属焼却工場から発生した予熱

を熱源として利用し、同施設の目的を果たしていたが、平成 年 月から、環境セ

ンター附属焼却工場は稼働を停止し、熱源を都市ガスに切り替えている。

また、同施設は、温水プール、浴室、トレーニング室及び体育館等を有することか

ら、市民の健康増進を図ることを目的とした健康増進施設でもある。

施設の管理業務については、平成 年 月から甲府市施設管理協会に委託してい

たが、平成 年度から指定管理者制度を導入し、平成 年度まで同協会を指定管

理者として、管理運営を委託してきた。平成 年度からは、公募により、民間事業

者を指定管理者に指定し、管理運営を委託している。
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（２） リサイクルプラザの利用状況

年度 開館日
利用者（人）

有料 有料体育館 無料 視察見学者 総数

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

注１ 令和 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、休館日が多く、利

用者も大幅に減少した。

（３） 指定管理者における物品・備品の管理について

甲府市リサイクルプラザ管理運営業務仕様書において、指定管理者の備品管理業務

に関して「・・・新規購入、廃棄等変更が生じた場合は、即時備品台帳に反映し管

理するものとします。」との記載があり、指定管理者は、備品台帳の管理義務を有す

るものである。

（指摘）指定管理者における物品・備品の管理の不備

甲府市リサイクルプラザの物品・備品について、「備品台帳」と現物を確認したと

ころ、保管場所の変更、新規購入、廃棄等の情報の更新がなされていなかった。

また、指定管理者が持ち込んだ備品と、甲府市所有の備品が混在して設置されてい

るが、シール等が貼付されず、どちらの所有とすべきものであるか客観的に判別でき

ない状況となっている。

さらに、毎年度、物品・備品の棚卸も行われていない。

指定管理者に対し、物品・備品の管理状況の改善指示を行うべきである。

（４） 指定管理者に対するモニタリングについて

指定管理者が、基本協定、年度協定、条例及び関連法令のほか募集要項及び提案書

の内容を満たすサービスの提供を行っていることを確認するため、企画部が作成し

た「指定管理者モニタリング実施マニュアル」に基づき、指定管理者に対するモニ

タリングを行っている。

全庁的に採用されている方法であり、次のフローにより実施されている。

・フロン類回収業者

年度 新規 更新 変更 廃棄等
登録事業者数

（年度末時点）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

・解体業者

年度 新規 更新 変更 廃棄等
許可事業者数

（年度末時点）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

・破砕業者

年度 新規 更新 変更 廃棄等
許可事業者数

（年度末時点）

令和元年度

令和 年度

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

６ リサイクルプラザの管理運営

（１） 概要

甲府市リサイクルプラザは、限りある資源を有効に活用する廃棄物循環型社会を

実現することを目的に、平成 年 月に開館した環境総合教育施設である。

開館から平成 年度までは隣接した環境センター附属焼却工場から発生した予熱

を熱源として利用し、同施設の目的を果たしていたが、平成 年 月から、環境セ

ンター附属焼却工場は稼働を停止し、熱源を都市ガスに切り替えている。

また、同施設は、温水プール、浴室、トレーニング室及び体育館等を有することか

ら、市民の健康増進を図ることを目的とした健康増進施設でもある。

施設の管理業務については、平成 年 月から甲府市施設管理協会に委託してい

たが、平成 年度から指定管理者制度を導入し、平成 年度まで同協会を指定管

理者として、管理運営を委託してきた。平成 年度からは、公募により、民間事業

者を指定管理者に指定し、管理運営を委託している。

67



（出典：甲府市指定管理者モニタリング実施マニュアル）

このうち、月例モニタリングについては、指定管理者が基本協定書の規定により提

出する月例業務報告書に基づき、業務報告書の内容、実際の業務の状況について「指

定管理者モニタリングチェックシート」を活用し、業務遂行状況の確認を行ってい

る。

月例モニタリングの結果、指定管理者の業務が適切に行われていないと認めた場合

は、速やかに報告の要求又は調査を行い、必要な場合は文書にて改善期日を定め改

善勧告を行う。

指定管理者モニタリングチェックシートの結果は、甲府市の でも公表されてい

る。

指
定
の
取
り
消
し
等

指
定
管
理
料
の
支
払

業

務

の

継

続

随時モニタリング

改善指示

履行確認

（業務委託完了届）

月例モニタリング

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

四半期ごと

「指定管理者モニタリングチェックシート」を活用
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（甲府市 に公表されている指定管理者モニタリングチェックシート）

（意見）指定管理者に対する月例モニタリング項目の検討

甲府市リサイクルプラザの指定管理者に対し行う月例モニタリングは、「指定管理

者モニタリング実施マニュアル」に定める「指定管理者モニタリングシート」を使用

している。「指定管理者モニタリングシート」は、計 項目の確認事項があるが、月

例モニタリング時に確認していない項目も存在する。確認していない項目について

も、モニタリングシートの適否欄には「〇」が記載されており、毎月、確認している

かのような記載となっている。

モニタリング項目について項目自体の必要性、効果的かつ効率的な確認頻度を検

討し、甲府市リサイクルプラザの規模や実態にあった実行性のあるモニタリングシ

ートを用いて、月例モニタリングを実施することを検討されたい。

（出典：甲府市指定管理者モニタリング実施マニュアル）

このうち、月例モニタリングについては、指定管理者が基本協定書の規定により提

出する月例業務報告書に基づき、業務報告書の内容、実際の業務の状況について「指

定管理者モニタリングチェックシート」を活用し、業務遂行状況の確認を行ってい

る。

月例モニタリングの結果、指定管理者の業務が適切に行われていないと認めた場合

は、速やかに報告の要求又は調査を行い、必要な場合は文書にて改善期日を定め改

善勧告を行う。

指定管理者モニタリングチェックシートの結果は、甲府市の でも公表されてい

る。
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（業務委託完了届）
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Ｙｅｓ

四半期ごと

「指定管理者モニタリングチェックシート」を活用
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（５） 甲府市リサイクルプラザの役割について

甲府市リサイクルプラザは、設立当時において、新たなごみ処理施設を建設する

にあたり、地元住民からの要望等を受け、広く資源の節約やリサイクル等について、

利用者が楽しく環境保全について学ぶための「環境総合教育施設」として建設され

た。

平成 年度には、ごみ処理施設が移転し、甲府市リサイクルプラザの熱源も余

熱利用からガスに切り替わったが、その際に、「環境総合教育施設」の役割を継続

するとともに、「健康増進施設」の役割を新たに付加することを定め、「甲府市リサ

イクルプラザ条例」において明記した。

「環境総合教育施設」であることにより、環境教育やその他の環境保全を目的とし

た取組を行うために再生頒布室、リサイクルセミナー室、環境セミナー室を利用す

る場合は、利用料金を免除している。一方で、指定管理者が、再生頒布室、リサイ

クルセミナー室、環境セミナー室を利用して自主事業を行う場合、その目的は環境

教育に関するもののみに限定される。

（意見）甲府市リサイクルプラザの設置目的の検討

熱源が隣接するごみ処理施設の余熱からガスに切り替わったことや、ごみ処理施

設自体が移転したことから、「環境総合教育施設」としての意義が薄れてきていると

考えられる。

環境総合教育施設という設置目的を掲げた状態では、指定管理者の自主事業が環

境教育に関するもののみに限定される。環境教育に限定せず、広く市民のニーズに合

わせ施設を活用するため、設置目的を見直すことを検討されたい。

７ 明るくきれいなまちづくり基金事業

（１） 概要

明るくきれいなまちづくり基金は、平成 年 月に、ごみの減量に対する市民意

識の高揚を図るとともに、ごみの資源化、再生利用等のごみ減量施策を推進すること

を目的として、条例を制定し、設置された基金である。

当初 億円の積立てを行っており、基金の運用益と基金取崩額を財源に、毎年度、

明るくきれいなまちづくり基金事業を行っている。

令和 年度末 明るくきれいなまちづくり基金現在高： 円

令和 年度 明るくきれいなまちづくり基金の利息収入： 円

明るくきれいなまちづくり基金事業として、リサイクル推進員制度を設けている。

リサイクル推進員制度とは、自治会長がリサイクル推進員となり、地区内の集積所

の責任者として、ごみの分別排出の指導、研修会の開催、集積所の環境美化活動に取
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り組んでいる。これらの活動に係る費用について、各地区リサイクル推進員連絡協議

会に対し、「甲府市リサイクル活動補助金交付要綱」に基づき、補助金を交付してい

る。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出

されなかった。

（２） 実績

年度

リサイクル推進員活動実績 リサイクル推進員

連絡協議会補助金

（円）

活動回数

（回）

活動延べ人員

（人）

平成 年度

令和元年度

令和 年度

（出典：環境行政の概要及び甲府市補助費等支出状況調書を基に作成）

（５） 甲府市リサイクルプラザの役割について

甲府市リサイクルプラザは、設立当時において、新たなごみ処理施設を建設する

にあたり、地元住民からの要望等を受け、広く資源の節約やリサイクル等について、

利用者が楽しく環境保全について学ぶための「環境総合教育施設」として建設され

た。

平成 年度には、ごみ処理施設が移転し、甲府市リサイクルプラザの熱源も余

熱利用からガスに切り替わったが、その際に、「環境総合教育施設」の役割を継続

するとともに、「健康増進施設」の役割を新たに付加することを定め、「甲府市リサ

イクルプラザ条例」において明記した。

「環境総合教育施設」であることにより、環境教育やその他の環境保全を目的とし

た取組を行うために再生頒布室、リサイクルセミナー室、環境セミナー室を利用す

る場合は、利用料金を免除している。一方で、指定管理者が、再生頒布室、リサイ

クルセミナー室、環境セミナー室を利用して自主事業を行う場合、その目的は環境

教育に関するもののみに限定される。

（意見）甲府市リサイクルプラザの設置目的の検討

熱源が隣接するごみ処理施設の余熱からガスに切り替わったことや、ごみ処理施

設自体が移転したことから、「環境総合教育施設」としての意義が薄れてきていると

考えられる。

環境総合教育施設という設置目的を掲げた状態では、指定管理者の自主事業が環

境教育に関するもののみに限定される。環境教育に限定せず、広く市民のニーズに合

わせ施設を活用するため、設置目的を見直すことを検討されたい。

７ 明るくきれいなまちづくり基金事業

（１） 概要

明るくきれいなまちづくり基金は、平成 年 月に、ごみの減量に対する市民意

識の高揚を図るとともに、ごみの資源化、再生利用等のごみ減量施策を推進すること

を目的として、条例を制定し、設置された基金である。

当初 億円の積立てを行っており、基金の運用益と基金取崩額を財源に、毎年度、

明るくきれいなまちづくり基金事業を行っている。

令和 年度末 明るくきれいなまちづくり基金現在高： 円

令和 年度 明るくきれいなまちづくり基金の利息収入： 円

明るくきれいなまちづくり基金事業として、リサイクル推進員制度を設けている。

リサイクル推進員制度とは、自治会長がリサイクル推進員となり、地区内の集積所

の責任者として、ごみの分別排出の指導、研修会の開催、集積所の環境美化活動に取
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Ⅳ 収集衛生課

１ 主要な実施事業

⚫ 廃棄物等収集業務

⚫ 通常の収集業務以外の収集業務

⚫ 事業系ごみ収集運搬の許可業務

⚫ 一般廃棄物の処理方法等指導業務

⚫ その他の業務

２ 歳入歳出の状況

収集衛生課における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

収集衛生課の歳出で突出して多いのが委託料であるが、主な支出内容は「可燃ごみの

収集運搬業務」及び「不燃ごみの収集運搬業務」となっている。これらの業務の内容は、

「３ 廃棄物等収集業務について」で詳述する。

（単位：千円）

区分 項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 保険衛生手数料

清掃手数料

その他

合計

歳出 委託料

賃借料

負担金補助金及

び交付金

その他

合計

（出典：甲府市歳入歳出決算事項別明細書から集計）

＜委託料の主な内訳＞ （単位：千円）

業務名 平成 年度 令和元年度 令和 年度

可燃ごみ収集運搬業務

不燃ごみ収集運搬業務

中心市街地可燃ごみ収集運搬業務

側溝土砂収集運搬業務

（出典：甲府市委託料支出状況調書から集計）
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３ 廃棄物等収集業務について

（１） 概要

甲府市では一般家庭から排出されるごみを「燃えるごみ」「燃えないごみ」「資源物」

「ミックスペーパー」「プラスチック製容器包装」の 種類に分別して収集を実施して

いる。これらの中で収集衛生課では、「燃えるごみ」と「燃えないごみ」の収集業務を

担当している。

「燃えるごみ」（可燃ごみ）については、集積場所は市内に ヶ所（令和 年 月

末時点）あり、収集業務は主に民間委託により実施している。民間委託は、技能職員の

退職や再任用の動向を見据える中で、平成 年度から段階的に進め、平成 年度に

は山間部を除く全市域 ルートを業務委託とした。また平成 年 月からは甲府・

峡東クリーンセンターの試運転及び稼働に伴い、委託ルートを増やし計 ルートとし

た。収集方式は、各収集場所を収集曜日地区の路線に基づき巡回するステーション方式

を採用しており、収集回数は週 回である。なお、中心街の一部については、一般廃棄

物収集運搬許可業者により毎日収集を行っている。

「燃えないごみ」（不燃ごみ）については、集積場所は市内に ヶ所（令和 年

月末時点）あり、平成 年 月から一部地区の収集業務を委託し、平成 年 月か

らは全市域を対象として収集業務の委託を行った。収集方法は学校地区ごとの集積場

所を巡回するステーション方式を採用しており、収集回数は各地区年間 回である。

粗大ごみも燃えないごみの収集日に収集している。また、分別排出等の進展はあるもの

の、燃えないごみの収集日に対象外の品目が排出されるケースがあるため、更なるごみ

減量と資源リサイクルを目指し、市民に啓発を行っている。

（２） 可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務

ア 委託方法

可燃ごみについては、市内を ルートに分けて、収集運搬業務をルート別に委託し

ている。令和 年度の委託先は以下のとおりであるが、 ルートのうち ルートは甲

府市廃棄物協業組合に委託し、残りの ルートを各業者に ルートずつ委託している。

不燃ごみについては、市内全域の収集運搬業務を甲府市環境事業協業組合に委託し

ている。

業務名 入札方式 委託業者 契約開始期

可燃ごみ

収集運搬業務

単年度随意契約 甲府市廃棄物協業組合 平成 年度

単年度随意契約 ㈱ゼロ 平成 年度

単年度随意契約 ㈲峡南環境サービス 平成 年度

単年度随意契約 ㈲上田商店 平成 年度

単年度随意契約 ㈲サンテック 平成 年度

単年度随意契約 ㈱溝口商事 平成 年度

Ⅳ 収集衛生課

１ 主要な実施事業

⚫ 廃棄物等収集業務

⚫ 通常の収集業務以外の収集業務

⚫ 事業系ごみ収集運搬の許可業務

⚫ 一般廃棄物の処理方法等指導業務

⚫ その他の業務

２ 歳入歳出の状況

収集衛生課における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

収集衛生課の歳出で突出して多いのが委託料であるが、主な支出内容は「可燃ごみの

収集運搬業務」及び「不燃ごみの収集運搬業務」となっている。これらの業務の内容は、

「３ 廃棄物等収集業務について」で詳述する。

（単位：千円）

区分 項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 保険衛生手数料

清掃手数料

その他

合計

歳出 委託料

賃借料

負担金補助金及

び交付金

その他

合計

（出典：甲府市歳入歳出決算事項別明細書から集計）

＜委託料の主な内訳＞ （単位：千円）

業務名 平成 年度 令和元年度 令和 年度

可燃ごみ収集運搬業務

不燃ごみ収集運搬業務

中心市街地可燃ごみ収集運搬業務

側溝土砂収集運搬業務

（出典：甲府市委託料支出状況調書から集計）
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単年度随意契約 ㈱エフ・ジェイワークス 平成 年度

単年度随意契約 ㈲大興商事 平成 年度

単年度随意契約 ㈱クリエート 平成 年度

単年度随意契約 ㈱中央エコテック 平成 年度

単年度随意契約 ㈱富士川クリーン 平成 年度

単年度随意契約 有 ターレット 平成 年度

単年度随意契約 有 センチュリーコーポ

レーション

平成 年度

単年度随意契約 ㈱成心設備 平成 年度

不燃ごみ

収集運搬業務
単年度随意契約 甲府市環境事業協業組合 平成 年度

（出典：甲府市委託料支出状況調書を基に作成）

可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務について、入札方式は単年度随意契約となっ

ている。この中で、甲府市廃棄物協業組合及び甲府市環境事業協業組合に対しては契約

開始期から継続して随意契約により委託している。また、可燃ごみにおける甲府市廃棄

物協業組合以外の ルートについては契約開始期のみ指名競争入札を実施し、翌年度

以降は継続して単年度随意契約としている。契約形式は単年度としているが、結果とし

て、長期間、同一企業への業務委託が継続している状況である。

本来、地方公共団体における業務委託の選定は「一般競争入札」が原則であるが、甲

府市では可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務について随意契約で委託しており、そ

の選定理由を以下としている。

可燃ごみ（不燃ごみ）収集運搬業務を委託するにあたり、廃棄物処理法上、市は一般

廃棄物の処理について、総括的な責任を有するものとされており、委託して行わせる

場合でも、その行為の責任は引き続き市町村が有するものであり、一般廃棄物の最終

処分が終了するまでの適正な処理を確保しなければならないとされています。また、

環境保全の重要性及び一般廃棄物の公共性から業務の確実な履行が重視されている

ことから、受託者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 条の 第 項及び同

法施行令第 条の基準を満たし、迅速で円滑な収集運搬業務を行うための施設や設

備を保有しているとともに、収集区域や本市が定める一般廃棄物処理計画を熟知し

ている必要があります。これらの基準を満たす業者が上記業者であり、競争入札等に

よることが適さないため、上記業者との随意契約の締結をお願いします。

随意契約の選定理由において、「環境保全の重要性及び一般廃棄物の公共性から業務

の確実な履行が重視されていること」とあるが、これは平成 年 月 日付け廃棄

物対策課長通知に従った運用としている。

74



環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃物対策課長通知 「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律第 条第 項の規定に基づくごみ処理基本計画の策定に当たって

の指針について」（平成 年 月 日）

２．市町村の一般廃棄物処理責任の性格

廃棄物処理法上、市町村は、一般廃棄物の処理について、統括的な責任を有するも

のと解されている。当該市町村が自ら処理を行う場合はもとより、他者に委託して行

わせる場合でも、その行為の責任は引き続き市町村が有するものである。

また、市町村における処理責任に照らすと、市町村は一般廃棄物の処理を他人に委

託して行わせる場合、施行令第 条に規定する基準（以下「委託基準」という。）を

遵守することはもちろんのこと、受託者が廃棄物処理法施行令第 条に規定する基

準（以下「一般廃棄物処理基準」という。）に従った処理を行うよう、一般廃棄物の

最終処分が終了するまでの適正な処理を確保しなければならないものである。委託

処理する場合においては、委託基準において、受託者の能力要件等に加え、委託料が

受託業務を遂行するに足りる額であることとされている等、環境保全の重要性及び

一般廃棄物処理の公共性にかんがみ、経済性の確保等の要請よりも業務の確実な履

行を重視しているものである。

さらに、受託者により一般廃棄物処理基準に適合しない収集運搬や処分が行われ

た場合、市町村には一般廃棄物の統括的な処理責任があることにかんがみ、市町村は

委託基準を遵守したか否かにかかわらず、自ら生活環境の保全上の支障の除去や発

生の防止のための措置を講じるべきである。

以上のとおり、市町村の処理責任は極めて重いものであることを改めて認識され

たい。

（ア）受託者の能力要件

ここで、ごみ収集運搬業務の受託者側の能力要件については、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律施行令第 条第 項に次のように規定されている。

第 条

一 受託者が受託業務を遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有し、かつ、

受託しようとする業務の実施に関し相当の経験を有する者であること。

廃棄物は住民の日常生活や企業活動に伴って毎日発生する。住民等は市町村の定める

ルールに従って排出し、市町村はこれを迅速かつ適正に収集運搬し、処理処分しなけれ

ばならない。したがって、事業を運営する者には排出された廃棄物をその日のうちに確

実に収集運搬する能力、すなわち人員・機材及びこれを裏付ける財政基盤さらに相当の

業務経験を求めるものである。

単年度随意契約 ㈱エフ・ジェイワークス 平成 年度

単年度随意契約 ㈲大興商事 平成 年度

単年度随意契約 ㈱クリエート 平成 年度

単年度随意契約 ㈱中央エコテック 平成 年度

単年度随意契約 ㈱富士川クリーン 平成 年度

単年度随意契約 有 ターレット 平成 年度

単年度随意契約 有 センチュリーコーポ

レーション

平成 年度

単年度随意契約 ㈱成心設備 平成 年度

不燃ごみ

収集運搬業務
単年度随意契約 甲府市環境事業協業組合 平成 年度

（出典：甲府市委託料支出状況調書を基に作成）

可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務について、入札方式は単年度随意契約となっ

ている。この中で、甲府市廃棄物協業組合及び甲府市環境事業協業組合に対しては契約

開始期から継続して随意契約により委託している。また、可燃ごみにおける甲府市廃棄

物協業組合以外の ルートについては契約開始期のみ指名競争入札を実施し、翌年度

以降は継続して単年度随意契約としている。契約形式は単年度としているが、結果とし

て、長期間、同一企業への業務委託が継続している状況である。

本来、地方公共団体における業務委託の選定は「一般競争入札」が原則であるが、甲

府市では可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務について随意契約で委託しており、そ

の選定理由を以下としている。

可燃ごみ（不燃ごみ）収集運搬業務を委託するにあたり、廃棄物処理法上、市は一般

廃棄物の処理について、総括的な責任を有するものとされており、委託して行わせる

場合でも、その行為の責任は引き続き市町村が有するものであり、一般廃棄物の最終

処分が終了するまでの適正な処理を確保しなければならないとされています。また、

環境保全の重要性及び一般廃棄物の公共性から業務の確実な履行が重視されている

ことから、受託者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 条の 第 項及び同

法施行令第 条の基準を満たし、迅速で円滑な収集運搬業務を行うための施設や設

備を保有しているとともに、収集区域や本市が定める一般廃棄物処理計画を熟知し

ている必要があります。これらの基準を満たす業者が上記業者であり、競争入札等に

よることが適さないため、上記業者との随意契約の締結をお願いします。

随意契約の選定理由において、「環境保全の重要性及び一般廃棄物の公共性から業務

の確実な履行が重視されていること」とあるが、これは平成 年 月 日付け廃棄

物対策課長通知に従った運用としている。
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甲府市では、収集業務の委託先を選定する基準として、「収集業務委託に関する指名

対象基準について」を定めており、次の要件を満たすものを指名対象業者としている。

財政的基礎は、以下のとおりとする。

① 法人にあっては、損益計算書、貸借対照表にて 年連続の赤字決算でないことが

確認できること。法人税の納税証明書にて税の滞納がないことが確認できるこ

と。

しかしながら、甲府市に確認したところ、当初の指名競争入札の際には上記の財政的

基礎を確認していたが、それ以降の随意契約による選定時においては決算書、納税証明

書を徴求しておらず、財政的基礎の適合性を検討していなかった。

（指摘）業務委託選定時の財政的基礎の検討

可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務を委託する際に、安定的な業務の履行を重

視し随意契約により選定しているが、業務の確実な履行の前提となる適切な財政基

盤について検討していなかった。委託契約の都度、決算書・納税証明書を徴求し、財

政的基礎の適合性を検討すべきである。

（イ）委託先の所在地

次に、燃えるごみ及び燃えないごみの収集運搬業務について、委託先を本社所在地で

集計すると以下のとおりとなる。

業務名 本社所在地 社数

燃えるごみ収集運搬業務 甲府市 社

富士川町 社

甲州市 社

中央市 社

甲斐市 社

燃えないごみ収集運搬業務 甲府市 社

合計 社

甲府市以外に本社が所在する業者の割合 （ 社）

（出典：甲府市委託料支出状況調書を基に作成）

甲府市では、中小企業・小規模企業振興条例を定め、市内の中小企業・小規模企業の

活力の発揮、事業の持続的な発展を推進していくことを基本理念としている。燃えるご

みの収集運搬業務については、当初の業者選定における指名対象基準として、上記の基

本理念も考慮して「市内に本社もしくは営業所を有していること」を条件として選定を
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行った経緯がある。ただし、以後の委託業者との契約時には「本社もしくは営業所を有

していること」を書類で確認してはいなかった。

近年は全国各地で地震や水害等による大規模災害が発生しており、災害時においても

生活ごみは引き続き委託業者が収集運搬を担うことから、「市内に本社もしくは営業所

を有していること」で迅速な対応ができると考える。

したがって、委託業者との契約時には、当初業者選定時の指名対象基準と同様に、「市

内に本社もしくは営業所を有していること」を確認する必要がある。

（意見）委託先の所在地の確認

市内業者の育成の観点や災害時の迅速な収集対応を考慮し、委託業者との契約時

には「市内に本社もしくは営業所を有していること」を確認する必要がある。

イ 委託金額

（ア）委託料総額の動向

可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務について、業者への委託料（総額）は以下のよ

うに推移している。平成 年度の委託料の増加は、中間処理施設である甲府・峡東ク

リーンセンターの稼働に伴いごみの収集運搬距離が延びたことから、車両燃料費等が

増加となった影響がある。また可燃ごみについては収集運搬のルート数を ルートに

増加させたことで、収集車両台数が増加となったことも委託料の増加につながってい

る。そのほかに、令和元年 月の消費税率アップも増加要因となっている。総じて、

収集運搬業務に係る委託料は増加傾向にあることが見て取れる。

（出典：甲府市委託料支出状況調書を基に作成）

環境省では、一般廃棄物行政の推進に関する基礎資料を得ることを目的として、全国

甲府市では、収集業務の委託先を選定する基準として、「収集業務委託に関する指名

対象基準について」を定めており、次の要件を満たすものを指名対象業者としている。

財政的基礎は、以下のとおりとする。

① 法人にあっては、損益計算書、貸借対照表にて 年連続の赤字決算でないことが

確認できること。法人税の納税証明書にて税の滞納がないことが確認できるこ

と。

しかしながら、甲府市に確認したところ、当初の指名競争入札の際には上記の財政的

基礎を確認していたが、それ以降の随意契約による選定時においては決算書、納税証明

書を徴求しておらず、財政的基礎の適合性を検討していなかった。

（指摘）業務委託選定時の財政的基礎の検討

可燃ごみ及び不燃ごみの収集運搬業務を委託する際に、安定的な業務の履行を重

視し随意契約により選定しているが、業務の確実な履行の前提となる適切な財政基

盤について検討していなかった。委託契約の都度、決算書・納税証明書を徴求し、財

政的基礎の適合性を検討すべきである。

（イ）委託先の所在地

次に、燃えるごみ及び燃えないごみの収集運搬業務について、委託先を本社所在地で

集計すると以下のとおりとなる。

業務名 本社所在地 社数

燃えるごみ収集運搬業務 甲府市 社

富士川町 社

甲州市 社

中央市 社

甲斐市 社

燃えないごみ収集運搬業務 甲府市 社

合計 社

甲府市以外に本社が所在する業者の割合 （ 社）

（出典：甲府市委託料支出状況調書を基に作成）

甲府市では、中小企業・小規模企業振興条例を定め、市内の中小企業・小規模企業の

活力の発揮、事業の持続的な発展を推進していくことを基本理念としている。燃えるご

みの収集運搬業務については、当初の業者選定における指名対象基準として、上記の基

本理念も考慮して「市内に本社もしくは営業所を有していること」を条件として選定を
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の市町村等に対して一般廃棄物処理事業実態調査を実施している。本調査結果は、ご

み・し尿の排出処理状況、事業経費・人員、処理施設の整備状況等について取りまとめ

たものである。 

直近の令和元年度の調査結果を利用して、収集運搬費について甲府市と他市とを比

較した結果が以下の表である。なお、当該集計結果には、可燃ごみ・不燃ごみのほかに、

資源ごみ・粗大ごみ等の収集取扱量及び収集運搬費も含まれている。 

 

令和元年度 収集運搬費に係る比較表

（出典：環境省一般廃棄物処理事業実態調査を基に作成）

当該比較表において、「一人当たり収集運搬費」と「取扱量当たり収集運搬費」が高

いということは収集運搬コストが他市に比べて高いと言える。甲府市については、甲

府・峡東クリーンセンターを共同で利用する近隣市と比べても、人口が同程度の中核市

と比べても収集運搬コストが比較的高い水準であることが見て取れる。 

「ア 委託方法」に記載があるように地方自治体のごみ収集運搬業務においては安

定的な業務の履行が求められているが、他方で、地方自治法第 条第 項において、

「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるととも

(人) (円) (円/人) (円/t)

山梨市
笛吹市
甲州市
函館市
青森市
八戸市
山形市
松本市
福井市
寝屋川市
八尾市
鳥取市
松江市
呉市
下関市

人口 収集運搬費 一人当たり
収集運搬費

取扱量当たり
収集運搬費

同程度の
中核市

中間処理
施設を

共同利用

甲府市

区分
生活系ごみ
収集取扱量
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に、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。」と定めていること

から、限りある予算の中でコスト低減努力が不可欠である。同一業者に対して長期間変

わらず随意契約で委託することは競争原理が働かず、コストが高止まりしている大き

な要因と考えられる。他市においては、業務の安定性と効率化の両立を図るために、随

意契約の代わりに一般競争入札を導入している事例も少なくない。ただし、単純に一般

競争入札を導入するのではなく、最低制限価格制度を設けたり、単年度ではなく複数年

度契約とすることで受託者が安定して業務を実施できる取組事例がある。甲府市にお

いてもコスト低減のために条件付きの一般競争入札の導入を検討されたい。

また、環境省が公表している「一般廃棄物会計基準」は、一般廃棄物の処理に係るコ

ストの標準的な分析手法であることから、当該基準に基づくごみ処理原価を算出し、人

口規模や産業構造が類似している市町村と比較することで、コスト面で優れた市町村

の取組の把握と分析が可能になると考える。

（意見）ごみ収集運搬コストの低減努力

限りある予算の中でごみの収集運搬コストの低減努力が不可欠である。条件付き

の一般競争入札の導入や、ごみ処理原価について人口規模や産業構造が類似してい

る市町村と比較し、コスト面で優れた市町村の取組事例を導入することを検討され

たい。

（イ）委託予定価格

業務委託契約を行う際には予定価格を算定しなければならない。予定価格は、発注者

が競争入札を行う際にその落札金額を決定するための上限額となるものである。随意

契約であっても予定価格を作成するが（予算決算及び会計令第 条の ）。この場合は、

契約金額を決定するための基準額となる。

燃えるごみ及び燃えないごみの収集運搬業務に係る委託契約について、予定価格に対

する契約金額の水準を調べたところ、ほぼ一致している状況であった。

業務名 委託先数 予定価格に対する契約金額の比率

燃えるごみ収集運搬業務 社 ～

燃えないごみ収集運搬業務 社

（出典：甲府市委託料支出状況調書を基に作成）

甲府市に燃えるごみ及び燃えないごみの収集運搬業務に係る予定価格の積算方法を

確認したところ、人件費（社会保険料を含む）、福利厚生費、車両経費（収集車のリー

ス料、燃料費を含む）、管理費・営業経費、消費税の各項目を見積もり、予定価格とし

て積算している。人件費は、公共工事設計労務単価を参考にしており、車両経費につい

ては直営での車両関連費用などから見積もっている。管理費・営業経費については、間

の市町村等に対して一般廃棄物処理事業実態調査を実施している。本調査結果は、ご

み・し尿の排出処理状況、事業経費・人員、処理施設の整備状況等について取りまとめ

たものである。 

直近の令和元年度の調査結果を利用して、収集運搬費について甲府市と他市とを比

較した結果が以下の表である。なお、当該集計結果には、可燃ごみ・不燃ごみのほかに、

資源ごみ・粗大ごみ等の収集取扱量及び収集運搬費も含まれている。 

 

令和元年度 収集運搬費に係る比較表

（出典：環境省一般廃棄物処理事業実態調査を基に作成）

当該比較表において、「一人当たり収集運搬費」と「取扱量当たり収集運搬費」が高

いということは収集運搬コストが他市に比べて高いと言える。甲府市については、甲

府・峡東クリーンセンターを共同で利用する近隣市と比べても、人口が同程度の中核市

と比べても収集運搬コストが比較的高い水準であることが見て取れる。 

「ア 委託方法」に記載があるように地方自治体のごみ収集運搬業務においては安

定的な業務の履行が求められているが、他方で、地方自治法第 条第 項において、

「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるととも

(人) (円) (円/人) (円/t)

山梨市
笛吹市
甲州市
函館市
青森市
八戸市
山形市
松本市
福井市
寝屋川市
八尾市
鳥取市
松江市
呉市
下関市

人口 収集運搬費 一人当たり
収集運搬費

取扱量当たり
収集運搬費

同程度の
中核市

中間処理
施設を

共同利用

甲府市

区分
生活系ごみ
収集取扱量
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接経費として経費総額に一定率を乗じて計上しており、この一定率は過去から変わっ

ていなかった。当該間接経費は企業の販売費及び一般管理費に相当し事業運営には不

可欠の費用ではあるが、どの程度の費用が発生するかは個別企業の影響を大きく受け

る。甲府市廃棄物協業組合と甲府市環境事業協業組合からは決算書を入手しているが、

他の委託先からは決算書を入手しておらず、間接経費の金額が適正な水準であるかを

判断できなかった。全ての委託先から決算書を入手し、間接経費の金額が委託先の販売

費及び一般管理費と比べて妥当な水準であるかを分析し、適正な予定価格になるよう

に、必要に応じて間接経費（管理費・営業経費）の算定方法を見直すべきである。

（意見）委託設計価格における間接経費の妥当性の検証

より精緻な予定価格となるように、委託先の決算書を分析し、予定価格における間

接経費の水準が妥当であるかを検討すべきである。

（ウ）委託先からの業務実施報告

甲府市では、ごみ収集運搬業務が適正に実行されているかを管理するために委託先か

ら作業の実施報告を受けている。具体的には、収集運搬実施者が各実施日の開始時間、

終了時間、走行距離、収集量などを報告書としてまとめている。甲府市では提出された

業務実施報告書の内容を確認し、収集運搬業務に問題がなかったかを検証している。

燃えるごみ収集運搬業務の委託先である甲府市廃棄物協業組合の業務実施報告書を

確認したところ、各収集運搬実施日に収集運搬車は特定の 台が稼働し、ごみが多い

日などは臨時的に 台を追加稼働させていた。その結果、報告書上は最大 台が稼働

している状況であった。他方で、当該委託業務の予定価格設計書においては、ごみ収集

ルート数が であることから収集運搬車を 台＋予備 台の計 台として積算して

いる。甲府市に収集運搬車の稼働状況を質問したところ、車両のメンテナンス等で一部

の車両が稼働できない際に空いている車両を使用しており、全 台を使用していると

の説明があった。しかしながら、業務実施報告書には最大 台の稼働しか記載がなく、

業務委託契約の設計価格において 台分の車両関係費は不要と見えることから、業務

実施報告書の記載方法を再検討すべきである。また、収集運搬車の稼働状況に応じて設

計価格を見直す必要がある。

（意見）業務実施報告及び設計価格の確認

委託先からの業務実施報告の内容が契約内容と整合しているかを確認し、報告書

の記載方法が不十分であれば改善させるべきである。また、委託先の稼働状況が契約

内容と整合していない場合は、契約内容及び予定価格設計内容を実態に合うように

変更すべきである。
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（エ）委託内容の検証

燃えるごみの収集運搬業務の委託先である甲府市廃棄物協業組合の決算書を確認し

たところ外注費 百万円が計上されていた。当該費用の内容を確認したところ、環境

推進活動手当として同組合の出資者である 社にそれぞれ 千円～ 千円の範

囲で支出されていた。また直近年度のみならず、過年度においても同程度の金額の外注

費が計上されていた。当該外注費の詳細な内容、支出先が組合出資者に限定されている

理由及び金額の妥当性について質問したが、甲府市が同組合から聴取した回答内容で

はその活動内容等が不明確であった。そのため、当該外注費の必要性については十分に

は検証できなかった。

当該組合に対しては、競争原理が働かない随意契約を長期間行っており、また実質的

に甲府市からの委託料のみで運営されている組合であることから、決算書の閲覧や質

問などにより当該組合の経営実態を詳細に把握し、甲府市の財政負担を軽減させるた

めにも、委託先で不必要な支出がないかを十分に検証することが望まれる。

（意見）委託先での外注支出の妥当性確認

委託者として委託先の経営実態を詳細に把握し、委託先で委託業務に不必要な支

出がないかを十分に検証する必要がある。その上で、委託先の実態に見合った委託料

で契約すべきである。

（３） 中心街可燃ごみ収集運搬業務

現在、中心街の家庭系可燃ごみの収集運搬は、中心市街地活性化のための環境美化、

及び収集の効率化を図るため、中心街可燃ごみ収集運搬の経験を有する一般廃棄物収

集運搬業者に委託して行っており、事業系可燃ごみと併せて、毎日収集を実施している。

なお、事業系可燃ごみについては、各商店街連盟や事業所がその収集区域を行う事業者

に収集を委託し、自らの責任において処理を行っている。

委託先については、中心街を ルートに分け、各業者に ルートずつ委託している。

委託先の選定については単年度随意契約となっているが、平成 年以降は各ルートを

同じ業者が継続して契約している状況である。

中心街の可燃ごみ収集運搬業務の委託料単価については、平成 年以前は中心街に

居住する人口に基づき算出していたが、平成 年 月からは指定ごみ袋導入を契機

に排出量に基づき算出している。委託料単価の算出に際して、基準年の中心街可燃ごみ

排出量を年 回調査し、前回の委託料の算定基礎となる排出量と比較し、排出量の変動

率を委託料単価に反映させている。委託料単価は 年間一定として、排出量調査を 年

ごとに実施している。

接経費として経費総額に一定率を乗じて計上しており、この一定率は過去から変わっ

ていなかった。当該間接経費は企業の販売費及び一般管理費に相当し事業運営には不

可欠の費用ではあるが、どの程度の費用が発生するかは個別企業の影響を大きく受け

る。甲府市廃棄物協業組合と甲府市環境事業協業組合からは決算書を入手しているが、

他の委託先からは決算書を入手しておらず、間接経費の金額が適正な水準であるかを

判断できなかった。全ての委託先から決算書を入手し、間接経費の金額が委託先の販売

費及び一般管理費と比べて妥当な水準であるかを分析し、適正な予定価格になるよう

に、必要に応じて間接経費（管理費・営業経費）の算定方法を見直すべきである。

（意見）委託設計価格における間接経費の妥当性の検証

より精緻な予定価格となるように、委託先の決算書を分析し、予定価格における間

接経費の水準が妥当であるかを検討すべきである。

（ウ）委託先からの業務実施報告

甲府市では、ごみ収集運搬業務が適正に実行されているかを管理するために委託先か

ら作業の実施報告を受けている。具体的には、収集運搬実施者が各実施日の開始時間、

終了時間、走行距離、収集量などを報告書としてまとめている。甲府市では提出された

業務実施報告書の内容を確認し、収集運搬業務に問題がなかったかを検証している。

燃えるごみ収集運搬業務の委託先である甲府市廃棄物協業組合の業務実施報告書を

確認したところ、各収集運搬実施日に収集運搬車は特定の 台が稼働し、ごみが多い

日などは臨時的に 台を追加稼働させていた。その結果、報告書上は最大 台が稼働

している状況であった。他方で、当該委託業務の予定価格設計書においては、ごみ収集

ルート数が であることから収集運搬車を 台＋予備 台の計 台として積算して

いる。甲府市に収集運搬車の稼働状況を質問したところ、車両のメンテナンス等で一部

の車両が稼働できない際に空いている車両を使用しており、全 台を使用していると

の説明があった。しかしながら、業務実施報告書には最大 台の稼働しか記載がなく、

業務委託契約の設計価格において 台分の車両関係費は不要と見えることから、業務

実施報告書の記載方法を再検討すべきである。また、収集運搬車の稼働状況に応じて設

計価格を見直す必要がある。

（意見）業務実施報告及び設計価格の確認

委託先からの業務実施報告の内容が契約内容と整合しているかを確認し、報告書

の記載方法が不十分であれば改善させるべきである。また、委託先の稼働状況が契約

内容と整合していない場合は、契約内容及び予定価格設計内容を実態に合うように

変更すべきである。
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（ア）委託料単価の計算

令和 年度の収集運搬業務に係る委託料単価については、基準年度（令和元年度）の

中心街の可燃ごみ平均排出量を前回基準年度（平成 年度）と比較して、その増減割

合を設計単価に反映させている。

ルートの委託料単価の計算過程を確認したところ、以下のルートについては設計単

価の計算誤りが発見された。

場所 委託先 委託料単価 契約金額

八番街 外 山梨住環コンサル㈱ 円 日 円

本来は、「八番街」と「コリドときわ町等」を合算して平均排出量を算出すべきところ

を、比較対象となる前回基準年度の平均排出量には「八番街」を含めていなかった。そ

れにより、前回基準年度の平均排出量が過少となり、前回基準年度と比較した平均排出

量の増減率が過大となってしまった。

その結果、令和 年度の委託料の設計単価の計算において、過大な平均排出量の増減

率が反映されていた。当該契約については、随意契約で設計単価と同額で契約しており、

令和 年度の委託契約の金額が 円過大であった。

（指摘）委託設計単価の計算誤り

委託料単価の計算基礎である平均排出量の集計を誤っていたため、設計単価が過

大に算定されていた。新年度は正しい設計単価に基づき契約すべきである。また、設

計単価の算定におけるチェック体制を強化すべきである。

（イ）委託料単価の設計

委託対象の ルートについて、令和 年度の収集運搬業務に係る委託料単価及び基準

年度での平均排出量から「排出量当たり委託料単価」を算定し比較したところ、以下の

表のとおり最大 倍超の開きがあった。理由について甲府市に確認したところ、ごみ集

積所数・走行距離・道路事情等の影響を受けるとのことであったが、公平性の観点から

は委託料単価の水準に改善すべき点があると考える。

場所 委託先
委託料単価

（円 日）

平均排出量

（ ）

排出量当たり

委託料単価

（円 ）

紅梅町 ㈲管清社

弁天通り 外 ミノルサービス

八番街 外 山梨住環コンサル㈱

かすがもーる外 ㈲大興商事
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錦通り 外 ㈲管清社

（出典：甲府市委託料支出状況調書及び排出量調査結果を基に作成）

また、委託料の設計単価の基礎となる平均排出量について算出過程を確認したところ、

甲府市では排出量調査を 年毎に 週間程度しか行っていなかった。短期調査では、

季節、天候の要因や臨時的な排出の影響を受け易く、排出量のバラツキが大きいと考え

られる。

排出量調査

実施期間

平成 年 令和元年

最大 日

・ 月 日 日

・ 月 日 日

・ 月 日 日

最大 日

・ 月 日 日

・ 月 日 日

ルート別の排出量当たり委託料単価に大きな開きがあること、短期の排出量調査結果

ではバラツキが大きく、設計単価の基礎となる平均排出量が実態から乖離している可

能性があることから、ルート間の公平性を考慮した上で、委託料が実態に即しているか

を再検討すべきである。

（意見）委託料単価の再設計

現在の委託料が実態に即しているかを十分に検討すべきであり、例えば燃えるご

み・燃えないごみの収集運搬委託料と同様に人件費・車両費等を積み上げる方法も考

えられる。委託料の設計に際しては、ルート間での公平性も考慮し、排出量当たりの

委託料単価、居住人口当たりの委託料単価、走行距離当たりの委託料単価等の指標も

検討対象にするのが望ましい。

（ア）委託料単価の計算

令和 年度の収集運搬業務に係る委託料単価については、基準年度（令和元年度）の

中心街の可燃ごみ平均排出量を前回基準年度（平成 年度）と比較して、その増減割

合を設計単価に反映させている。

ルートの委託料単価の計算過程を確認したところ、以下のルートについては設計単

価の計算誤りが発見された。

場所 委託先 委託料単価 契約金額

八番街 外 山梨住環コンサル㈱ 円 日 円

本来は、「八番街」と「コリドときわ町等」を合算して平均排出量を算出すべきところ

を、比較対象となる前回基準年度の平均排出量には「八番街」を含めていなかった。そ

れにより、前回基準年度の平均排出量が過少となり、前回基準年度と比較した平均排出

量の増減率が過大となってしまった。

その結果、令和 年度の委託料の設計単価の計算において、過大な平均排出量の増減

率が反映されていた。当該契約については、随意契約で設計単価と同額で契約しており、

令和 年度の委託契約の金額が 円過大であった。

（指摘）委託設計単価の計算誤り

委託料単価の計算基礎である平均排出量の集計を誤っていたため、設計単価が過

大に算定されていた。新年度は正しい設計単価に基づき契約すべきである。また、設

計単価の算定におけるチェック体制を強化すべきである。

（イ）委託料単価の設計

委託対象の ルートについて、令和 年度の収集運搬業務に係る委託料単価及び基準

年度での平均排出量から「排出量当たり委託料単価」を算定し比較したところ、以下の

表のとおり最大 倍超の開きがあった。理由について甲府市に確認したところ、ごみ集

積所数・走行距離・道路事情等の影響を受けるとのことであったが、公平性の観点から

は委託料単価の水準に改善すべき点があると考える。

場所 委託先
委託料単価

（円 日）

平均排出量

（ ）

排出量当たり

委託料単価

（円 ）

紅梅町 ㈲管清社

弁天通り 外 ミノルサービス

八番街 外 山梨住環コンサル㈱

かすがもーる外 ㈲大興商事
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４ 通常の収集業務以外の収集業務について

（１） すぐやる業務

市民の要望に対応するため、「すぐやる業務」として死亡した犬・猫等、緊急を要す

る特別収集等を行っている。

すぐやる業務の過去 年間の実績は以下のとおりである。

（単位：件）

年度
犬・猫等

の収集

学校等施設

の収集

イベント等

の収集
土砂収集 合計

平成 年

平成 年

平成 年

令和元年

令和 年

（出典：甲府市決算審査資料）

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出され

なかった。

（２） ふれあい収集業務

平成 年 月から、高齢者世帯や障がい者世帯で、自らがごみを集積所まで持ち出

すことが困難で、身近にごみ出しの協力者がいない世帯を対象に、毎週 回戸別訪問

し、玄関先からのごみの収集を行う「ふれあい収集事業」を実施している。

ふれあい収集の対象世帯数の過去 年間の推移は以下のとおりである。

（単位：世帯）

年度 高齢者世帯 障がい者世帯 合計

平成 年

平成 年

平成 年

令和元年

令和 年

（出典：甲府市決算審査資料）
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また、ふれあい収集についてごみ区分別の令和 年度の実績は以下のとおりである。

（単位： ）

区分 可燃ごみ 不燃ごみ 資源物
ミックス

ペーパー
合計

年間収集量

日平均※

※令和 年度の稼働日数 日に基づき算定

（出典：甲府市決算審査資料を基に作成）

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出され

なかった。

５ 事業系ごみ収集運搬の許可業務について

（１） 概要

平成 年 月に廃棄物の処理及び清掃に関する法律が改正され、事業活動から排出

される一般廃棄物は自らの責任において処理・処分しなければならないことが盛り込

まれた（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 条第 項）。そのため、事業者はごみ

を自ら処理施設などへ搬入するか、一般廃棄物収集運搬許可業者に収集を委託する必

要がある。

一般廃棄物収集運搬業者については、同法第 条第 項に「一般廃棄物の収集又は運

搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する市町村長の許

可を受けなければならない。」と定められており、甲府市が許可を行っている。事業系

のごみ収集運搬業務を担う許可業者数は令和 年 月末現在 社となっている。

（２） 許可要件

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 条第 項及び同法施行規則第 条の におい

て、一般廃棄物の収集運搬に係る許可要件を定めている。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第 条第 項

市町村長は、第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めると

きでなければ、同項の許可をしてはならない。

一 当該市町村による一般廃棄物の収集又は運搬が困難であること。

二 その申請の内容が一般廃棄物処理計画に適合するものであること。

三 その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続し

て行うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合するものであること。

四 （以下、省略）

４ 通常の収集業務以外の収集業務について

（１） すぐやる業務

市民の要望に対応するため、「すぐやる業務」として死亡した犬・猫等、緊急を要す

る特別収集等を行っている。

すぐやる業務の過去 年間の実績は以下のとおりである。

（単位：件）

年度
犬・猫等

の収集

学校等施設

の収集

イベント等

の収集
土砂収集 合計

平成 年

平成 年

平成 年

令和元年

令和 年

（出典：甲府市決算審査資料）

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出され

なかった。

（２） ふれあい収集業務

平成 年 月から、高齢者世帯や障がい者世帯で、自らがごみを集積所まで持ち出

すことが困難で、身近にごみ出しの協力者がいない世帯を対象に、毎週 回戸別訪問

し、玄関先からのごみの収集を行う「ふれあい収集事業」を実施している。

ふれあい収集の対象世帯数の過去 年間の推移は以下のとおりである。

（単位：世帯）

年度 高齢者世帯 障がい者世帯 合計

平成 年

平成 年

平成 年

令和元年

令和 年

（出典：甲府市決算審査資料）
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則

第 条の

法第七条第五項第三号（法第七条の二第二項において準用する場合を含む。）の規

定による環境省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 施設に係る基準

イ 一般廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのない運搬

車、運搬船、運搬容器その他の運搬施設を有すること。

ロ 積替施設を有する場合には、一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透

し、並びに悪臭が発散しないように必要な措置を講じた施設であること。

二 申請者の能力に係る基準

イ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に行うに足りる知識及び技能を有するこ

と。

ロ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎

を有すること。

上記のほかに甲府市では「一般廃棄物収集運搬業に係る許可業者のための手引き」を

作成し、許可手続について定めている。

一般廃棄物収集運搬業の許可・更新時の手続内容を甲府市に確認したところ、「継続

して行うに足りる経理的基礎を有すること」に係る要件については、事業者に対して収

入の基礎となる収集先を確認しているのみで、事業者の財務内容や納税状況は検討し

ていなかった。３（２）アの「財政的基礎」と同様に、一般廃棄物収集運搬を担う業者

についても安定的な業務の履行が求められるので、経理的基礎の具体的な判断方法と

して例えば、①損益計算書、貸借対照表にて 年連続の赤字決算でないことが確認でき

ること。②法人税の納税証明書にて税の滞納がないことが確認できること。が考えられ

る。新規許可時又は更新時には決算書・納税証明書を徴求し、経理的基礎の適合性を検

討すべきである。

（指摘）一般廃棄物収集運搬業許可に係る経理的基礎の検討

一般廃棄物収集運搬業の許可要件として「継続して行うに足りる経理的基礎を有

する必要がある」が、事業者の財務内容や納税状況は検討していなかった。許可更新

の都度、決算書・納税証明書を徴求し、経理的基礎の適合性を検討すべきである。

６ 一般廃棄物の処理方法等指導業務について

（１） 概要

収集衛生課では、一般廃棄物収集運搬許可業者に対して、法令等を遵守した廃棄物の
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収集運搬の指導を行っている。許可業者に対して甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合

が定める「一般廃棄物収集運搬許可業者が事業系一般廃棄物を搬入する場合の搬入検

査の実施、指導及び処分要領」等について研修会を開催し、研鑽に努めている。また、

甲府・峡東クリーンセンターが行う許可車両に対する分別・搬入状況等の抜き打ち的な

調査の結果に基づき、許可業者への的確な指導を行っている。

また、家庭系廃棄物におけるルール違反などのマナーの悪いごみ集積所については、

自治会等と協力し、継続的に指導を行うとともに、ごみ集積所設置等に関する基準を設

け、自治会等からの相談・協議に対応している。

そのほかに、ごみ集積所施設設置費及びごみ集積所防御ネット購入費に対して補助金

を交付し、カラス・猫等によるごみの散乱防止に努めている。

（２） 補助金事業

収集衛生課における主な補助金は以下のとおりである。ごみ集積所施設設置費補助金

は、ごみ集積所施設を設置（建替えを含む）した者に対して一定額を補助するものである。ご

み集積所防御ネット購入費補助金は、ごみ集積所のごみの散乱を防止するために防御

ネットを購入し、ごみ集積所に設置した者に対して一定額を補助するものである。

新型コロナウイルス対策一般廃棄物個人防護具補助金は、廃棄物等処理事業の安定的

な継続を図るため、作業に従事する方の感染防止のために必要な個人防護具等の購入

を補助するものである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

ごみ集積所施設設置費

補助金

ごみ集積所防御ネット購入費

補助金

新型コロナウイルス対策

一般廃棄物個人防護具補助金

（出典：甲府市補助費等支出状況調書）

補助金関係の申請内容を確認したところ、ごみ集積所防御ネット購入費補助金につい

て消費税込みの金額で申請されており、その税込みの申請額に基づき補助金が交付さ

れていた。

当該補助金の交付要綱には消費税仕入控除税額の報告と返還手続が明示されていな

かったため、 （補助金の消費税仕入控除税額の報告・返還条項の未整備）の指摘と

同様に、補助事業者に対して補助金と消費税減額分として二重に利益を与える可能性

がある。当該補助金について交付要綱に消費税仕入控除税額の報告と返還手続を明示

すべきである。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則

第 条の

法第七条第五項第三号（法第七条の二第二項において準用する場合を含む。）の規

定による環境省令で定める基準は、次のとおりとする。

一 施設に係る基準

イ 一般廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのない運搬

車、運搬船、運搬容器その他の運搬施設を有すること。

ロ 積替施設を有する場合には、一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透

し、並びに悪臭が発散しないように必要な措置を講じた施設であること。

二 申請者の能力に係る基準

イ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に行うに足りる知識及び技能を有するこ

と。

ロ 一般廃棄物の収集又は運搬を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎

を有すること。

上記のほかに甲府市では「一般廃棄物収集運搬業に係る許可業者のための手引き」を

作成し、許可手続について定めている。

一般廃棄物収集運搬業の許可・更新時の手続内容を甲府市に確認したところ、「継続

して行うに足りる経理的基礎を有すること」に係る要件については、事業者に対して収

入の基礎となる収集先を確認しているのみで、事業者の財務内容や納税状況は検討し

ていなかった。３（２）アの「財政的基礎」と同様に、一般廃棄物収集運搬を担う業者

についても安定的な業務の履行が求められるので、経理的基礎の具体的な判断方法と

して例えば、①損益計算書、貸借対照表にて 年連続の赤字決算でないことが確認でき

ること。②法人税の納税証明書にて税の滞納がないことが確認できること。が考えられ

る。新規許可時又は更新時には決算書・納税証明書を徴求し、経理的基礎の適合性を検

討すべきである。

（指摘）一般廃棄物収集運搬業許可に係る経理的基礎の検討

一般廃棄物収集運搬業の許可要件として「継続して行うに足りる経理的基礎を有

する必要がある」が、事業者の財務内容や納税状況は検討していなかった。許可更新

の都度、決算書・納税証明書を徴求し、経理的基礎の適合性を検討すべきである。

６ 一般廃棄物の処理方法等指導業務について

（１） 概要

収集衛生課では、一般廃棄物収集運搬許可業者に対して、法令等を遵守した廃棄物の
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（指摘）消費税仕入税額控除に係る報告・返還手続の未整備

補助金交付要綱で、補助事業完了後、消費税の申告により補助事業に係る消費税に

ついて仕入税額控除が確定した場合、報告・返還する旨を定めるべきである。

７ その他の業務について

（１） し尿等収集業務

市内の下水道が設置されていない地域に住んでいる住民の家屋には、浄化槽や汲み取

り式が設置されているため清掃業務が必要である。令和 年度においては許可業者 社

が業務を実施した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出され

なかった。

（２） 都市美化に関する業務

一級河川を対象に夏季・春季の年 回、流域自治会及び関係団体と協力して河川清掃

を行っている。

不法投棄対策としては、河川、山間部等不法投棄多発地帯のパトロールによる監視及

び市民からの情報等による投棄物の撤去を行い、不法投棄禁止看板を設置するなど防

止対策に努めている。

また、甲府市環境保全条例に基づき、甲府市中心街に路上喫煙禁止区域を指定し、喫

煙マナーの向上及び環境美化の推進を図るとともに、職員によるパトロールやチラシ

の配布を通じて喫煙者への意識啓発に努めている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出され

なかった。
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Ⅴ 廃棄物対策課

１ 業務内容

・一般廃棄物処理計画に関すること。

・災害廃棄物処理計画に関すること。

・衛生センターに関すること。

・笛吹市との一般廃棄物の共同処理に関すること。

・汚泥処理手数料の収納整理に関すること。

・環境センター環境委員会に関すること。

・一般廃棄物最終処分場の維持及び管理に関すること。

・甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合の負担金に関すること。

・産業廃棄物の許可に関すること。

・一般廃棄物処理施設の許可に関すること。

・特定産業廃棄物特別措置法に関すること。

・産業廃棄物の不法投棄に関すること。

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理に関すること。

２ 歳入歳出の状況

廃棄物対策課における歳入歳出の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

項目 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入 使用料

手数料

受託事業収入

雑入

市債

合計

歳出 塵芥処理費

し尿処理費

産業廃棄物対

策費

合計

廃棄物対策課の歳入では平成 年度の雑入が突出して多くなっている。これは中間処理

（焼却施設等）施設解体工事等に係る石和町負担金（ 千円）と、新山梨環状線建設

工事に伴う場内道路等復旧工事補償費（衛生センター： 千円）が主な要因である。

廃棄物対策課の歳出では塵芥処理費が多くを占めている。塵芥処理費の主な内訳は次の

とおりである。

（指摘）消費税仕入税額控除に係る報告・返還手続の未整備

補助金交付要綱で、補助事業完了後、消費税の申告により補助事業に係る消費税に

ついて仕入税額控除が確定した場合、報告・返還する旨を定めるべきである。

７ その他の業務について

（１） し尿等収集業務

市内の下水道が設置されていない地域に住んでいる住民の家屋には、浄化槽や汲み取

り式が設置されているため清掃業務が必要である。令和 年度においては許可業者 社

が業務を実施した。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出され

なかった。

（２） 都市美化に関する業務

一級河川を対象に夏季・春季の年 回、流域自治会及び関係団体と協力して河川清掃

を行っている。

不法投棄対策としては、河川、山間部等不法投棄多発地帯のパトロールによる監視及

び市民からの情報等による投棄物の撤去を行い、不法投棄禁止看板を設置するなど防

止対策に努めている。

また、甲府市環境保全条例に基づき、甲府市中心街に路上喫煙禁止区域を指定し、喫

煙マナーの向上及び環境美化の推進を図るとともに、職員によるパトロールやチラシ

の配布を通じて喫煙者への意識啓発に努めている。

当該業務について担当者への質問及び関連する資料を閲覧した結果、問題は検出され

なかった。
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＜塵芥処理費の主な内訳＞ （単位：千円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度

最終処分場維持管理

業務委託費

甲府・峡東地域ごみ処

理施設事務組合事業

費負担金

一般廃棄物最終処分

場負担金

合計

塵芥処理費では上記の外、平成 年度には甲府市環境センター焼却工場解体工事

千円、甲府市環境センター焼却工場他解体工事監理業務委託 千円、令和元年度には

甲府市環境センター焼却工場解体工事 千円、甲府市環境センター焼却工場他解

体工事監理業務委託 千円を支出している。

３ ごみ処理施設 甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合

（１） 概要

山梨県において、県内を 、 、 の ブロックに分けた「山梨県ごみ処理広域化計

画」により、ごみ処理の広域化を図り、本市はこのうちの ブロックに該当し、峡東地

域（笛吹市、山梨市、甲州市） 市と共同による「甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組

合」を平成 年 月 日に設立した。中間処理施設については、平成 年 月に着

工し、平成 年度から、新たなごみ処理施設として 「甲府・峡東クリーンセンター」

が本格稼動している。

（２） ごみ処理施設 甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合

ア 施設概要

施 設 名 称  甲府・峡東クリーンセンター 

区  分 エネルギー棟  リサイクル棟  

所 在 地 笛吹市境川町寺尾 1440番地 1 

処 理 方 式  流動床式ガス化溶融炉    － 

処 理 能 力 
369 t 

(123 t／日×3炉） 

破砕：36t／日  

選別：31t／日  

保管：22t／日  

着 工 年 月  平成 24年 6月  

竣 工 年 月  平成 29年 4月  
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敷 地 面 積 53,145.62㎡ 

イ 施設運営方式

甲府・峡東地域ごみ処理施設整備事業及び運営事業については、設計・建設から運営・

維持管理までを一括発注する （ 設計、 建設、 運営）方式

が採用されている。

甲府・峡東地域ごみ処理施設整備事業及び運営事業に関する契約は平成 年 月

日に締結されている。

①基本契約について

契約名称 甲府・峡東地域ごみ処理施設整備事業及び運営事業基本契約

契約期間 平成 年 月 日から平成 年（令和 年） 月 日まで

契約の相手方 事業者

構成員（代表企業）

株式会社 神鋼環境ソリューション 東京支社

（構成員）

神鋼環境メンテナンス 株式会社 東日本支店

（協力企業）

戸田建設 株式会社 東京支店 山梨営業所

（協力企業）

株式会社 早野組

（協力企業）

丸浜舗道 株式会社

（運営事業者）

株式会社 甲府・峡東環境サービス

②建設工事請負契約について

契約名称 甲府・峡東地域ごみ処理施設建設工事請負契約

契約期間 平成 年 月 日から平成 年 月 日まで

契約金額 金 円（うち消費税 金 円）

契約の相手方 建設請負事業者

株式会社 神鋼環境ソリューション 東京支社

③運営・維持管理業務委託契約について

契約名称 甲府・峡東地域ごみ処理施設運営・維持管理業務委託契約

契約期間 平成 年 月 日から平成 年（令和 年） 月 日まで

＜塵芥処理費の主な内訳＞ （単位：千円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度

最終処分場維持管理

業務委託費

甲府・峡東地域ごみ処

理施設事務組合事業

費負担金

一般廃棄物最終処分

場負担金

合計

塵芥処理費では上記の外、平成 年度には甲府市環境センター焼却工場解体工事

千円、甲府市環境センター焼却工場他解体工事監理業務委託 千円、令和元年度には

甲府市環境センター焼却工場解体工事 千円、甲府市環境センター焼却工場他解

体工事監理業務委託 千円を支出している。

３ ごみ処理施設 甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合

（１） 概要

山梨県において、県内を 、 、 の ブロックに分けた「山梨県ごみ処理広域化計

画」により、ごみ処理の広域化を図り、本市はこのうちの ブロックに該当し、峡東地

域（笛吹市、山梨市、甲州市） 市と共同による「甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組

合」を平成 年 月 日に設立した。中間処理施設については、平成 年 月に着

工し、平成 年度から、新たなごみ処理施設として 「甲府・峡東クリーンセンター」

が本格稼動している。

（２） ごみ処理施設 甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合

ア 施設概要

施 設 名 称  甲府・峡東クリーンセンター 

区  分 エネルギー棟  リサイクル棟  

所 在 地 笛吹市境川町寺尾 1440番地 1 

処 理 方 式  流動床式ガス化溶融炉    － 

処 理 能 力 
369 t 

(123 t／日×3炉） 

破砕：36t／日  

選別：31t／日  

保管：22t／日  

着 工 年 月  平成 24年 6月  

竣 工 年 月  平成 29年 4月  
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契約金額 金 円（うち消費税 金 円）

契約の相手方 運営事業者

株式会社 甲府・峡東環境サービス

甲府・峡東地域ごみ処理施設運営・維持管理業務委託契約書による各年度の高効率ごみ発

電施設委託料額、リサイクルセンター委託料額及び合計委託料額は以下のとおりである。

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合歳入歳出決算書の総務費は運営・維持管理業務委託

契約が大部分を占めている。歳入歳出決算書の総務費は令和 年度 千円の内、運

営・維持管理業務委託業務の合計額は令和 年度（平成 年度） 千円であり、ほ

かに地域振興施設負担金 千円等からなる。

１高効率ごみ発電施設（委託料額）

（単位：円）（税抜き）

リサイクルセンター（委託料額）（抜粋）

（単位：円）（税抜き）

変動費用
運営・維持管理

業務委託料
運営・維持管理

業務委託料
補修費用を除く

固定費用
補修費用 計

平成29年度 省略
平成30年度 省略
平成31年度 ▲ 71,239,263
平成32年度 ▲ 69,336,377
平成33年度 ▲ 70,731,925
平成34年度 省略
平成48年度 省略
合計 ▲ 1,194,729,745

固定費用

変動費用
運営・維持管理

業務委託料
運営・維持管理

業務委託料
補修費用を除く

固定費用
補修費用 計

平成29年度 省略
平成30年度 省略
平成31年度
平成32年度
平成33年度
平成34年度 省略
平成48年度 省略
合計

固定費用
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合計（委託料額）

（単位：円）（税抜き）

ウ 歳入歳出決算書

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合の歳入歳出決算書は以下のとおりである。

令和 年度の歳入増は、負担金増加（ 千円）及び基金繰入金（ 千円）に

より賄ったためである。手数料は、減少（ 千円）となっている。これは、新型コロ

ナウイルスの影響により事業系ごみの処理手数料が大幅に減少したためである。

令和 年度の歳出増は、公債費増加（ 千円）、総務費増加（ 千円）の

ためである。公債費の増加は平成 年度（一部令和元年度）まで償還猶予があり、返済

額（公債費）が少なかったためである。

（単位：千円）

収入済額 支出済額 平成 年度 令和元年度 令和 年度

歳入合計

負担金

手数料

財産運用収入

基金繰入金

繰越金

諸収入（主に雑入）

歳出合計

議会費

総務費（主に総務管理

費）

公債費

諸支出金

変動費用
運営・維持管理

業務委託料
運営・維持管理

業務委託料C
補修費用を除く

固定費用
補修費用 計

平成29年度 省略
平成30年度 省略
平成31年度 ▲ 71,239,263
平成32年度 ▲ 69,336,377
平成33年度 ▲ 70,731,925
平成34年度 省略
平成48年度 省略
合計 ▲ 1,194,729,745

固定費用

契約金額 金 円（うち消費税 金 円）

契約の相手方 運営事業者

株式会社 甲府・峡東環境サービス

甲府・峡東地域ごみ処理施設運営・維持管理業務委託契約書による各年度の高効率ごみ発

電施設委託料額、リサイクルセンター委託料額及び合計委託料額は以下のとおりである。

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合歳入歳出決算書の総務費は運営・維持管理業務委託

契約が大部分を占めている。歳入歳出決算書の総務費は令和 年度 千円の内、運

営・維持管理業務委託業務の合計額は令和 年度（平成 年度） 千円であり、ほ

かに地域振興施設負担金 千円等からなる。

１高効率ごみ発電施設（委託料額）

（単位：円）（税抜き）

リサイクルセンター（委託料額）（抜粋）

（単位：円）（税抜き）

変動費用
運営・維持管理

業務委託料
運営・維持管理

業務委託料
補修費用を除く

固定費用
補修費用 計

平成29年度 省略
平成30年度 省略
平成31年度 ▲ 71,239,263
平成32年度 ▲ 69,336,377
平成33年度 ▲ 70,731,925
平成34年度 省略
平成48年度 省略
合計 ▲ 1,194,729,745

固定費用

変動費用
運営・維持管理

業務委託料
運営・維持管理

業務委託料
補修費用を除く

固定費用
補修費用 計

平成29年度 省略
平成30年度 省略
平成31年度
平成32年度
平成33年度
平成34年度 省略
平成48年度 省略
合計

固定費用
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予備費

歳入歳出差引残額

うち基金繰入額

エ 負担金

負担金は 市において甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合規約により割合が定められ

ている。人口割があるものの概ね一定の割合となっている。

甲府市の負担金は、甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合の公債費が増加していることに

より、令和 年度までの 年間にわたり毎年大幅に増加している。

（単位：千円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度
令和 年度

構成比

合計

甲府市

笛吹市

山梨市

甲州市

オ ごみ総搬入量（令和 年度 甲府・峡東クリーンセンターの稼働状況）

甲府市の令和 年度ごみ総搬入量は可燃ごみが減少して、不燃ごみが増加しており、全体

として減少している。

種別 単位 総搬入量 甲府市 笛吹市 山梨市 甲州市

可燃ごみ

不燃ごみ

資源物

合 計

犬・猫等 体

（ 日平均処理量 可燃ごみ 、不燃ごみ ）

カ 公債費

公債費は平成 年度（一部令和元年度）まで償還猶予があり、公債費が少なくなってい

た。令和 年度からは公債費は概ね 億円となり、甲府市の公債費負担額（負担金の一部）

は概ね 億円となる。

なお、甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合では財政状況の公表に関する条例に従い半年

毎に財政状況の公表として地方債借入金の現在高を公表している。地方債借入金の現在高
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は（令和 年 月末現在）は 千円である。

公債費（年度別返済額）

単位：千円

公債費は元金と利子の合計。他市は省略。

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合規約では、負担金の額は、別表で定める負担割合に

より、組合の予算において定めるものとする等と定められている。

別表では、施設建設費 地方債元利償還金を含む。 は均等割： ％、人口割 ％の負担

割合である。

（意見）甲府・峡東クリーンセンターの甲府市に係る財務状況及び運営状況の公表の必要

性

甲府市の負担金は令和 年度に大幅に増加している。負担金の大幅な増加には、予算

通りの増加である公債費が増加したことに伴うものと予期せぬ増加である新型コロナウ

イルス感染症の影響から総搬入量が減少して手数料（収入）が減少したことに伴うものが

ある。

年度 甲府市 全　　体

Ｒ1

Ｒ2

予備費

歳入歳出差引残額

うち基金繰入額

エ 負担金

負担金は 市において甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合規約により割合が定められ

ている。人口割があるものの概ね一定の割合となっている。

甲府市の負担金は、甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合の公債費が増加していることに

より、令和 年度までの 年間にわたり毎年大幅に増加している。

（単位：千円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度
令和 年度

構成比

合計

甲府市

笛吹市

山梨市

甲州市

オ ごみ総搬入量（令和 年度 甲府・峡東クリーンセンターの稼働状況）

甲府市の令和 年度ごみ総搬入量は可燃ごみが減少して、不燃ごみが増加しており、全体

として減少している。

種別 単位 総搬入量 甲府市 笛吹市 山梨市 甲州市

可燃ごみ

不燃ごみ

資源物

合 計

犬・猫等 体

（ 日平均処理量 可燃ごみ 、不燃ごみ ）

カ 公債費

公債費は平成 年度（一部令和元年度）まで償還猶予があり、公債費が少なくなってい

た。令和 年度からは公債費は概ね 億円となり、甲府市の公債費負担額（負担金の一部）

は概ね 億円となる。

なお、甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合では財政状況の公表に関する条例に従い半年

毎に財政状況の公表として地方債借入金の現在高を公表している。地方債借入金の現在高

95



甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合では条例に基づき財政状況を半期毎に公表して

いるが、甲府市の負担金は 千円と多額であり、全体の 割近くを占めているこ

と及び令和 年度は前年度より 千円と大幅に増加していることから、甲府市の

負担金の詳細な分析を実施して分析結果を公表することが必要である。

分析過程において改善要望があれば甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合に是正策の

作成を求めることも必要となろう。

４ し尿処理施設 衛生センター・中巨摩地区広域事務組合

（１） 概要

し尿及び浄化槽汚泥の受入処理については、令和 年 月 日に甲府市衛生セン

ター（小曲町）におけるし尿等の受け入れを終了している。令和 年 月 日より中

巨摩地区広域事務組合衛生センター（中央市）で広域処理を行っている。

市内のし尿及び浄化槽汚泥の量は、公共下水道の普及により減少傾向であり、平成

元年 月から稼働開始した甲府市衛生センターは 年以上が経過しているため老朽

化が進んでいる。

このような状況から、し尿等処理に係る公共サービスの質的安定と効率を図るた

め、令和 年 月 日より、中巨摩地区広域事務組合衛生センターで受入処理を行う

ことになった。

また、受入施設が変わることにより、し尿及び浄化槽汚泥（家庭系）を処分する費

用が新たに加わった。以下のように新たな料金に改定された。

※処理手数料の支払いは許可業者が行う。

（２）し尿処理施設

ア 衛生センター

甲府市内のし尿及び浄化槽汚泥を安全に衛生的に処理する施設であったが、令和 年

月 日にし尿等の受け入れを終了している。

① 衛生センターの概要

名 称 衛生センター

種別 現行 令和 年 月 日から

し尿

無料

リットル 円浄化槽汚泥（家庭系）

浄化槽汚泥（事業系） リットル 円
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所 在 地 甲府市小曲町 番地の

形 式 標準脱窒素処理方式＋高度処理（クボタ）

公 称 能 力 ／日

着 工 年 月 日 昭和 年 月 日

竣 工 年 月 日 平成 元年 月 日

事業費

本 体 工 事 億 万円

施工管理費他 万 千円

合 計 億 万 千円

敷 地 面 積 ㎡

② 衛生センターのし尿処理状況

令和 年度実績

処理量

〔 〕

日平均処理量

〔 〕

稼働日数

〔日〕

令和 年度の稼働率は ％程度（ ㎘ ㎘）であり低い水準であった。公共

下水道の普及により減少傾向であり、施設の老朽化が進んでいることから、令和 年

月 日にし尿等の受け入れを終了している。

③ 液移送減容化補助及び貯留槽清掃業務委託

衛生センター汚泥受入れ停止後の残汚泥を減容化するための技術的指導及び貯留

槽・配管類に残る汚泥を洗浄清掃し、有害ガス（硫化水素、メタン、ブタンガス等）の

発生を抑え、廃止後の施設安全の確保と環境保全を行う業務である。ここで、減容化と

は廃棄物などの容積を減少させることをいう。

業務委託契約書

契約名称 液移送減容化補助及び貯留槽清掃業務委託

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合では条例に基づき財政状況を半期毎に公表して

いるが、甲府市の負担金は 千円と多額であり、全体の 割近くを占めているこ

と及び令和 年度は前年度より 千円と大幅に増加していることから、甲府市の

負担金の詳細な分析を実施して分析結果を公表することが必要である。

分析過程において改善要望があれば甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合に是正策の

作成を求めることも必要となろう。

４ し尿処理施設 衛生センター・中巨摩地区広域事務組合

（１） 概要

し尿及び浄化槽汚泥の受入処理については、令和 年 月 日に甲府市衛生セン

ター（小曲町）におけるし尿等の受け入れを終了している。令和 年 月 日より中

巨摩地区広域事務組合衛生センター（中央市）で広域処理を行っている。

市内のし尿及び浄化槽汚泥の量は、公共下水道の普及により減少傾向であり、平成

元年 月から稼働開始した甲府市衛生センターは 年以上が経過しているため老朽

化が進んでいる。

このような状況から、し尿等処理に係る公共サービスの質的安定と効率を図るた

め、令和 年 月 日より、中巨摩地区広域事務組合衛生センターで受入処理を行う

ことになった。

また、受入施設が変わることにより、し尿及び浄化槽汚泥（家庭系）を処分する費

用が新たに加わった。以下のように新たな料金に改定された。

※処理手数料の支払いは許可業者が行う。

（２）し尿処理施設

ア 衛生センター

甲府市内のし尿及び浄化槽汚泥を安全に衛生的に処理する施設であったが、令和 年

月 日にし尿等の受け入れを終了している。

① 衛生センターの概要

名 称 衛生センター

種別 現行 令和 年 月 日から

し尿

無料

リットル 円浄化槽汚泥（家庭系）

浄化槽汚泥（事業系） リットル 円
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場所 甲府市衛生センター

期間 令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

委託代金額 円

発注者 甲府市

受注者 クボタ環境サービス株式会社

なお、減容化のための脱水は有害ガス（硫化水素、メタン、ブタンガス等）の発生

を抑えることが効率的となるために、作業は早急に行うことになることから、計画工

程表では 月に概ね完了予定である。

（意見）旧衛生センターの施設撤去又は利活用の方針決定の必要性

旧衛生センターは業務廃止して現在液移送減容化処理及び貯留槽清掃業務を行っ

ている。これらの業務が完了後の施設撤去又は利活用の方針が決定されていない。早

急に決定するべきである。大里第一団地地域し尿処理施設のような未利用不動産に

しないことを望む。

イ 中巨摩地区広域事務組合

中巨摩地区広域事務組合と甲府市は、中巨摩地区広域事務組合衛生センターにおい

て甲府市の市域内で排出されるし尿及び浄化槽汚泥を処理することに関し、廃棄物の

処理に関する協定書を締結している。

中巨摩地区広域事務組合は山梨県の南アルプス市、甲斐市、中央市、昭和町、富士川

町及び 市川三郷町の３市３町で構成され、ごみ処理、し尿処理業務等を行う一部事務

組合として活動している。

名称 廃棄物の処理に関する協定書

協定締結者 中巨摩地区広域事務組合及び甲府市

趣旨 中巨摩地区広域事務組合衛生センターにおいて甲府市の市域内で

排出されるし尿及び浄化槽汚泥を処理すること

収集及び

搬入方法

甲府市はし尿及び浄化槽汚泥を収集し中巨摩地区広域事務組合衛

生センターに搬入する

経費の負担 管理運営費、し尿等処理手数料、負担金について以下に記載した

管理運営費の剰余金は翌年度の管理運営費において調整する

期間 令和 年 月 日から令和 年 月 日まで（ 年間延長及び更

新あり）

場所 中巨摩地区広域事務組合衛生センター

山梨県中央市乙黒
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経費の負担

項目 説明 令和 年度

当初予算額

管理運営費 均等割 、人口割 、処理量割 の負担

割合で算出された額

千円

し尿等処理

手数料

搬入されたし尿等の量に対し、中巨摩地区広域

事務組合衛生センター手数料条例で定める手

数料を乗じた額

千円

負担金 中巨摩地区広域事務組合の搬入に伴う自治会

への補償料（年 万円）

千円

合計 千円

５ 一般廃棄物最終処分場

（１）概要

甲府市一般廃棄物最終処分場、甲府市増坪町一般廃棄物最終処分場、甲府市焼却灰

処分地は埋立完了となっている。埋立完了後に、現在、甲府・峡東クリーンセンター

から排出される焼却灰などは、全量を山梨県市町村総合事務組合立一般廃棄物処分場

（かいのくにエコパーク）で処分している。

（２） 一般廃棄物最終処分場

ア 甲府市最終処分場

① 甲府市一般廃棄物最終処分場の概要

甲府市一般廃棄物最終処分場は埋立完了となっている。

名 称

甲府市一般廃棄物

最終処分場

甲府市増坪町一般

廃棄物最終処分場

甲府市焼却灰処分地

住 所
甲府市小曲町

番地

甲府市増坪町

番地

甲府市西高橋町

番地

着 工 年 月 昭和 年 月 平成 年 月 平成 年 月

竣 工 年 月 昭和 年 月 平成 年 月 平成 年 月

場所 甲府市衛生センター

期間 令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

委託代金額 円

発注者 甲府市

受注者 クボタ環境サービス株式会社

なお、減容化のための脱水は有害ガス（硫化水素、メタン、ブタンガス等）の発生

を抑えることが効率的となるために、作業は早急に行うことになることから、計画工

程表では 月に概ね完了予定である。

（意見）旧衛生センターの施設撤去又は利活用の方針決定の必要性

旧衛生センターは業務廃止して現在液移送減容化処理及び貯留槽清掃業務を行っ

ている。これらの業務が完了後の施設撤去又は利活用の方針が決定されていない。早

急に決定するべきである。大里第一団地地域し尿処理施設のような未利用不動産に

しないことを望む。

イ 中巨摩地区広域事務組合

中巨摩地区広域事務組合と甲府市は、中巨摩地区広域事務組合衛生センターにおい

て甲府市の市域内で排出されるし尿及び浄化槽汚泥を処理することに関し、廃棄物の

処理に関する協定書を締結している。

中巨摩地区広域事務組合は山梨県の南アルプス市、甲斐市、中央市、昭和町、富士川

町及び 市川三郷町の３市３町で構成され、ごみ処理、し尿処理業務等を行う一部事務

組合として活動している。

名称 廃棄物の処理に関する協定書

協定締結者 中巨摩地区広域事務組合及び甲府市

趣旨 中巨摩地区広域事務組合衛生センターにおいて甲府市の市域内で

排出されるし尿及び浄化槽汚泥を処理すること

収集及び

搬入方法

甲府市はし尿及び浄化槽汚泥を収集し中巨摩地区広域事務組合衛

生センターに搬入する

経費の負担 管理運営費、し尿等処理手数料、負担金について以下に記載した

管理運営費の剰余金は翌年度の管理運営費において調整する

期間 令和 年 月 日から令和 年 月 日まで（ 年間延長及び更

新あり）

場所 中巨摩地区広域事務組合衛生センター

山梨県中央市乙黒

99



埋立完了年月 平成 年 月 平成 年 月 平成 年 月

埋 立 面 積 ㎡ ㎡ ㎡

埋 立 容 量 ㎥ ㎥ ㎥

② 一般廃棄物最終処分場維持管理業務委託

甲府市最終処分場では一般廃棄物最終処分場水質検査を業務委託により実施している。

（単位：円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度

最終処分場維持管理業務委託料

一般廃棄物最終処分場の水質検査（放流水）結果を甲府市ホームページに公表している。

令和２年度の水質検査（放流水）の検査結果は「異状はありませんでした。」となっている。

また、「甲府市一般廃棄物処理基本計画」では最終処分の施策を次のように示している。

５ 最終処分計画

２）跡地利用計画の検討

埋立が終了した 箇所の最終処分場については、現在、放流水の処理と検査を行ってお

り、検査結果が地元と締結した公害防止協定の基準値以下になると処分場が廃止されま

す。廃止後の跡地利用については、地元の要望を踏まえて検討する必要があります。 な

お、「甲府市災害廃棄物処理計画」では、埋立が終了した 箇所の処分場を災害時の廃棄

物の仮置場として指定しています。

しかし、水質検査結果には水質検査結果（放流水）の外、水質検査結果（保有水）がある。

水質検査結果（保有水）は以下のとおりであり、排水基準の協定値に適合していない。

令和２年度一般廃棄物最終処分場水質検査（保有水）検査結果

（単位： ）

検査項目 基準値 ※協定値 小曲 増坪 西高橋

～

浮遊物質 ＜

大腸菌群数
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（指摘）一般廃棄物最終処分場水質検査（保有水）検査結果を公表する必要性

「甲府市一般廃棄物処理基本計画」では、「検査結果が地元と締結した公害防止協定の

基準値以下になると処分場が廃止されます。」としている。しかし、ホームページに公表

されている水質検査結果（放流水）の数値をもって最終処分場の廃止を判断することはで

きない。なぜなら、最終処分場の廃止により放流水の処理を行わなくなることから、水質

検査（放流水）検査結果の数値ではなく、水質検査（保有水）検査結果の数値を協定値以

下とすることが求められるためである。

したがって、水質検査（保有水）検査結果は排水基準の協定値以下になっていないとい

う事実を公表する必要がある。

最終処分場を廃止するためには、地元と締結した協定値を「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」に基づく基準値の範囲内に緩和することも必要と思われる。最終処分場の廃止

に向けて、環境影響の検証を行い、近隣住民と協定値を緩和する合意のための話し合いを

することになろう。

イ 山梨県市町村総合事務組合立一般廃棄物処分場（かいのくにエコパーク）

① 山梨県市町村総合事務組合立一般廃棄物処分場の概要

中間処理施設から排出される焼却灰等については、一般廃棄物最終処分場として、山

梨県（山梨県市町村総合事務組合）により一般廃棄物最終処分場である「かいのくにエ

コパーク」が整備され、平成 年 月から、操業開始している。

施 設 名 称
山梨県市町村総合事務組合立－般廃棄物最終処分場

（通称：かいのくにエコパーク）

施 設 分 類 管理型（オープン型）一般廃棄物最終処分場

所 在 地 笛吹市境川町寺尾地内

埋 立 品 目 焼却残さ（焼却灰、飛灰）、不燃性残さ

埋 立 方 式 サンドイッチ方式十セル方式 併用

浸出水処理方法 アルカリ凝集沈殿法

埋 立 面 積 ㎡

埋 立 容 量 ㎥

② 一般廃棄物最終処分場負担金

山梨県市町村総合事務組合負担金条例第 条の 第 項及び第 項に規定に従い一

般廃棄物最終処分場負担金を山梨県市町村総合事務組合に支払している。 （単位：円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度

一般廃棄物処分場負担金

埋立完了年月 平成 年 月 平成 年 月 平成 年 月

埋 立 面 積 ㎡ ㎡ ㎡

埋 立 容 量 ㎥ ㎥ ㎥

② 一般廃棄物最終処分場維持管理業務委託

甲府市最終処分場では一般廃棄物最終処分場水質検査を業務委託により実施している。

（単位：円）

平成 年度 令和元年度 令和 年度

最終処分場維持管理業務委託料

一般廃棄物最終処分場の水質検査（放流水）結果を甲府市ホームページに公表している。

令和２年度の水質検査（放流水）の検査結果は「異状はありませんでした。」となっている。

また、「甲府市一般廃棄物処理基本計画」では最終処分の施策を次のように示している。

５ 最終処分計画

２）跡地利用計画の検討

埋立が終了した 箇所の最終処分場については、現在、放流水の処理と検査を行ってお

り、検査結果が地元と締結した公害防止協定の基準値以下になると処分場が廃止されま

す。廃止後の跡地利用については、地元の要望を踏まえて検討する必要があります。 な

お、「甲府市災害廃棄物処理計画」では、埋立が終了した 箇所の処分場を災害時の廃棄

物の仮置場として指定しています。

しかし、水質検査結果には水質検査結果（放流水）の外、水質検査結果（保有水）がある。

水質検査結果（保有水）は以下のとおりであり、排水基準の協定値に適合していない。

令和２年度一般廃棄物最終処分場水質検査（保有水）検査結果

（単位： ）

検査項目 基準値 ※協定値 小曲 増坪 西高橋

～

浮遊物質 ＜

大腸菌群数
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平成 年 月操業開始、平成 年度一般廃棄物処分場負担金には建設負担金の

一部負担を含む。

一般廃棄物最終処分場負担金の算定方法

負担金は事業費を搬入見込量による搬入割合に基づき按分し、事務費（定額）を加算

する。

（単位：千円）

搬入見込量

（ ）

搬入割合 令和 年度

負担額

（内訳）

事業費

（内訳）

事務費

甲府市

市町村

（省略）

合計

上記の事業費は委託料 千円、元金償還 千円、その他 千円

からなっている。

６ 産業廃棄物対策事業

（１）概要

平成 年 月に中核市への移行に伴い山梨県から産業廃棄物に関する業務として廃

棄物処理法に基づく事務、ポリ塩化ビフェニル（以下、 という。）廃棄物の適正な

処理の推進に関する特別措置法に基づく事務、特定産業廃棄物に起因する支障の除去

等に関する特別措置法に基づく事務、建設リサイクル法に基づく分別解体等及び再資

源化等に関する事務、多量排出業者の排出指導に関する事務（産業廃棄物）、使用済自

動車の再資源化に関する事務、有害使用済機器の保管等に関する事務が移譲された。

主な業務内容として、廃棄物処理法等に基づく各種届出の受理、廃棄物処理施設の設

置及び産業廃棄物処理業の許認可事務、産業廃棄物を取り扱う処理業者及び排出事業

者に対し廃棄物の不適正処理に対する指導・監督を行う。特に 廃棄物の期限内処理

に向けての対応は喫緊の課題となっている。

ア 届出の受理業務（中核市移行による県からの移行業務）

対象者からの届出書や添付書類を確認し受理を行った。

① 廃棄物処理法に基づく届出

提出書類 ：産業廃棄物管理票（マニフエスト）交付等報告書

対象者 ：産業廃棄物管理票交付者

② 特別措置法に基づく届出

提出書類 廃棄物等の保管及び処分状況等届出書等

対象者 廃棄物の保管事業者等
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③ 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則に基づく

届出

提出書類 （特別管理）産業廃棄物処理実績報告書

対象者 ： 収集運搬業者・処分業者・処理施設設置者

イ 許認可業務

令和 年度に許可申請の受付を行った事業者は産業廃棄物処理施設設置（新規）

事業者、産業廃棄物処分業者（新規） 事業者、特別管理産業廃棄物処分業者（新

規） 事業者、産業廃棄物収集運搬業者（更新） 事業者、産業廃棄物処分業者（更

新） 事業者であった。

令和 年度末時点の甲府市内における産業廃棄物処理業者数は以下のとおり。

・産業廃棄物収集運搬業者（積替え保管有り） 者

・産業廃棄物処分業者‘ 者

・特別管理産業廃棄物収集運搬業者（積替え保管有り） 者

・特別管理産業廃棄物処分業者 者

（２）廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく事務

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく事務は、各種報告書（届出）の受理、廃棄

物処理施設の設置及び産業廃棄物処理業の許認可事務、産業廃棄物を取り扱う処理業者

及び排出事業者に対し廃棄物の不適正処理に対する指導・監督を行っている。

ア 廃棄物処理施設の設置及び産業廃棄物処理業の許認可事務

① 一般廃棄物処理施設届出一覧

廃棄物処理施設の設置における一般廃棄物処理施設届出は次のとおりである。

⚫ 粗大ごみ処理施設一覧表

設置主体
施設所在

地

構成

市

施設規模

日

処理

方式

選別

数

運転

開始

年月

備考

西 武 建 材

㈱

酒折町字

山腰の丁

１３７８

番地１

甲府

市
日

破砕

施設

令和

年 月

特例

届出

⚫ 資源化等を行う施設一覧表：該当なし

⚫ ごみ焼却施設一覧表：該当なし

⚫ 埋立処分施設一覧表：甲府市最終処分場 か所（ 一般廃棄物最終処分場参照）

⚫ し尿処理施設一覧表：甲府市衛生センター（ し尿処理施設参照）

平成 年 月操業開始、平成 年度一般廃棄物処分場負担金には建設負担金の

一部負担を含む。

一般廃棄物最終処分場負担金の算定方法

負担金は事業費を搬入見込量による搬入割合に基づき按分し、事務費（定額）を加算

する。

（単位：千円）

搬入見込量

（ ）

搬入割合 令和 年度

負担額

（内訳）

事業費

（内訳）

事務費

甲府市

市町村

（省略）

合計

上記の事業費は委託料 千円、元金償還 千円、その他 千円

からなっている。

６ 産業廃棄物対策事業

（１）概要

平成 年 月に中核市への移行に伴い山梨県から産業廃棄物に関する業務として廃

棄物処理法に基づく事務、ポリ塩化ビフェニル（以下、 という。）廃棄物の適正な

処理の推進に関する特別措置法に基づく事務、特定産業廃棄物に起因する支障の除去

等に関する特別措置法に基づく事務、建設リサイクル法に基づく分別解体等及び再資

源化等に関する事務、多量排出業者の排出指導に関する事務（産業廃棄物）、使用済自

動車の再資源化に関する事務、有害使用済機器の保管等に関する事務が移譲された。

主な業務内容として、廃棄物処理法等に基づく各種届出の受理、廃棄物処理施設の設

置及び産業廃棄物処理業の許認可事務、産業廃棄物を取り扱う処理業者及び排出事業

者に対し廃棄物の不適正処理に対する指導・監督を行う。特に 廃棄物の期限内処理

に向けての対応は喫緊の課題となっている。

ア 届出の受理業務（中核市移行による県からの移行業務）

対象者からの届出書や添付書類を確認し受理を行った。

① 廃棄物処理法に基づく届出

提出書類 ：産業廃棄物管理票（マニフエスト）交付等報告書

対象者 ：産業廃棄物管理票交付者

② 特別措置法に基づく届出

提出書類 廃棄物等の保管及び処分状況等届出書等

対象者 廃棄物の保管事業者等
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② 産業廃棄物処理業の許認可

産業廃棄物処理業の許認可において、令和 年 月末時点の許可業者数は産業廃棄物

収集運搬業 者、産業廃棄物処分業者 者、特別管理産業廃棄物収集運搬業者 者、特

別管理産業廃棄物処分業 者の合計 者である。

甲府市ではホームページに産業廃棄物処理業者名簿を掲載しており、産業廃棄物の処

理を産業廃棄物許可業者に委託する場合に許可証を確認して委託契約を結ぶ必要がある

ことを示して、排出する事業者は産業廃棄物の処理責任を負うことを強調している。

また、排出する事業者は産業廃棄物の適正処理を確保するため、マニフェストという積

荷目録の確認のほか、委託先での処理状況を実地に確認すること等が必要になるとして

いる。

イ 産業廃棄物を取り扱う処理業者及び排出事業者に対し廃棄物の不適正処理に対する指

導・監督

山梨県の不適正処理対応マニュアルに準拠して産業廃棄物許可業者に立入検査を行っ

ている。立入検査の結果、改善するべき事項がある場合には指導票を渡して改善計画書を

提出させている。廃棄物処理業者等に対する行政処分を行ったことはない。

立入検査は令和元年度 件、令和 年度 件行っている。立入検査の事案は不法投

棄が一番多く、令和元年度 件、令和 年度 件となっている。立入検査の実施状況を

閲覧すると、不法投棄については廃棄物排出事業者、建設解体業者及び不用品回収業者が

多く、保管基準の確認については収集運搬業者又は処分業業者が多くなっている。

（意見）立会検査後の指導の充実

立会検査時に継続して確認が必要とした事業所には定期的に視察を行っている。しか

し、不法投棄は件数が多く、申出があれば立会検査に行くとしている。その上、立会検査

後は廃棄を行うべき行為者が不明なことも多いことから追加対応をあまり行っていな

い。県外他市ではパトロールの実施や監視カメラの設置及び不用品回収業者等の無許可

業者への指導など不法投棄等防止対策の強化をしている例もあり、不法投棄を防止する

ための対策を強化することが望まれる。
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令和３年度包括外部監査の結果報告書
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